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の年である。いいこࢲ。年はӎ年であるࠓ　
とのある年にしたい。しかし一回り前のӎ年
は東日本大震災がຄ発した年であった。あれ
から12年経ったと思うと、֒ײこの上もな
い。復興構想会議のメンバーになって以来、
൱も応もなくこの大震災＝大災害のうねりに
巻き込まれた。ؐྐྵをܴえてのࢲの人生は、
それ以前よりもあわただしくなった。学者と
して研究ࣨにいて発言するばかりでなく、知
らず知らずの間に、研究ࣨ外で活動するよう
になっていた。
　復興会議の議長代理に指名され、ޒඦض಄
真議長と൧ඌ५検討部会長と共に、我々は
「政࣏学トリオ」と称された。⺠主党政ݖな
らではの様々な出来事の下で、我々は復興関
連のएき׭྅たちと、文字通り連日׼をかい
た。毎日໾所に精勤した当初の数カ月、思い
出すによく体がもったと思う。もっとも「戦
後が終わり災後が始まる」というキャッチフ
レーズは、必ずしも世に素直に受け止められ
なかった。それでも、あの๨れもしない３月
11日の໷、東大ઌ端研に一ॹにധまり込んだ
同྅の研究者達と共に、津波に襲われて一ॠ
にして、人が車が家が、いや何もかもが大海
原の波間に௜んでいく有様を、何度も何度も
テレビの画像で目にমきつけられた。
　日本は変わる。いや変わらなければなら
͵。あの深໷の映像で繰り返し繰り返し௜み
ゆく日本を見た時、本当に心の底からそう

思った。「戦後」はようやく終わる。戦
ㅡ

後
ㅡ

平
ㅡ

和
ㅡ

の時代はߥ々しい自然災害によってねじ෬
せられた。大震災と共に「災後」の時代が立
ち現れる。何もしなくとも平和である時代は
終わった。「戦前」がそうであったように、「災
後」はまたいつの間にかྡ近所の人の、いや
わが家の人໋をもಥ如ୣっていく、そんな時
代の౸来なのだ。ࢲの「災後」はそんな人生
観と分かち難く結びついていた。
　あの年の４月から６月にかけての復興構想
会議は、ࠓ思ってもࠞཚと૽৙の୞中にあっ
た。10数名によるҕ員各ࢯは、復興への情熱
のあまり、口々に自らの気分と意見とを՗立
ちをӅさず会議にぶつけた。それらを上手に
救い上げる技能と度量を、我々は持ちえな
かった。だから会議は毎回གྷり続ける結果
となった。最終的には結論らしきものが出て
くるのだが、なかなか決定にࢸらない。本当
に公の会議で׭ఛの会議で、あんなに参加者
全員がいきり立ち、おޓいをഃ౗しあった
࢟は、୭もが見たことがないと言っていたも
のだ。
　報告書は異例の体ࡋとなった。具体的な提
言と指਑とがお໾所の文書よΖしく整然とཏ
列されるものだけでは౸底収रしえないとい
う“空気”が、会議を完全に支配していたか
らである。そこで、ޒඦض಄議長と൧ඌ部会
長の全面的後ԡしを受けて、ࢲが会議の“空
気”を文ষ化することになった。提言の最初

ר ಄ ݴ
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巻頭言

と最後、それに具体的提言のつなぎの部分
に、“空気”が書きこまれた。“空気”が全体
を推しはかる重しとなったのである。
　これについては、当然ࢍ൱両論があった。
「こんなもの入れて」「センチメンタル」と
言った方も多い。でもࢲには、復興会議運営
の手本とした下河辺३・ࡕ神・୶路大震災復
興ҕ員長の教えが๨れられなかった。下河辺
は、「こういう時、一見無ବに見える事ฑࢯ
を大事にしないと、具体的提案もうまくいか
ないんです。」とએもうた。「それは、何とも
カタチに出来ない“気分”であり“空気”で
す。ですから復興ҕ員会では、あるҕ員にそ
れを全てしΌべってもらったのです。」「そう
するとモϠモϠがスーッと無くなっていくん
です。」確かに“空気”効果はあった。具体
的提言が޿く受け入れられる素地になったか
らである。
　復興会議はੁ内閣と共に事実上ดじられ
た。しかし、“政࣏学トリオ”はそれͧれの
カタチで、それからの10数年、復興に関与
していくことになった。復興のオーラル・ヒ
ストリーには、ささやかながらڠ力をして
いる。
　もう一つ、日本モバイル建築ڠ会ސ問とし
て、ࠓ後起きる国難級の自然災害に対応でき
る、モバイル建築の社会的備蓄にڠ力してい
る。モバイル建築とは、「完成した建築物を
解体せずに基ૅから分཭し、Ϣニット単位
で、目的の場所に輸送し迅速に移築すること
を繰り返し行うことができる構造を有する建
築物」の総称である。災害予防の見地から、
最近では木造建築にも可能性を޿げている。
　だから、「災後の時代」౸来と言えるのだ。
“災後”は次の“災前”を用意する。自然災
害が毎年のように我が国土を襲うࠓ日、それ

への備えを工෉するのは当然のことではない
か。しかもモバイル建築の場合、ڠ⺠׭調
と公的໾割の拡大拡ॆにもつながってくる。
「新しい公共」という言葉が、;とුかんで
もくる。
　十年一ੲというが、この10数年は日本に
とってۤ難の時代そのものであった。めぐり
来たったまたの“ӎ年”に、ࠓ度は、自然災
害、コロナ、ウクライナのࡾ重ۤからの解์
を期଴したいものだ。
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１．はじめに
　学校で学んだྺ࢙は、日本࢙と世界࢙とに
別れ、その内容は文明࢙と人物࢙が中心だっ
た。しかし、新型コロナウィルスຮ延の中、
છ঱のྺ࢙を調べてみると、ペストとルネײ
サンス、天然౱とアステカやインカ文明の໓
๢など、人類のྺ࢙とײછ঱の関係の深さに
気づいた。日本࢙と世界࢙の年表を組み合わ
せ、そこに、ײછ঱、地震、Րࢁ෾Ր、大
Ր、風水害、飢ᰳなどを記してみると、学生
時代に学んだྺ࢙とは全く異なるྺ࢙観を持
つ。中でも、日本では、大地震との関わりが
大きいようにײじる。
状列ౡの日本は４ຕのプレートのিಥにހ　
よって作られた。そこに、インド大཮とϢー
ラシア大཮のিಥでできたヒマラϠࢁ脈で生
まれたアジアモンスーンのق節風がਧく。௜
み込む海のプレート上面で༹けたマグマはՐ
節風がق脈にࢁが連なる੸梁ࢁを作る。Րࢁ
ぶつかって雨のܙみをもたらす。Րࢁは風ޫ
明ᇪな景色やԹ泉も生みだす。一方で、これ
らは、地震やՐࢁ෾Ր、୆風、߽雨・߽ઇを
生み出す原因にもなる。このため、地震によ
る強い༳れ・液状化・津波、Րࢁ෾Ր、่֑
れや地すべり、急流河઒の土石流、ߑ水、߽
ઇなど、様々な災害が発生する。このよう
に、日本の自然は࣊฼であると同時にݫ෕で
もある。
　かつて、自然に対して無力だったઌ人は、

自然とંり合いをつける独特の日本文化を育
み、危険なとこΖを避けて集མを作ってき
た。田২え時期がക雨時に限定されるため、
地域共同体が形成された。それͧれの家に
は、Ҫ戸、἞み取りศ所、カマド、౯明、ാ
などがあり、共助と自助の力が育まれた。し
かし、明࣏以降は、近代化の中で都市に人口
が集中するようになり、自然とִ཭した人工
環境の中で、ライフラインや高速交通に依存
する高効率な社会を作ってきた。
　こういった中、ࡢ年、ࠓまでに経験しな
かった出来事が続いた。３年前から続く新型
コロナのײછに加え、ロシアのウクライナ侵
節外の໠暑によق、ނ明࣏用水の࿙水事、߈
る電力ひっഭ、通信ো害、安ഒ元総理ॐܸ事
件、急激なԁ安など、社会の根װが༳らぐよ
うな事ฑが続いた。高度に効率化した社会
は、様々なインフラ・ライフラインに依存し
ている。しかし、これらは相ޓに依存してお
り、一つのো害が他に連࠯し、޿く波及す
る。被害があるᮢ値を௒えると、社会は機能
不全にؕる。
　新型コロナによるパンデミックは、グロー
バル化したサプライチェーンを分断し、コン
テナ不足、൒導体不足などで、世界経済に大
打ܸを与えた。ロシアのウクライナ侵߈によ
り、৯料・石༉・天然ガスが不足して価֨が
高ಅし、世界的なインフレを起こした。ま
た、Ѫ知県の矢作઒の明࣏用水಄ट工の࿙水

名ݹ屋大学名༪教授 ෱࿨　৳෉

աڈの災ՒにֶͿେ災害΁のඋ͑
特 集 激甚化・頻発化する災害に備える
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特集　激甚化・頻発化する災害に備える

では、田২え時期の೶業に加え、੡造業や発
電にも影響を与えた。大規模工場や石୸Ր力
発電所にとって欠かせない工業用水が、೶業
用水の明࣏用水から分ذして取水していたか
らである。幸い、事業者の自助౒力で、水の
備蓄やҪ戸などを備えていたため、大事には
らなかった。矢作઒は国交省、಄ट工は೶ࢸ
水省、明࣏用水は明࣏用水土地改良۠、工水
は経産省とѪ知県ا業ி、上水はް労省と市
町ଜなどと所管が分かれている。平時には分
業による部分最適化が効率的だが、非常時に
は組৫間の連携が必要である。
　電力ひっഭは、ق節外の໠暑と電力の自由
化、再生可能エネルΪーの利用、ウクライナ
侵߈に伴う೩料高ಅなどが相まって起きた。
通信ো害は、ݹいマニュアルを使った単७な
ミスに原因があったようだが、ࠣ細なミスが
全体に波及した。緊急時の連絡やコネクテッ
ドカーなどにも影響が出たようだ。この事態
を受け、携ଳ電話会社間のローミングの必要
性などの議論が始まった。かつてと異なり、
高度に効率化した社会では、相ޓ依存度が高
まり、一つのো害が他に連࠯し、あるᮢ値を
௒えると取り返しのつかない事態となる。大
災害が発生すると、これらが連࠯的に起き、
ྺ࢙が転換するような事態にもなる。
田ಪ඙が天災と国防に記した「その災Ւࣉ　
を起こさせたもとの起こりは天然に反抗する
人間の細工であると言っても不当ではないは
ずである。災害の運動エネルΪーとなるべき
位置エネルΪーを蓄積させ、いやが上にも災
害を大きくするように౒力しているものはた
れあΖう文明人そのものなのである。もう一
つ文明の進歩のために生じた対自然関係の著
しい変化がある。それは人間のஂ体、なかん
ずくいわゆる国家あるいは国⺠と称するもの

の有機的結合が進化し、その内部機構の分化
が著しく進展して来たために、その有機ܥの
ある一部の損害がܥ全体に対してはなはだし
く有害な影響を及ぼす可能性が多くなり、時
には一小部分の傷害が全ܥ統に致໋的となり
うるڪれがあるようになったということであ
る。」の警۟を๨れないでおきたい。
　パンデミックによる൒導体不足や海運の停
滞、ウクライナ侵߈による৯料・石༉・天然
ガスの不足などは、全世界に波及し、日本で
は急激なԁ安が進んだ。一方で、社会活動の
抑制や、ワクチンや࣏療ༀの開発、国際ڠ調
による৯料や೩料の融通など、自助と共助
で緊急事態を྇いでいる様子もӐえる。電力
や通信に頼り切った現代社会では、大災害時
には、様々な不具合が連࠯して、新たな災害
を生み出す。被害を最小化するには、社会
を構成する組৫が平時から連携し、着؟大局
着手小局の態度で、全体最適化を図る必要が
ある。

２．աڈの災Ւとਓྨのྺ࢙
　最近、ビッグヒストリーという学際研究が
注目されている。138ԯ年前のビッグバンか
らの地ٿのྺ࢙を、学問分野を௒えてつなぎ
合わせたものである。これを参考に、ビッグ
バン以降の時間と、Ӊ஦から਎近な世界まで
の空間の޿がりを၆ᛌした時空間図を図１に
示す。ଠཅܥの஀生と共に生まれた地ٿの46
ԯ年のྺ࢙と比べ、数十ສ年しかないホモサ
ピエンスのྺ࢙は一ॠである。生物のઈ໓に
もつながる௒大཮の分྾、全ٿౚ結、ᯁ石ি
ಥ、地࣓気の逆転、ഁ局෾Րなど、再来期間
が１ສ年を௒えるような災Ւは、ఘめるしか
ない災害のようにײじる

4
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特集　激甚化・頻発化する災害に備える

　一方で、海ߔ型の௒ڊ大地震や活断૚の地
震はઍ年前後、M̔クラスのڊ大地震や෋士
෾Րは数十年から数ඦ年、パンデミックはࢁ
数十年に一度、୆風や߽雨は毎年のように起
きる。有࢙以来何度も経験してきた災害から
は社会を安ೡに保つ必要がある。過去のྺ࢙
をඥ解くと、地震とՐࢁ෾Ր、大規模෾Րと
気候変動、飢ᰳやӸපなど、災害が連࠯する
と人類のྺ࢙に大きな影響を与えてきたこと
に気づく。そこで、日本࢙・世界࢙と災Ւの
ྺ࢙を表１に一ཡしてみた。
　表をじっくり見ると、災Ւによって人類の
ྺ࢙が作られてきたようにײじる。14世ل൒
ば、モンゴルఇ国の大交流時代に中国で発生
したペストがԤभに౉り、多くのԤभ人が໋
をམとしてルネサンスがժ生えた。16世لに
は、大ߤ海時代にԤभの天然౱が中南ถに移
り、アステカ文明・インカ文明の໓๢につな
がった。1665年には、ロンドンでのペストの

流行がཌ年のロンドン大Րで収まり、その後
のロンドン再生がイΪリスの興ོにつながっ
た。18世لには、リスボン地震によってポル
トガルがਰ退し、アイルランドのラキՐࢁ෾
Րによる飢ᰳがフランス革໋につながった。
最近では、1918年〜20年のスペイン風अの流
行により全世界で４ઍສ人を௒える٘ਜ਼者が
出て、第一次世界大戦が早期終結している。
　自然災害の多い日本では、災Ւがྺ࢙に与
えた影響はさらに大きい。明࣏政府がฤࢊし
たݹ事類ԓに記された改元理由を調べた結
果、日本は645年の大化以降、248の元号を
持っているが、その໿൒数はڟ事の影響を断
ち切るための災異改元だった。ちなみに、明
࣏以降は、代始改元に限られているが、ߐ戸
以前には、঵ਸ਼改元、災異改元、革年改元も
含め４種類の改元があった。
　災異改元に関わる災Ւには、地震、ׯば
つ、風水害、飢ᰳ、大Ր、Ӹප、ฌཚなどが

  図１ɹϏοάόンҎ߱のۭ࣌ؒの޿がりと災Ւのִ࣌ؒؒɺֶ໰෼໺
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ද１ɹ೔ຊとੈքのྺ࢙ɺ地震のྺ࢙ɺそのଞ災害のྺ࢙
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ある。災異改元による元号名と改元に関係し
た災害の一ཡを表２に示す。改元名に「長」
「Ӭ」「安」の׽字が多く使われていること
から、長期の安ೡを求めての改元であったこ
とが推࡯される。また、改元には複数の災害
が原因していること、時代によって災異の種
類に変化があること、地震による改元は時代
によらず一定数あることが分かる。
　900年〜1400年代はӸපによる改元が多
い。小ණ期などの気候変動によってׯばつや
ྫྷ害、風水害が発生し、それによって೶作物
がڟ作になって飢ᰳが起き、その結果、Ӹප
が発生し、社会がࠞཚしてฌཚが生じると
いった関係がみられる。一方、ߐ戸時代にな

ると、家屋密集が原因の大Րによる改元が多
くを઎める。
　地震に関わる改元には、南海トラフ地震で
は1096年Ӭ長東海地震、1099年康和南海地
震、1361年正平・康安地震、1854年安政東
海・南海地震が、関東地震では1293年Ӭਔ関
東地震と1703年元࿣地震が、内཮直下の地震
では1596年ܚ長෬見地震などがある。とく
に、90〜150年の間ִで発生してきた南海ト
ラフ地震前後には、੢日本޿域で内཮直下の
地震も頻発するため、ྺ࢙の転機となってき
た。３回前の1707年ๅӬ地震は、元࿣地震の
４年後に発生し、ཌ日に෋士ٶ地震、49日後
に෋士ࢁのๅӬ෾Ր、ཌ年にژ都の大Րが起

ද２ɹ災ҟվ元による元߸とؔ܎する災害のҰཡ
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きた。その後、正ಙの࣏やڗ保の改革が行わ
れた。２回前は、1853年のࠇધ来ߤ直前に小
田原地震が起き、ཌ年の伊լ上野地震に続い
て、12月に安政東海地震と南海地震が໿30時
間の時間をおいて続発した。さらにཌ年には
ඈଭの地震と安政ߐ戸地震、ཌ々年に安政ߐ
戸暴風雨、1858年にඈӽ地震とコレラの流行
があり、Ҫ伊直ඝが大࿝にब任し、安政の大
った。前回の昭和の地震前後についてࢸにࠈ
は後述するが、終戦前後に２年の時間ࠩで東
南海地震と南海地震が続発した。
　また、500年に一度程度、様々な災害が重
なる時期があるようにײじられる。津波ଯ積
物調査などから、東๺地方ଠ平洋ԭでは、
500年程度の間ִでM９クラスの௒ڊ大地震
が起きたと考えられている。過去３回の地震
の候ิは、869年ః観地震、1454年ڗಙ地
震、2011年東๺地方ଠ平洋ԭ地震である。ః
観地震前後には、863年Ӹපのຮ延、864年෋
士ࢁのః観෾Ր、868年೻磨国の地震、878年
武ଂ・相模の地震（相模トラフԊいの地震の
可能性もある）、887年ਔ和地震（南海トラフ
地震）などが起きている。ڗಙ地震後には、
1459年長࿣・׮正飢ᰳ、1495年明応関東地
震、1498年明応地震、1511年෋士ࢁӬ正෾Ր
が起きた。南海トラフ地震や関東の地震、෋
士ࢁ෾Ր、Ӹපや飢ᰳなどが重なり、大きな
時代の転換期になった。現代も、東日本大震
災や新型コロナՒが起き、南海トラフ地震や
ट都直下地震、෋士ࢁの෾Րなどが心配され
ている。科学的ではないが、気にはなる。

３�．໌࣏Ҏ߱のࣗવ災害と๷災ɾ減災の࢓૊
みͮ͘Γ

　日本のྺ࢙上、最もۤ難の時代だったの
は、ଠ平洋戦争の終戦前後だったとײじる。

大正デモクラシーの時代が୹期間で戦争へと
進んだഎ景には、災Ւの続発があったように
、じる。明࣏になって文明開化がՖ開きײ
1889年には大日本ఇ国ݑ法が制定され、東海
道線も全通した。この年に明࣏熊本地震が発
生し、ཌ々年の1891年ೱඌ地震が起きた。過
去最大規模の内཮直下の地震で̓ઍ人を௒す
٘ਜ਼者を出し、੢洋から導入された近代建築
が大きな被害を受けた。地震後、文部省に震
災予防調査会が設置され、地震学と଱震工学
の研究が本֨化した。1894年に日ਗ਼戦争が始
まり、同年に明࣏東ژ地震、ঙ内地震が発生
した。1896年には２ສ人を௒す٘ਜ਼者を出す
明࣏ࡾ཮地震と཮Ӌ地震が発生した。
　1904年に日露戦争が始まり、1905年に日本
海海戦に勝利する。その５日後にޖの旧海܉
工ყがܳ予地震によって大きな被害を受け
た。海戦と地震の順が逆だったら、ྺ࢙が変
わったかもしれない。1906年にはサンフラン
シスコ地震が発生する。地震調査を行ったࠤ
野利ثは、RC造建築の଱震性の高さを実ײ
し、1915年に学位論文「家屋଱震構造論」を
まとめ、଱震設計の基ૅとなる震度法を提案
した。
　大正デモクラシーの時代となり、1914年に
第一次世界大戦が始まる。この年には、ࡩౡ
大正෾Րやઋ๺地震があった。1915年にはア
ルフレッド・ウェゲナーが大཮移動説を発表
する。1917年に東ژ࿷୆風による高潮災害が
あり、1918 -20年にスペイン風अが流行し、
国内で໿40ສ人が٘ਜ਼になる。そして1923年
に関東地震が起き、東ژや横඿を中心に10ສ
人強の٘ਜ਼者と国家予算の３ഒの経済被害を
出す。東ژでは۱田઒以東のԭ積低地でのՐ
災被害がਙ大であり、危険地への都市拡大に
よる人災の一面をײじる。東ژ市長時代に東
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をまとめた後藤新平は、ఇ都復興ߝ市政要ژ
計画を取りまとめ、現代の東ژの基盤を整
えた。さらに、1924年に市街地建築物法が改
正され、震度法を࠾用した଱震規定が加えら
れた。
　その後、1925年๺ୠഅ地震、1926年十勝ַ
෾Ր、1927年๺୮後地震、1930年๺伊౾地
震、1931年੢埼玉地震、1933年昭和ࡾ཮地
震、1934年വؗ大Ր、ࣨ戸୆風、1938年ࡕ神
大水害、1939年உࣛ地震、1943年ௗ取地震、
1944年東南海地震、1945年ࡾ河地震、ປ࡚୆
風、1946年南海地震、1947年൧田大Ր、カス
リーン୆風、1948年෱Ҫ地震などと、大災害
が続発した。
　⺠主的だった時代は܉国主義化し、戦争に
ಥ入する。ଠ平洋戦争のࢮ者は໿310ສ人で
あり、マラリアなどのײછ঱で多くがམ໋し
た。震災と戦災でߥഇした国土は、1950年の
ே઱戦争特धで再興した。そして、この年に
建築基準法が新たに制定された。
　戦後は、風水害が頻発した。カスリーン୆
風に加え、1948年アイオン୆風、1949年デラ
୆風、キティ୆風、1950年ジェーン୆風、

1951年ルース୆風、1953年੢日本水害、لभ
水害、昭和28年୆風第13号、1954年ಎ但丸୆
風、1958年ङ野઒୆風、1959年伊੎࿷୆風な
ど、ࢮ者ઍ人を௒す風水害を毎年のように経
験した。伊੎࿷୆風のਙ大な被害を受けて
1961年に災害対策基本法が制定され、その
後、精力的に࣏水対策が行われた。その結
果、伊੎࿷୆風以降、ࢮ者ઍ人を௒える風水
害はなく、この間に日本は高度成長を਱げ
た。ちなみに、昭和後൒の地震災害で最大の
٘ਜ਼者を出したのは1983年日本海中部地震の
104人だった。
　これに対し、平成の30年間には、ࡕ神・୶
路大震災や東日本大震災など、ਙ大な地震災
害が発生した。とくに੢日本内཮直下の地震
が頻発しており、南海トラフ地震の発生をݒ
念させる。また、2019年には、本भを直ܸし
た୆風として58年ぶりに名前がついた୆風が
２つ上཮した。
　図２に1945年以降の自然災害によるࢮ者数
の変ભを示す。風水害は、行政による࣏水対
策によって、1950年代には２ສ人を௒えてい
た٘ਜ਼者数が、60年代に໿4,500人、80年代

  

図２ɹ自વ災害による٘ਜ਼ऀの変ભ
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には２ઍ人弱、90年代には໿ઍ人に減じられ
た。これに対し、地震災害の٘ਜ਼者数はಥ出
している。これは、地震の場合、多くの被害
を⺠間建築物が઎め、対策が଱震化などの⺠
間の౒力にҕねられるからだと考えられる。

ࢹ代ࣾձのͻͣみを௚ݱ．４
　明࣏以降、一؏して大都市に人が集まり、
近年はट都一極集中が著しい。一般に、大都
市を襲う地震では被害がਙ大になる。平成
の30年間に、M7.3の内཮直下の地震が３
つ発生した。1995年ฌ庫県南部地震、2000年
ௗ取県੢部地震、2016年熊本地震である。最
大震度は̓、６強、̓であり、住家全յ数は
104 ,906౩、435౩、8,667౩、 直 接 ࢮ は ໿
5,500人、̌人、50人である。３県の人口は
໿550ສ人、໿55ສ人、໿170ສ人である。住
家被害のࠩは人口ࠩより大きく、ࢮ者のࠩは
さらに大きい。
　このഎ景には、都市のハザードの大きさ
と、建物の଱震性、同時被災者数の問題があ
る。大都市は、災害危険度の高い低地やٰྕ
地に޿がり、建物が高૚化・密集化してい
る。現行の଱震基準は、基本的に同等の建物
の༳れを想定して安全性を検証している。一
般にೈ弱な地盤や高い建物は༳れやすいの
で、ೈ弱地盤上の中૚建物は被害を受けやす
い。さらに、ライフラインや交通インフラへ
の依存度も高い。
　産業界も問題を๊えている。筆者がډ住す
る東海地域は、我が国ਵ一の産業中֩ڌ点で
ある。日本経済は੡造業に依存している。
2019年の੡造品出荷額は322ஹԁであり、都
道府県別では、Ѫ知県47 .9ஹԁ、神ಸ઒県
17 .7ஹԁ、੩Ԭ県17 .1ஹԁ、大ࡕ府16 .9ஹ
ԁ、ฌ庫県16 .2ஹԁと上位を઎める。東海４

県では81 .6ஹԁに及び、Ѫ知県の中でも自動
車産業が集中する੢ࡾ河地۠は27 .2ஹԁにも
上る。੢ࡾ河が被災すると全国の自動車部品
生産が滞ることになる。土木学会は、最大ク
ラスの南海トラフ地震が発生すると、20年間
で1410ஹԁの経済被害を生じると発表してい
るが、これが現実となる。
　੡造業の地震対策は్上にある。図３に示
すように、੡造には、建物・設備・技術者・
情報システムが必要だが、これらの地震対策
は決して十分とは言えない。個々の工場は、
部品・素材などの仕入れઌや、੡品のೲ品ઌ
がՔಇし、ライフラインと物流が健全である
ことがૢ業の前提になる。さらに、ै業員の
出勤には、公共交通機関に加え、保育園・学
校・෱ࢱ施設など地域社会の健全さが必要と
なる。
　੡造業に不可欠な電気と工業用水と೩料
は、図４のような相ޓ依存関係にあり、どれ
かが止まれば全てが止まる。さらに、これ
らの基盤を、道路やߓ࿷、情報通信が୲って
いる。これらには、様々な׭ி、都道府県、
市町ଜ、公ӹا業、⺠間ا業など、多くの組
৫が関わっており、現状把握が困難になって
いる。明࣏用水の࿙水事ނを教訓に、関係
組৫が連携してボトルネックを相ޓに認識
し、全体システムの安全性を向上させる必要
がある。
　例えば自動車産業は、図５のようなサプラ
イチェーンを構成している。３ສ点の部品を
੡造する３ສ社のا業の全てが事業ܧ続し、
発注情報を流す情報通信、部品や完成車を運
ൖする物流が健全で、全ての工場につながる
ライフラインが健全である必要がある。さら
にߓ࿷や海運が無ければ海外の工場が停止し
完成車の輸出もできない。

10
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　しかし、ハード対策は༨り進んでいない。
近年、自࣏体から緊急輸送道路Ԋいのط存不
適֨建物の଱震਍断結果が公表されつつあ
る。これらの଱震਍断義務付け建物のうち଱
震性がある建物の割合は、東ژ都໿５割、大
府໿３割、Ѫ知県໿２割、というのが現状ࡕ
である。໾所が保有する防災ڌ点に比べ、⺠
間建物の対策の遅れが目立つ。また、ઌに述
べたように、水、電力、通信などの社会基盤
の脆弱さも露ఄしつつある。産業界の現状

は、社会機能の全体像を把握できておらず、
集ஂ的対策の必要性が認識されず、サプライ
チェーン対策が進んでいない状況と言える。
このため、大会社といえども設備のハード対
策が進んでおらず、とくに経営資源が不足す
る中小ا業の対応が大きく遅れている。中小
業強靱ا業対策については、2019年に中小ا
化法が作られて支援が始まったが、産業界全
体の対策は遅滞している。

  

図̏ɹ੡଄ۀのܧۀࣄଓのためのجຊߏ図 図̐ɹਫɺిؾɺ೩ྉの૬ޓґଘ

図̑ɹ自動ंۀ࢈のαϓϥΠνΣーン
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５�．ೆւτϥϑ஍਒の被害༷૬をΠϝー
ジしࠃ೉をճආ

　東๺地方ଠ平洋ԭ地震での被害様相は、原
発事ނをআいて、南海トラフ地震でも想定し
ていたものだった。津波による膨大なࢮ者、
Ԋ؛のエネルΪー施設やߓ࿷施設の被害、ٰ
ྕ地の宅地造成地の土࠭災害や旧河道や埋立
地の液状化、ため஑の堤防決յ、長周期地震
動による高૚ビルの༳れ、工場設備の被災、
天Ҫなどのམ下や家具転౗、大都市での帰宅
困難、電力不足による計画停電、ガソリン供
不足による物流や通信のো害、サプライڅ
チェーン（SC）に依存する੡造業の停止な
どである。震災でのਙ大な被害を受け減災の
大切さが認識された。しかし、震災から12年
が経ったが、高୆移転などの事前復興は進ま
ず、ट都一極集中は止まらない。ट都ݍでは
Ԋ؛低地に高૚ビルが建設され続けている。
通信、電力、都市ガスの自由化が進み、ライ
フラインا業の安全投資も難しい。少子高ྸ
化が進み、࠴務も増え、社会インフラ整備も
遅れており、国土強ਟ化、地方創生なども実
効性が十分ではない。
　そういった中、南海トラフ地震の発生が心
配されている。最大クラスの地震が発生する
と、最悪、ࢮ者32ສ３ઍ人、全յ家屋240ສ
౩、経済被害220ஹԁが想定されている。直
前予知は難しいとされているが、東๺地方ଠ
平洋ԭ地震では、地震発生にઌ立って、２月
にM５クラスの地震が多発し、スロースリッ
プも起きていた。２日前にはM7.3の前震が
発生し、スロースリップが続く中、M9.0の
௒ڊ大地震が発生した。当時は、スロース
リップを早期検知する観測体制は整っていな
かったため、地震前には明確な前ஹ現象は指
ఠされなかった。

　一方、南海トラフԊいでは海底の観測໢が
整備され、異常な観測データの検知ができつ
つある。このため、震源域で異常な現象が観
測された場合に、気象ிが南海トラフ地震ྟ
時情報を発する仕組みが作られた。ྟ時情報
には、調査中、ڊ大地震警ռ、ڊ大地震注
意、調査終了の４種類があり、東海地震と南
海地震のどちらかが単独発生した場合には、
ྟ時情報（ڊ大地震警ռ）が発表され、特別
な対応が行われることになった。本稿ではྟ
時情報の中਎については言及しないが、詳し
くは気象ிのホームページなどを参照された
い。現状は、地震発生の可能性が高まったこ
とは指ఠできても、地震がいつどこで起きる
かは分からない。ྟ時情報発表時には໋をक
ることを༏ઌしつつ社会機能を維持し、ઌ発
地震の被災地支援に全力を挙げつつ、後発地
震に備えることになる。
　ྟ時情報に関しては、発表の仕方や報道の
在り方、海外への情報提供、地震保険、海外
からの大型ધの対応、ધഫの出ધ係ཹ、危険
作業やエレベーターの対応、土࠭災害警ռ地
域や未଱震建築物への対応、社会インフラの
安全性の事前開示、防災ڌ点や医療・෱ࢱ・
教育機関の機能維持など課題は多い。ઌ発地
震で大きな被害を受ければ、後発地震を前に
ҝସやג価の変動もݒ念される。ಥ発地震を
前提とした事前対策が؊心だと言える。
　以上のことを勘案すると、南海トラフ地震
前後には、社会の様相は下記のようになる
と想像される。想定外の事態を避けるため、
事前に様々なシナリオを考え、対策を行い
たい。
① 　地震発生の仕方に多様性がある。੢日本

の地震活動が活発になり、෋士ࢁ෾Րもあ
り得る。
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② 　ྟ時情報発表時、海外の見方によって
は、大型ધの入ߓ、ҝସ・ג価への影響が
。念されるݒ

ᶅ 　震源域が཮域に及ぶため޿域に強い༳れ
が襲い、続いて高い津波が早く౸達する。

ᶆ 　強い༳れでの家屋౗յと津波によって、
大量のࢮ者・負傷者が発生する。

ᶇ 　強い༳れで堤防がഁ堤し海ൈθロメート
ル地ଳが長期୷水する。

ᶈ 　各地で大規模土่࠭れが発生し道路・鉄
路ด࠹が起き、ݽ立やԃ止ބなどが生じ
る。

ᶉ 　長周期地震動により、௒高૚建物やタン
クなどが被災する。

ᶊ 　ফ防力不足と道路ด࠹で、木造密集地域
でՐ災が発生し、大規模に延ম拡大する。

ᶋ 　タグボート不足で停ധધの津波避難が遅
れ、༉や積荷が流出する。

ᶌ 　࿷؛の重要施設が被災し、電力、ガス、
೩料が不足する。その連࠯で水の供څも滞
る

ᶍ 　ᔱᕕધの不足でߤ路啓かいに時間を要
し、࿷؛のエネルΪー施設の再開が遅れ
る。

ᶎ 　物流్ઈ、ライフライン停止、SCഁ୼、
復旧資源不足などで、産業が深ࠁな被害を
受ける。

ᶏ 　多くの災害ڌ点ප院が津波・液状化で機
能をࣦい、物流్ઈで医療SCもഁ୼する。

ᶐ 　医・৯・住の不足、נ᛽処理遅滞、衛生
環境悪化で、ײછ঱も含め大量の関連ࢮが
発生する。

ᶑ 　復旧期間の長期化により、風水害との複
合災害が発生する。

Γ方を考͑ɺ஍Ҭओମのެຽࡏのࠃ．�６
࿈ܞͰ਒災を৐Γӽ͑る

　世界では、気候変動と人口増で৯ྐ難など
がݒ念されている。ウクライナ侵߈によって
೩料不足の問題も発生した。一方で、カーボ
ンニュートラル（CN）やデジタルトランス
フォーメーション（DX）がڣばれ、コロナ
の終息後はै来とは異なる世界が予想され
る。そんな中、日本は国難ともいえる南海ト
ラフ地震などの自然災害とも向き合う必要が
ある。被害規模はਙ大で、公の力には限界が
ある。縦割りを打ഁし、地域ごとに׭⺠が連
携して対処することが不可欠である。縦割り
を打ഁし、集ஂ的に事前対策を進めるしか
ない。
　対策の基本は、ଙ子の֨言「൴を知りݾを
知ればඦ戦ຆうからず」にある。災害を正し
くҞれ、社会の災害ප૥を検知し早期に࣏༊
すれば、災害を未然に防ぐことができる。見
たくないことを直視して、組৫の֞根をӽえ
て本Իをޠりあい、問題の本質を見ൈき、本
気で対策を講じる必要がある。
　地震被害の主因は⺠間建物の被災にある。
行政による࣏水対策が効果的な水害とは異な
り、地震では、⺠主体の事前対策が基本にな
る。長期的課題ではあるが、危険度の高い住
宅地や工場ஂ地、災害ڌ点ප院などを危険度
の低い場所に移転させると共に、同時被災を
避けた産業再配置などの機能分ࢄが必要であ
る。また、⺠間建物の଱震化をൈ本的に強化
する必要がある。
　社会の基盤を支えるインフラやライフライ
ンの強化も必要である。ESG投資などを活用
し、⺠間資金も取り入れて対策すべきであ
る。࿝ٺ化施設の଱震強化に加え、バイパス
や代ସ手段の確保も必要である。水で言え

13
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ば、流域間の融通や上水・工水・೶水間の融
通が、電気で言えば再生可能エネルΪーや蓄
電஑、EVの活用が、通信で言えば通信会社
間でのローミングなどを進めたい。
　南海トラフ地震では、被害量に比べ対応資
源がѹ౗的に不足する。限られた資源で被害
波及を最小化し早期回復するために、DXを
活用する必要がある。災害後の支援の仕組み
も事前に作っておくべきである。対口支援の
自࣏体を予め決め、震災前から人事交流を図
り、相ޓに復興戦ུを共有しておけば、早期
回復が可能となる。さらに災害後には、被災
地外の建設事業を止め、被災地復興に集中
し、限られた建設資源を活用すべきである。
災害後に復興計画を作っているようでは復興
が遅れる。震災前に国土レベルの復興計画
を作っておく必要がある。災害復興は、未来
につながる国土作りの޷機でもある。南海ト
ラフ地震後のよりよい復興が日本の将来を決
する。
　「ҝせば成る、ҝさねば成ら͵何事も、成
ら͵は人のҝさ͵なりけり」（上ਿୋࢁ）と
言う。以前にはເだったスマートフォン、
IoT、クラウドコンピューティング、ଠཅޫ
発電、蓄電஑、電気自動車などが普及し、自
動運転なども実現しつつある。コネクテッド
カー౥載センサーなどのビッグデータの災害
時活用も想定される。防災・減災を新たな௅
戦の機会とଊえたい。持続発展する未来社
会を実現できれば、「災い転じて෱となす」
ことができる。あかるく、たのしく、まえむ
きに、あ・た・まを使っていってはどうだΖ
うか。
　災害が多い国だからこそ新たな発想の防災
産業を育成できる。最近増加している関係人
口の力もआりて、各地に防災・減災のシンク

タンクを作り、地域主体での産׭学連携を促
し、地域ا業のコレクティブ・インパクトに
よって、特௃ある地域の未来を୓いていって
はどうだΖうか。デジタル社会は東ژ一極集
中をੋ正し、地域を活性化する。カーボン
ニュートラルは防災減災と表ཪの関係にもあ
る。持続発展可能な日本社会を作り、次世
代に豊かな日本を引きܧぐ޷機ではないだΖ
うか。
　そのために、着؟大局着手小局の態度で足
元から実ફしたいと考えている。筆者も田ാ
に囲まれた田ࣷの集མにډ住し、テレワーク
で健康生活を送りつつ、小さなാ、４つの電
஑とҪ戸を整備し、自立住宅化を進めてお
り、大地震でライフラインが్ઈしても਌類
やྡ近所の໾に立つように準備をしている。
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１．はじめに
　最近、雨の降り方や雨の量が変わってきて
いるのではないか、ということをײじる機会
が増えているかもしれない。日本および世界
の気候変動の長期変動を分析した報告̍ʣに
よると、1901〜2021年という長期間の܏向と
して、日降水量が100ᶱ以上や200ᶱ以上と
いった大雨の発生頻度（年間の発生日数）は
有意に増加している。また、１時間雨量と
いったより୹期の雨の降り方（降水強度）に
ついても、１時間あたり50ᶱや80ᶱといった
基準を௒える強雨の頻度が増大していること
が示されている。時間雨量50ᶱや80ᶱの雨と
は、気象ிの予報では、「非常に激しい雨」
や「໠྽な雨」と表現されるような災害発生
の危険性の高い߽雨である。このように、実
際の過去のデータから、長期܏向として、災
害リスクの高い大雨の頻度が増大しているの
である。
　こういった雨の変化に呼応するかのよう
に、߽雨災害が激ਙ化しているようにײじ
る。気象ிでは、ݦ著な災害を引き起こした
自然現象にݻ有名ࢺを付けて呼称することと
している。ྺ࢙的な事象で言えば、気象現象
としては1959年の「伊੎࿷୆風」、地震現象
としては1960年の「チリ地震津波」が挙げら
れる。こういった名称が付与された気象現象
は、最近５年程度では、平成29年̓月۝भ๺
部߽雨、平成30年̓月߽雨（いわゆる੢日本

߽雨）、ྩ和元年๪総൒ౡ୆風（୆風15号）、
ྩ和元年東日本୆風（୆風19号）、ྩ和２年
̓月߽雨が発生している。こういった名称が
付与されていない事象でも、2018年୆風21号
による強風災害、ྩ和３年̓月の熱海での土
石流災害や̔月の全国的な߽雨、ྩ和４年̔
月の๺日本から๺཮地方での߽雨など、極端
な気象現象による風水害が発生している。
　こういった激ਙ化するように見える気象災
害は、将来の地ٿԹஆ化が進行した場合には
どのようになるのか、また、どういったこと
を想定して気象災害に備えていかなければい
けないのか、ということが現実的な課題に
なっている。ここでは、地ٿԹஆ化という将
来の気候変動の影響により、極端な気象現象
がどうなっていくのか、またそれによるハ
ザードにはどのように対処していくべきなの
か、といった点について述べる。

৅災害の࣮ଶؾのۙ࠷．２
　１節で言及した通り、最近はݻ有名ࢺが付
与された事象を含めて、極端な気象災害が
頻発しているように思われる。とりわけ、
2018年୆風21号による災害は、１ஹԁを௒え
る保険金支෷額を記録している被害が発生し
た̎ʣ。この保険金支෷額の記録は、過去の風
水害被害記録のうち第１位のものである。風
水害被害による保険金支෷額の第２位の記録
がྩ和元年東日本୆風で、2018年୆風21号の

都大学防災研究所教授ژ ஛ݟ　哲໵

৅のม化とؾ୺ۃมಈによるީؾ
ϋβーυධ価
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支෷額の൒分程度であり、୆風21号の被害が
いかに激しいものであったかが分かる。
　保険金支෷額というのは、損害保険制度に
も依存するため、被害の状況をଊえる上では
一面的なものである。そこで、自然災害によ
る公共土木施設・೶林水産業関係・文教施設
関係・ް生施設関係など施設関係全般への被
害という側面で見てみる。防災白書の昭和56
（1981）年以降の統計̏ʣによると、昭和຤
期から平成前൒にかけてこれら施設関係への
被害額が低減しているものの、平成20年代以
降はঃ々に増加しているように見える（図
１）。施設関係への被害という面で見ても、
最近の被害が増大しつつあると言える。ྩ和
元年には、๪総൒ౡ୆風や東日本୆風による
風水害がݦ著であり、୆風による被害額は
8369ԯԁ、߽雨による被害額は815ԯԁに達
した̐ʣ。ྩ和２年には、୆風による被害が
316ԯԁ、߽雨による被害が5335ԯԁであっ
た̏ʣ。このように、保険金支෷額で見ても、
施設被害額で見ても、最近の気象災害の影響
は激ਙ化していることが強くݒ念される。
　気象防災の第一の目標は、٘ਜ਼者数をθロ

とすることである。では、気象災害による٘
ਜ਼者の数は、減少܏向にあるだΖうか。図２
は、防災白書の統計̏ʣによる気象災害によ
るࢮ者・行方不明者数の平成５（1993）年以
降の年毎の推移を示したものである。ここで
気象災害とは、風水害とઇ害の合計のことを
意味している。この年毎の推移を見ると、い
くつかピークがあるのが分かる。これらの
ピークは、平成16（2004）年は上཮した୆風
が観測࢙上ྺ代１位の年間10個に達したこ
と、平成23（2011）年は୆風12号によりل伊
൒ౡで記録的な大雨が発生したこと、平成26
（2014）年は̔月に全国的に大雨となり޿ౡ
で土࠭災害が発生したこと、平成30（2018）
年は੢日本߽雨や୆風21号が発生したことな
どに対応している。こういった特異な事象が
あるのを考慮しても、この໿30年間で気象災
害の٘ਜ਼者の数が減っているとは言い難い。
むしΖ、逆に増えているようなஹしも見てと
れるのである。
　ここまで述べた通り、過去の実績として、
長期的に大雨の頻度が増加܏向にあること、
そして近年の人的・物的被害が決して減少܏

図１ɹত࿨5�（����）年からྩ࿨２（2020）年のࢪઃؔ܎౳ඃ害ֹ（୯Ґ：�0ԯԁ）ɽ防災നॻ̏）より作図
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向にあるわけではないことを考えると、将来
の地ٿԹஆ化によって極端気象がより強大化
することで、気象災害はより激ਙ化するので
はないかと容易に想像できる。次節以降で
は、最近の極端気象の特௃および気候変動に
よる極端気象の影響について述べる。さら
に、将来はどのような気象ハザードに備える
べきかについて論じる。

３�．ۙ೥のۃ୺ؾ৅とͦのީؾมಈӨڹ
のධ価

�.�ɹฏ੒�0೥݄߽̓Ӎ
　２節で示した図２より、最近の30年間にお
いて最も٘ਜ਼者の数が多かったのは平成30
（2018）年である。この年には、੢日本߽
雨、୆風21号といった極端な߽雨・୆風が発
生し、社会に大きな影響を及ぼした。特に੢
日本߽雨では、271名̏ʣものࢮ者・行方不明
者があった。本節では、この੢日本߽雨を中
心に、気象状況の特௃と気候変動の影響につ
いて分かっていることを概説する。
　2018年੢日本߽雨の໿１年前には、۝भ๺
部で߽雨が発生（平成29年̓月۝भ๺部߽

雨）し、۝भ๺部で大きな災害が生じた。こ
の۝भ๺部߽雨では、積ཚӢが線状に組৫化
したメソ対流ܥが停滞し、長時間持続したこ
とで、６時間以上にもわたって߽雨が発生し
たことで災害にࢸった̑ɼ̒ ʣ。۝भ๺部߽雨
は、線状降水ଳが形成された事例であり、社
会的にも大きな影響を与えた災害として、ࠓ
後も記Աされるべき事象である。図３は、۝
भ๺部߽雨と੢日本߽雨の際の総雨量の分෍
を示す̓ʣ。それͧれの߽雨の雨の降り方のҧ
いがよく分かる。۝भ๺部߽雨では大雨の発
生地域は۝भ๺部を中心とした限られた範囲
であったのに対し、੢日本߽雨では日本全国
の޿域で߽雨が発生して多数の気象観測地点
で長時間の降水の記録が更新されたことが特
異であった̔ʣ。
　ある特定の場所で降る雨の総量は、
（総雨量）＝（雨のܧ続時間）×（雨の強さ）
であるため、୹時間の雨の強さがどんなに強
くても、雨がある程度の時間間ִでܧ続しな
ければ、੢日本߽雨のような600ᶱ、800ᶱ、
さらには1000ᶱを௒えるような大雨にならな
い。では、なぜ、長時間も持続する集中߽雨

図２ɹؾ৅災害（෩ਫ害およͼઇ害）による年ؒのऀࢮɾํߦෆ໌ऀ਺ɽ防災നॻ̏）より作図
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のような大雨が発生したのだΖうか。その理
由の一つは、޿域（総観規模）で長時間にわ
たって同じような気象場が持続し、ക雨前線
が停滞したことである。場自体の停滞性とい
う必要条件がຬたされた状況であった。そし
て、その޿域の場において、極めて大量の水
ৠ気量を含む気流が東シナ海上をଳ状に東進
して、੢日本に流入した̕ʣ。また、この気流
は、対流ݍの下૚から上૚にかけて相対࣪
度が極めて高く、降水Ӣが発生しやすい状況
を੢日本から中部地方の各地に生み出してい

た��ʣ。
　大気中に含まれる水ৠ気量が多ければ多い
ほど、地上に降る雨の量も増えることにな
る。そのため、大気中に含まれる水ৠ気量を
単位面積あたりの上空の水ৠ気の総量でධ価
すると、ࠓ回の߽雨の特異性もよく分かる。
過去の停滞性降水ܥを対象とした統計��ʣに
よれば，単位面積あたりの水ৠ気総量は、60
ミリ程度が最も高頻度で出現し、70ミリを௒
えた場合はかなり頻度が少なく、80ミリを௒
えるのは極めてكであることがわかってい

図̏ɹฏ成2�年݄̓۝भ๺部߽Ӎ（上）およͼฏ成30年݄߽̓Ӎ（下）の際のҰिؒの૯Ӎྔ̓）ɽ
�5Ie AutIor	s
 202�� CC #: 4�0
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る。この統計に比べると、੢日本߽雨では、
̓月５〜̓日の３日間で平均して60ミリを௒
え、最も多い場所では70ミリを௒えて80ミリ
程度にまで達する極めて大きな数値を示して
いた。
　このように大量の水ৠ気が大気中に含まれ
るのは、大気の相対࣪度が極めて高いことが
条件の一つである。この条件自体は、ക雨
期、特にക雨期຤期にはしばしば見られる。
したがって、高࣪度の条件そのものは特異
だったというわけではない。一方、水ৠ気量
が多くなる状況は、相対࣪度が高くなるとき
のほか、気Թが高くなるときにもしばしば現
れる。気Թの高さは、ࠓ回の߽雨時の全般的
な気象状況が決めていると考えられるもの
の、より長期で進行する地ٿԹஆ化の影響も
無視することはできないであΖう。
　このように水ৠ気が豊෋で多࣪な気流に
よって、੢日本を中心に޿域で停滞性の降水
Ӣが発生したのである。図４は、۝भ๺部߽
雨と੢日本߽雨の時に見られた停滞性降水ܥ
の発生分෍を示す̓ʣ。੢日本߽雨の場合に、
より޿域で停滞性降水ܥが発生していたこと
が分かる。੢日本߽雨では、こういった停滞

性降水ܥが同時多発的に੢日本から中部地方
を中心にして発生したことで、޿域で集中߽
雨による災害が発生したのである。
　図４では、۝भ๺部߽雨と੢日本߽雨とい
う二つの事例について停滞性降水ܥの出現分
෍を示した。̔年分に及ぶ気象レーダーの
データから多数のサンプルを収集して実施し
た統計的な解析��ʣによれば、ஆ候期（５〜
10月）において停滞性降水ܥの発生頻度が高
い地域は、中部地方内཮部、近ـ地方、中国
地方、࢛国地方、۝भ地方であることが分
かっている。言い換えると、これらの地域は
停滞性降水ܥが発生しやすい場所であると言
える。図４の分෍は、停滞性降水ܥやそれに
よる線状降水ଳが統計的に発生しやすい場所
に対応していることから、地域特性を考慮し
て停滞性降水ܥによる大雨に備えることの重
要性を示ࠦしている。

�.�ɹۃ୺ؾ৅のީؾมಈӨڹධ価
　地ٿԹஆ化は、産業革໋以降の工業化や経
済活動の発展に伴い、確実に進行している。
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の
最新の第６次ධ価報告書で、過去の地ٿԹஆ

図̐ɹฏ成2�年݄̓۝भ๺部߽Ӎ（ࠨ）およͼฏ成30年݄߽̓Ӎ（ӈ）の際のఀ଺ੑ߱ਫܥのൃੜ෼෍̓）ɽ
�5Ie AutIor	s
 202�� CC #: 4�0
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化が人ҝ起源によるものだということが科学
的に確かであると結論付けられている。気象
ிの報告̍ʣでも、過去の地ٿԹஆ化の܏向
が観測データから示されており、世界の平均
気Թは100年あたりで0.73ˆの上ঢ、日本の
平均気Թは100年で1.28ˆの上ঢとなってい
る。2015年の国連気候変動枠組条໿క໿国会
議で࠾୒されたパリڠ定では、世界共通の長
期目標として気Թ上ঢの෯を２ˆ以内とし、
1.5ˆに抑える౒力を追求することが合意さ
れた。これらの気Թ上ঢは、産業革໋前の
1850年を基準としていることから、パリڠ定
を達成するためにࠓ後༨༟のあるঢԹ෯は限
られていることにཹ意すべきである。
　将来の地ٿԹஆ化がどこまで進むかは、ࠓ
後の社会経済活動がどうなっていくかという
見通しとともに、それに伴うԹࣨ効果ガスの
ഉ出がどうなっていくのかという気候シナリ
オに依存する。IPCCの第６次ධ価報告書で
は、いずれのシナリオであっても、2050年ࠒ
には最低でも1.5ˆのঢԹが予測されてい
る。その後のԹஆ化は、まさにࠓから将来に
わたるԹࣨ効果ガスഉ出量に依存するもの
の、カーボンニュートラル社会の実現をઌ送
りしてしまうと、後໭りできないほどにԹஆ
化が進行してしまう。そして、2030年ࠒまで
は気候シナリオによるҧいはあまりݦ在化し
ないと予測されていることから、Թஆ化対策
の効果はすぐに表れないことにもཹ意しなけ
ればならない。言い換えると、効果が可視化
されないからといって、2050年のカーボン
ニュートラルを実現するための具体的な対策
をઌ送りするのではなく、ࠓから直ちに着実
に対策を進めなければならないのである。
　将来のԹஆ化対策としては、パリڠ定をक
るため、ঢԹ෯を抑えるための技術開発や社

会経済システムの構築といった؇和策ととも
に、Թஆ化時に予想される気象の極端化や
風水害等への適応策とを両ྠとして進めるこ
とが大事である。そこで、極端な気象現象
のԹஆ化影響を定量的にධ価することが、気
候変動適応の計画づくりに欠かせない情報と
なる。
　気候変動影響をධ価するために、世界各国
で研究開発が進められている気候モデルによ
る大規模数値シミュレーションによる予測が
必要不可欠である。特に、社会・産業・経済
などへの災害による影響をධ価する上では、
2018年の੢日本߽雨や2018年୆風21号といっ
た激ਙな災害を引き起こした事象を最悪のシ
ナリオとして、それがԹஆ化によってどう変
化するのかを定量的にධ価することが大切で
ある。同時に、そういった極端な事象の再現
期間や発生確率をධ価することも重要であ
る。こういった気候変動影響ධ価のための気
候モデル予測データとして、「地ٿԹஆ化対
策に資するアンサンブル気候予測データベー
スdatabase for Policy Decision making for 
Future climate change（d4PDF）」 が 開 発
された��ʣ。100アンサンブル、総年数5000年
におよぶ気候モデル予測実験のデータが作成
され、確率的に低頻度で発生する極端な気象
現象の発生要因を定量的にධ価したり、予測
の不確実性の෯をධ価したり、工学的な設計
に求められるような再現期間や発生確率のධ
価に利用されたりしている��ʣ。
　d4PDFでは、過去（過去実験）と将来（将
来予測実験）の気候計算に加え、過去にԹஆ
化がなかった場合の自然状態の気候計算（非
Թஆ化実験）もなされている。そこで、過去
実験と非Թஆ化実験のデータを使えば、両者
のࠩから、過去のԹஆ化がなかった場合に極
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端な気象現象が起こりえたのか、換言すれ
ば、極端現象の原因はԹஆ化にあるのか、と
いったことを調べることが可能となる。
　d4PDFの過去実験と非Թஆ化実験のそれ
ͧれで大規模アンサンブルのデータが利用で
きるため、何らかの気象変数の確率分෍が得
られる。例えば、2018年の੢日本߽雨の直後
に全国で発生した໠暑が、過去のԹஆ化の影
響がどの程度寄与していたのかといったこと
を定量的に調べることが可能となる。そこ
で、໠暑の状況を表す指標として日本域で平
均した850hPa（高度໿1.5ᶳ）での気Թを用
いて、過去実験と非Թஆ化実験のそれͧれの
場合の850hPa気Թの確率密度分෍を示した
のが図５である��ʣ。再解析データJRA55によ
る2018年̓月の850hPa気Թを実際に生じた
໠暑の基準値とすれば、このJRA55の気Թ
を௒える確率は過去実験では19 .9％であるの
に対し、非Թஆ化実験では3.31×10ʵ̑％に
過ぎない。つまり、過去のԹஆ化がなければ
2018年̓月の໠暑は起こりえない、と言える

のである。
　このように、d4PDFの過去実験と非Թஆ
化実験、あるいは過去実験と将来実験とのࠩ
を調べることにより、特定の事象のԹஆ化影
響を定量的にධ価することが可能となる。図
５では、໠暑を調べていることから、気Թと
いう気象要素を対象としている。一方、降水
の場合には、局地的な効果が大きいことか
ら、積ཚӢなど降水Ӣをཅに表現できる解像
度へとダウンスέールする必要がある。特
に、降水Ӣの空間スέールが数ᶳ程度である
ことから、降水を定量的にධ価するためには
ྖ域気象モデルを用いた力学的ダウンスέー
ルが必ਢである。
　こういった考え方から、ݦ著な気象災害を
もたらした事象を「最悪シナリオ」として、
そのԹஆ化影響を調べる手法に関する研究が
発展してきた��ɼ��ɼ��ɼ��ɼ��ʣ。実際に起きたݦ著
な気象現象の気象場は、日々の天気予報に使
われる数値気象予報モデルによる出力値であ
る「解析値」や過去から現在までの気象状態

図̑ɹd4PDFデータを用͍て೔ຊҬでฏۉした�50IPBでのؾԹの֬཰ີ౓෼෍：աݧ࣮ڈ（փ৭࣮ઢ）と
ඇԹஆ化࣮ݧ（࣮ࠇઢ）�4）ɽ+RA55による20��年݄̓の৔߹を఺ઢでࣔすɽ
�5Ie AutIor（s）20��ɽCC #: 4�0
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を復元した「再解析値」といった֨子点上の
データ（GPV）により再現できる。また、
気候モデルシミュレーションによる現在気候
と将来気候のࠩ分から、気Թ・水ৠ気量・海
面水Թなど要素毎にԹஆ化の増分（Թஆ化ࠩ
分）が求められる。例えば、d4PDFの過去
実験と将来実験とのࠩ分を要素毎に求める。
このԹஆ化ࠩ分を実際の気象場に加算するこ
とで、ٖࣅ的にԹஆ化した気象場を作成する
ことができる。このԹஆ化気象場を初期条
件・境界条件としてྖ域気象モデルによるダ
ウンスέールを行うことで、仮想的にԹஆ化
した場合の極端気象による߽雨や強風の状況
を定量的にධ価することができる。例えば、
1959年の伊੎࿷୆風の気象場を再解析値から
復元し、それにԹஆ化ࠩ分を加算してダウン
スέールすることにより、仮に地ٿԹஆ化し
た状況で伊੎࿷୆風級の୆風が発生したらど
こまで強大化し、その風水害はどこまで激し
くなるのか、といった想定が可能となるの
である。この手法は、ٖࣅԹஆ化実験と呼
ばれる。ࠩ分データを過去実験と非Թஆ化実
験のࠩから算出すれば、ٖࣅ非Թஆ化実験と
なる。
　このٖࣅԹஆ化実験の手法を用いて、

RCP8 .5Թஆ化シナリオ（21世ل຤に世界の
平均気Թが໿４ˆ上ঢ）の場合に伊੎࿷୆風
がどのように変化するかを調べた��ʣ。表１に
その結果をまとめる。表１の結果を見ると、
まず再現実験では、観測値（気象ிベストト
ラックデータ）と比べて伊੎࿷୆風を良く再
現していることが分かる。ٖࣅԹஆ化実験か
ら、伊੎࿷୆風級のݦ著୆風は、最੝期でも
上཮時でも将来の୆風の強度は強まることが
分かる。また、海面水ԹのみをԹஆ化ࠩ分と
して加算した場合には、୆風の中心気ѹは最
੝期で860hPaを下回り、上཮時でも900hPa
を下回るという異常な強さとなる。この異常
な強さは、Թஆ化時の大気の安定化という抑
制効果がないため、最悪の場合にここまで発
達するという上限とみなすこともできる。Թ
ஆ化条件で୆風の強度が増すことによって、
風速の影響を強く受ける高潮・高波のリスク
は増大する。雨量も、木ીࡾ઒やཎ઒といっ
た流域ݍの空間規模でධ価すると、期間の総
雨量と最大時間雨量とはԹஆ化条件で増大す
る。ただし、ここでは経路がҧうことによる
影響は考慮していない。仮に୆風の強度が強
まったとしても、経路が変化すると、ある地
域で見た風水害ハザードは逆に弱まることも

ද１ɹҏ੎࿷୆෩のݧ࣮ݱ࠶およͼٖࣅԹஆ化࣮ݧ（P(W）による࠷੝ظと上཮࣌の୆෩ڧ౓ɽத৺
৅ؾで͸ɺւ໘ਫԹ（445）とݧԹஆ化࣮ࣅ大෩଎の୯Ґ͸そΕͧΕIPBとN�sɽٖ࠷ѹとؾ
৔（A5M）の૒ํをԹஆ化ࠩ෼とした৔߹（445�A5M）と445のΈをԹஆ化ࠩ෼とした৔߹
（445）のೋ௨りあるɽ上཮࣌と͸๺Ң33౓ઢをӽ͑た࣌として͍るɽ

時期 最੝期 上཮時

୆風強度 中心気ѹ 最大風速 中心気ѹ 最大風速

観測値 895 ʕ 929 ʕ

1959年再現 899 .5 r 909 .0 55 . 4 r 61 . 8 926 .2 r 932 .7 46 . 4 r 50 . 4

PGW
SST�ATM 879 .4 r 898 .1 64 . 6 r 66 . 5 912 .7 r 929 .5 49 . 8 r 55 . 1

SST 859 .7 r 876 .8 71 . 1 r 73 . 3 887 .8 r 892 .4 58 . 1 r 61 . 1
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ありえる。୆風災害を考える上で、地域で見
たときの୆風の最悪経路も考慮することが大
事である��ʣ。
　最近のݦ著な風水害である੢日本߽雨の場
合には、߽雨に及ぼすԹஆ化影響はどの程度
のものであΖうか。੢日本߽雨へのԹஆ化影
響をධ価した研究��ʣによれば、1980年以降
のԹஆ化܏向（６〜̔月の平均気Թは0.96ˆ
上ঢ）をআ去したٖࣅ非Թஆ化実験と実際の
再現実験とを比ֱすることで、੢日本߽雨の
雨量は໿̓％増加していることが分かった。
　この̓％という数字は、水と水ৠ気とが平
状態にあるときの水ৠ気ѹのԹ度依存性をߧ
与える関係に基づく。この関係は、一般に、
気体と液体とが平ߧ状態にある時のৠ気ѹが
Թ度によって変化する割合が体積変化やજ熱
によって決まるという関係式、クラウジウ
ス・クラペイロンの式によって与えられる。
クラウジウス・クラペイロンの式というの
は、水で言えば、中学校理科で学ぶ๞和水ৠ
気量ۂ線のことである。๞和水ৠ気量ۂ線
は、Թ度によって๞和水ৠ気量が増加する、
というものである。このۂ線の܏きは、Թ度
が高くなるとともにঃ々に大きくなるもの
の、ஆ候期の気Թの場合には１ˆ上がると๞
和水ৠ気量がおおむね̓％上がる、となって
いる。
　๞和水ৠ気量ۂ線は、水ৠ気量の関係で
あって、降水量と直結するわけではない。そ
うであっても、過去40年近くのԹஆ化܏向
（໿１ˆの上ঢ）によって੢日本߽雨の雨量
が໿̓％の割合で増加していたというධ価
は、๞和水ৠ気量ۂ線による見積もりがある
程度有効であることを示ࠦしている。
　一方で、気Թが上ঢすれば๞和水ৠ気量が
増加するから、気Թが上ঢすればするほど加

速的に降水量も増加する、というほど物事は
単७ではない。水ৠ気がڽ結してӢになり、
Ӣの内部でӢ水や雨水が形成され、地上に雨
が降る、という過程において、様々な物理
機構が関与しているからである。こういった
複雑な物理があるとは言うものの、降水量
の気Թへの依存性についての規則性を見出す
ことができれば、Թஆ化影響ධ価には有用で
ある。
　2017年の۝भ๺部߽雨と2018年の੢日本߽
雨を対象としてŊ RCP8 .5Թஆ化シナリオに
よる将来予測実験と現在気候の再現実験との
Թஆ化ࠩ分からٖࣅԹஆ化実験を行い、降水
の気Թ依存性を調べた研究��ʣによれば、降
水強度がҧうとその気Թ依存性も異なること
が分かった。災害という立場からは、強い降
水の挙動が大事であることから、時間雨量50
ᶱ以上の激しい降水の場合で調べた結果、現
在の気候条件では気Թが22ˆに上るまではク
ラウジウス・クラペイロンの式にैい、ٖࣅ
Թஆ化条件では24ˆまではクラウジウス・ク
ラペイロンの式にैうことが分かった。しか
し、それ以上の気Թになると、気Թ上ঢに対
する降水強度の増加率は下がることが分かっ
た。図６は、時間雨量が１ᶱ以上・10ᶱ以
上・50ᶱ以上の各ᮢ値を௒える降水の強さが
気Թによってどのように変化するのかを表し
たものである。特に、ᮢ値毎のサンプルのう
ちの99パーセンタイル値について、再現実験
の場合とٖࣅԹஆ化実験の変化率を示してい
る。気Թが上がるほどクラウジウス・クラペ
イロンの式による上ঢ率からဃ཭していくこ
とが分かる。図から、降水強度にはピーク値
があることが分かり、現在気候条件では25ˆ
で１時間あたり໿140ᶱ、ٖࣅԹஆ化条件は
27ˆで１時間あたり໿160ᶱである。気Թが
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高Թになると、99パーセンタイル値という極
端降水の強さは弱まっていくことが分かる。
気Թに対して降水強度が増加܏向にある範囲
でධ価すると、降水強度は、現在気候条件で
は１ˆ上ঢにつき３％の増加、ٖࣅԹஆ化条
件では１ˆ上ঢにつき3.5％の増加と見積も
られる。こういった数値は、中༱のධ価とい
う位置づけとして参照されるであΖう。
　よく知られていることとして、Թஆ化気候
では、大気が安定化して積ཚӢの発達が全般
的には抑制される܏向にある、ということが
挙げられる。これは、気Թが上ঢすることで
水ৠ気量が増加するという積ཚӢ発達の促進
効果と相反するものである。Թஆ化した場合
に߽雨や୆風の強さがどのように変化するの
かについて理解するためには、こうした抑制
効果と促進効果という両者が絡み合って߽雨
や୆風の強さが決まっており、特に極端な現
象の場合には注意深くධ価することが必要不

可欠である。そのため、クラウジウス・クラ
ペイロンの式によるධ価は第一近ࣅ的な見積
りとしては有効であるものの、より詳細に
は、ྖ域気象モデルによるダウンスέール実
験といった精៛な手法でධ価することが๬ま
しい。
　2017年۝भ๺部߽雨や2018年੢日本߽雨を
対象としたٖࣅԹஆ化実験から得られた１ˆ
あたり３％ないし3.5％という極端降水の増
加率��ʣは、現在気候や将来気候といったそ
れͧれ同一の気候条件で見られる降水強度の
気Թ依存性を示したものである。一方、੢日
本߽雨のٖࣅ非Թஆ化実験で得られた１ˆあ
たり降水強度̓％増加��ʣというධ価がある。
こういった結果から、地ٿԹஆ化といった長
期の気候変動の影響はܶ的な変化を生み出す
可能性もあるということが示ࠦされる。
　近年のもう一つのݦ著な߽雨災害として、
2019年୆風19号による߽雨災害（ྩ和元年東

図̒ɹީؾࡏݱ（Present）およͼٖࣅԹஆ化ީؾ（Future）でのᮢ஋Ҏ上の߱ਫの��ύーηンタΠル஋のڧ
౓（NN�I）とؾԹとのؔ22܎
ɽΫϥ΢ジ΢εɾΫϥϖΠϩンのࣜによるؔ܎を఺ઢでࣔすɽ
�5Ie AutIor	s
 2020� CC #: 4�0
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日本୆風）がある。東日本୆風については、
Թஆ化実験によࣅ非Թஆ化実験およびٖࣅٖ
り気候変動影響がධ価されている。ٖࣅ非Թ
ஆ化実験による影響ධ価��ʣにおいては、再
解析値からのダウンスέールによる再現実
験、ならびにd4PDFの過去実験と非Թஆ化
実験とのࠩ分を再解析値から減じたٖࣅ非Թ
ஆ化実験とを実施した結果、産業革໋以降
（1850年以降）のԹஆ化܏向によって୆風の
強度が増して関東・ߕ信地方の雨量が10 .9％
増加していたことが分かった。この東日本୆
風では、極めて大量の水ৠ気量があったこと
が分かっており��ʣ、この水ৠ気量は地ٿԹஆ
化時に想定される量にඖఢしていた。ٖࣅ非
Թஆ化実験による分析と合わせると、産業革
໋以降のԹஆ化の影響が確実に表れていると
言えよう。
　一方、東日本୆風が将来のԹஆ化条件でど
のように変化するかについては、RCP8 .5シ
ナリオの将来気候を想定したٖࣅԹஆ化実験
によるධ価がなされている��ʣ。これによれ
ば、将来のԹஆ化で想定される降水量は、関
東地方で25％、東๺地方で30％増加するとさ
れている。このようにٖࣅ非Թஆ化実験では
1850年以降で１ˆ強の気Թ上ঢが想定された
結果として降水量が໿10％増加とされた一方
で、ٖࣅԹஆ化実験では将来の໿４ˆの気Թ
上ঢにより降水量が25〜30％増加とされたこ
とから、気Թ上ঢの෯が大きくなるほど降水
量が増加すると予測される。東日本୆風時に
は、これまでの日雨量の記録が更新された
（2019年10月12日にശ根で日雨量922 .5ᶱ）
ということを考えると、ここで঺介したよう
に、過去の人ҝ起源のԹஆ化や将来のԹஆ化
の影響を精៛にධ価することが、ࠓ後の気候
変動への対策を講じる上で極めて大切である

と言える。
　最近では、４ˆ上ঢのԹஆ化シナリオと
いった言わば最悪のԹஆ化状況のみならず、
２ˆ上ঢや1.5ˆ上ঢといったԹஆ化シナリ
オによる大規模アンサンブルデータの作成も
進んでいる。こういったデータセットを利用
すれば、気Թ上ঢ෯に対する߽雨や୆風の強
度や影響の変化を整理することが可能とな
る。これまでの研究から、２ˆ上ঢと４ˆ上
ঢとの間には、大きなΪャップがあるという
結果も示されている。2015年のパリڠ定に基
づく２ˆ上ঢや1.5ˆ上ঢによる気候予測と
その風水害予測は、４ˆ上ঢの予測ととも
に、気候変動に対する؇和と適応とを社会が
後実行していくための基盤情報となるであࠓ
Ζう。こういった異なるঢԹ時に想定される
極端気象と風水害のシナリオ作成という意味
で、1.5ˆ上ঢ、２ˆ上ঢ、４ˆ上ঢ時の気
候予測データは、ࠓ後ますます活用が進むで
あΖうし、活用していくべきである。

に向けてޙࠓ．４
　IPCCにより、将来予測される地ٿの気候
状態に係る科学的知見をまとめたධ価報告書
が1990年に最初に発表されてから、最新のධ
価報告書は第６次（2021年から順次発表）を
重ねている。ධ価報告書が更新されるごと
に、過去から現在の地ٿԹஆ化が人ҝ起源の
ものであることの確度が高まり、将来の社会
経済活動のシナリオに基づくԹஆ化予測がよ
り精៛となり、より信頼度の高い気候変動予
測の知見や情報が集໿されている。こういっ
た科学的知見の集積により、将来の地ٿԹஆ
化への対応が٤緊の課題であるとの認識が世
界各国で共有されるようになっている。日本
も、2050年にカーボンニュートラルを実現

25



2023 第34号　21世紀ひょうご

特集　激甚化・頻発化する災害に備える

するため、2030年度において、Թࣨ効果ガス
を2013年度比で46％࡟減することを目指し、
さらに50％࡟減に向けて௅戦する、として
いる。
　一方で、様々な気候シナリオによる気Թ上
ঢの将来予測結果によると、いずれのシナリ
オでも2050年には1.5ˆ程度の上ঢが見込ま
れている。2050年にカーボンニュートラルの
社会を実現したとしても、1.5ˆ上ঢの世界
が౸来することが予測されているのである。
຤のঢԹ෯はシナリオによって大きくل世ࠓ
異なることから、1.5ˆ上ঢが避けられえな
いとしても、Թࣨ効果ガスのഉ出抑制をする
౒力を止めるわけにはいかない。Թஆ化対策
をとらなければ最悪の気候状態が予測される
ことから、パリڠ定を९कするために全力を
挙げた౒力が必ਢなのは論を଴たない。
　3.2節で述べた通り、ࠓ世لの中葉には
1.5ˆないし２ˆ上ঢに達することを想定
し、気候変動適応を進めることは避けて通れ
ない。そのため、ঢԹシナリオ別の気候変動
影響を定量的にධ価することが必要不可欠で
ある。3.2節で述べたクラウジウス・クラペ
イロンの式（๞和水ৠ気量ۂ線を表す式）に
よれば、気Թが１ˆ上ঢすると大気中の水ৠ
気量は໿̓％増加し、増加した水ৠ気量が降
水に効率よく変換するとすれば、降水量もそ
れに応じて増加することになる。また、୆風
の強度も同程度に強まることが予想される。
したがって、1.5〜２ˆの上ঢにより、気象
ハザードは10〜15％程度強まると見積もられ
る。さらには、自然が持つ気象変動のゆらぎ
を考慮すれば、極端現象の強さは単७な見積
り以上に激ਙ化することもݒ念される。
　ྩ和元年東日本୆風では、地ٿԹஆ化時に
想定されるほどの水ৠ気量が大気中に存在し

ており、その結果として生じた降雨量もԹஆ
化時に予想されるようなものであったと言え
る。ٖࣅ非Թஆ化実験による研究からも、過
去のԹஆ化が東日本୆風時の߽雨の発生に影
響していたことが示されている。Թஆ化時に
は、このような量的な変化のみならず、同様
の現象の再現期間が୹くなるということも想
定される。したがって、最悪の事態に備える
のみならず、極端現象の頻度が高くなること
への備えも必要である。
　３節では、主に߽雨災害を対象として、最
近の߽雨の実態と気候変動の影響についてま
とめた。線状降水ଳや୆風による大雨の場合
には、雨域の空間スέールに応じて、影響の
表れる流域スέールが変わることにཹ意すべ
きである。雨域が局所的で数ᶳから10数ᶳの
範囲であれば、中小河઒での急な増水や氾
濫、ࢁ間部からの土࠭流出や流木、さらにܧ
続時間が長くなれば一級河઒への影響がঃ々
に表れることに注意が必要である。雨域が数
10ᶳ以上になると、一級河઒への影響が表れ

て
くる。
　また、河઒からの外水氾濫のみならず、内
水氾濫の危険性も十分に認識する必要があ
る。コンクリートやアスファルトに෴われた
都市の地表面は自然の地表面状態とは大きく
異なるため、市街地でのഉ水機能が悪い場合
には容易に内水氾濫にࢸる。また、市街地に
は、道路や鉄道の立体交ࠩによるアンダーパ
スや自然のඍ地形の名࢒としてのඍ小な標
高ࠩがあり、こういったඍ小な標高のҧいに
より浸水域が形成されることが多い。内水氾
濫やඍ地形により形成される浸水域に対す
る備えは、都市型の水災害を防ぐ上で大切で
ある。
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　ྩ和元年東日本୆風による関東地方の大都
市での浸水被害をؑみると、都市の開発が進
むにつれて、過去のඍ地形が大きく改変さ
れ、水のڴҖの記Աがফえつつあることも、
災害への備えという点で解決すべき課題だと
言える。都市の再開発においては、海؛や河
な景観としてଊえ޷といった水辺環境は良؛
られる܏向にある。こういった水辺環境を良
なものとଊえる見方は、ともすれば、水の޷
Җよりも水の਌しみやすさのほうに過৒にڴ
重きを置くことに繋がってしまう。個人のみ
ならず社会全体として水による災害のڪれを
過小ධ価してしまうことがあるとするなら
ば、再考すべきである。
　こういった防災上の観点を含めて、都市の
あり方を考えることはࠓ後重要視すべきこと
だと思われる。水災害のみならず風災害も含
めて気象災害に対して備えることは、時には
都市のշ適な景観や空間づくりと相反するこ
ともあるかもしれない。災害というのは、非
日常の出来事であり、日常生活の֮ײからか
け཭れているという意識があることが、災害
に対する備えの༏ઌ度を人々の意識から日常
的にはԕ͟けてしまうことに繋がっているの
であΖう。しかし、将来の気候変動の影響を
考えると、中長期的には防災意識を日常の社
会生活に自然な形で組み入れることが必要不
可欠のことだと思われる。都市での極端気象
による災害を防止・ܰ減するためには、我々
のै来の意識や考え方をも変革すべきであ
Ζう。
　都市災害への対策を考える上でのཹ意点
は、防災対策に要する時間スέールのҧいで
ある。都市防災においては、߽雨災害にして
も強風災害にしても情報伝達や避難対応と
いったソフト的な事項はॊೈに対応できる可

能性があるものの、そういった直ちに対応可
能な事項ばかりではない。社会基盤や建築構
造物の改म、また災害に強ਟな都市の構築と
いった中長期的な対策も伴う事項も多数あ
る。社会基盤の面では気候変動対策の視点の
重要性が強く認識されてきているものの、建
築構造物の改मや都市計画には、これまで気
候変動の影響を考慮する視点はなかった。し
かし、これらの対策は中長期的な取り組みが
必要であることから、将来の地ٿԹஆ化の影
響をൈきにしてはޠれない。気候変動適応と
いう枠組みで、Թஆ化によるハザード変化を
考慮した中長期的な対策が強く求められる。
　地ٿԹஆ化時のハザード情報を気候変動に
係る専門家以外の一般の方にどのように伝え
るか、という点についても、ࠓ後取り組みを
進めるべきであΖう。気象・気候情報は、時
として専門性の高いものを含む場合があり、
専門家以外には理解することが難しいことも
ある。通常の気象予報の現場でも、防災気象
情報の作成や伝達については改善の༨地はあ
り、気象ிでは「防災気象情報に関する検討
会」が設置され、情報の受け手側の立場に
立った分かりやすい防災気象情報の再構築に
ついて議論が進められている。防災気象情報
は、災害の危険度に係る気象現象を対象とし
て、߽雨・強風・߽ઇ・໠暑といった極端気
象の危険度に応じて雨量・風速・降ઇ量・気
Թなどの基準を設けて、注意報・警報・特別
警報といった形で発表されるものである。情
報の整理の仕方や伝達については改善の༨地
はあるものの、過去の実績に基づき٬観的な
基準値により防災情報が作成されていること
から、こういった基準値の考え方は気候予測
でも活用できるものと考えられる。例えば、
将来のԹஆ化時に想定される߽雨や୆風が、
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警報や特別警報の基準を௒える回数の頻度が
変わるであるとか、基準を௒える面的範囲が
がるであるとか、そういった防災情報に຋޿
訳することができれば、気候変動予測情報が
より޿範に利用されるものと言える。さらに
言えば、各自࣏体のハザードマップにある浸
水範囲や土࠭災害警ռ範囲がԹஆ化によって
どのように変化するかなど、਎近なハザード
に຋訳して可視化することも有効であΖう。
　このように気候変動予測情報の作成の仕方
を工෉することによって、Թஆ化による極端
気象のハザードの危険性を޿く伝えていくこ
とが大事である。こうしたことで、Թஆ化対
策の重要性の理解も深まるものと期଴され
る。また、こういった取り組みを進めること
によって、気候変動対策や気候変動適応への
一般市⺠の意識ৢ成にも繋がるものと考えら
れる。ࠓ後は、研究者とϢーザーとの間の連
携やڠ力がますます重要になってくる。
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１�．はじめに 〜Society5.0時代に求め
られていること

　2021年３月26日付けで閣議決定された「科
学技術・イノベーション基本計画（2021）」
参照したホームページ（以下，参照HP）
#01では「科学技術・イノベーション政策」
としての第６期基本計画が掲げられた．そこ
では「科学技術基本法」が2021年４月から「科
学技術・イノベーション基本法」に名称変更
し，科学技術・イノベーション政策が、科学
技術の振興のみならず、社会的価値を生み出
す人文・社会科学の「知」と自然科学の「知」
の融合による「総合知」により、人間や社会
の総合的理解と課題解決に資する政策である
とされた．
　第５期基本計画の総括として，以下が掲げ
ら れ て い る．「ICT（ 筆 者 注：Information 
and Communication Technology，「情報通信
技術」のこと）を最大限に活用し，産業構造
のみならず，国⺠にとって豊かで質の高い生
活の実現の原動力にすべく，サイバー空間と
フィジカル空間の融合という新たな手法に人
間中心という価値観を基軸に据えることで，
我が国や世界の直面する課題を解決し，人々
に真の豊かさをもたらす未来社会を構築する
新たなコンセプトを打ち出した．それが
「Society 5 . 0」である．」そのSociety 5 . 0と
は，「サイバー空間とフィジカル空間を高度
に融合させたシステムにより，経済発展と社

会的課題の解決を両立する人間中心の社会」
として提唱されたものである．このSociety 
5 . 0のコンセプトは，ICTの浸透が人々の生
活をあらゆる面でより良い方向に変化させ
る，デジタル・トランスフォーメーション
（以下「DX｣）により導かれる未来像と一致
すると結論づけていて，新たなコンセプトで
ある「Society 5 . 0」の実現をすることは，
DXにより導かれる未来像を具現化すること
と同一であると読み取ることができる．
　第６期基本計画で「我が国が目指す社会
（Society5 .0）」として，「国⺠の安全と安心
を確保する持続可能で強靱な社会」，「一人ひ
とりの多様な幸せ（well-being）が実現でき
る社会の構築」が目標とされ，それに必要な
ものとして「サイバー空間とフィジカル空間
の融合による持続可能で強靱な社会への変
革」，「新たな社会を設計し、価値創造の源泉
となる「知」の創造」，「新たな社会を支える
人材の育成」が挙げられている．そのうち，
「サイバー空間とフィジカル空間の融合によ
る持続可能で強靱な社会への変革」では「新
たな未来社会像を前提にして、バックキャス
ト的アプローチにより、社会全体の再設計
（リデザイン）を行うことが不可欠である」
としていて，「Society 5 . 0では，サイバー空
間において，社会のあらゆる要素をデジタル
ツインとして構築し、制度やビジネスデザイ
ン、都市や地域の整備などの面で再構成した

神戸大学都市安全研究センター教授 大石　哲

シミュレーションによる被害想定を活
用した減災対策
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上で，フィジカル空間に反映し，社会を変革
していくこととなる．その際、高度な解析が
可能となるような形で質の高いデータを収
集・蓄積し，数理モデルやデータ解析技術に
よりサイバー空間内で高度な解析を行うとい
う一連の基盤（社会基盤）が求められる。」
とうたわれている．
　上記を，減災政策にかぎって解釈すれば，
人の生活に関わるあらゆる要素を，質の高い
データに基づくデジタルツインとして構築
し，シミュレーションや解析によって災害対
応施設の整備計画や発災時の人員や施設の行
動・運用基準を最適化して，それをフィジカ
ル空間に反映することが求められている．そ
れを可能にするような才能を磨くことと，人
材を育てることが課せられている．
　デジタル・ニッポン2022（自由⺠主党政務
調査会，2022）参照HP#02では，これから
のデジタル活用は「社会貢献重視（社会課題
解決）」であるとして，価値観の変化を促す
「（健康・医療・介護），（教育），（こども），（ダ
イバーシティ推進）」と並んで（防災）として，
「地理空間情報活用推進会議で決定した統合
型Ｇ空間防災・減災システム，国土交通省の
統合災害情報システム（DiMAPS），防災科
学技術研究所の基盤型防災情報流通ネット
ワーク（SIP4D），国土地理院の電子国土基
本図・標高データ等の連携，活用によって，
目の細かい正確な防災地図を整備し，AI等
も活用した災害シミュレーションの実施と災
害予測に基づく避難計画の策定，計画等に基
づく避難訓練の実施を行うこと」をあげ，（イ
ンフラ）として，「①平時及び発災時の双方
においてドローンによるインフラ状況のデー
タを把握する仕組みを構築すること，②平時
のインフラ点検や，スムーズな災害復旧のた

め，インフラ点検における経験や勘等の暗黙
知について，平時から形式知化，データ化を
進めること」としている．
　デジタル・ニッポン2022の（インフラ）と
（防災）を結びつければ，平時からインフラ
のDXを進めて，解像度の高い災害シミュ
レーションを実施することが求められている
と解釈できる．
　そこで，本稿ではシミュレーションによる
被害想定を活用した減災対策のためのDXの
方向性と問題点を整理する．

２�．World Risk Reportにおけるデジタ
ル化の価値

　ルール大学ボーフム校の国際平和法と武力
紛争研究所（The Institute for International 
Law of Peace and Armed Conflict，IFHV）
により2011年から毎年出版されているWorld 
Risk Reportの2022年版（国際連合人道問題
調整事務所，2022）参照HP#03ではデジタ
ル化をフィーチャーしていて，世界リスク指
標（World Risk Index）の計算方法を変更し
た．新たな計算方法では
世界リスク指標＝√（災害に対する暴露　×　
脆弱性）
としていて，脆弱性は，デジタル化の遅延や
デジタル化に加われない人々の割合などが加
味されている．
　デジタル化のメリットとして，「デジタル
技術一般に当てはまることは，災害の文脈で
も明らかである．デジタル化は災害管理のあ
らゆる局面で新たな機会を生み出す．人々が
利用するICTは，リスク分析に重要なデータ
を提供し，緊急時には必要な情報を入手でき
るようにし、救援活動の開始を早めることが
できる．また、飢餓，貧困，社会的不平等と
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の戦いや，医療・教育機会の改善，ひいては
持続可能な発展や脆弱性の低減のためのツー
ルにもなる．」としている．一方で，デメリッ
トとして，「一方で、デジタル技術の利用が
進み、依存度が高まることで，課題やリスク
も生じる．デジタルインフラは異常気象によ
る被害を受けやすく，デジタル化された援助
対象者のデータは悪用されやすく，偽情報は
災害時の防護策を弱体化させる可能性があ
る．」と警告を発し，「災害対策の急速なデジ
タル化に伴い，新たな弱点や脆弱性の出現は
避けられない．この新たな脆弱性に対抗し，
災害救援の完全性を維持するためには，積極
的なリーダーシップ，デジタル・セキュリ
ティー・トレーニング，技術的な法的知識，
サイバーセキュリティーへの投資が不可欠で
ある．データのプライバシー，説明責任，倫
理をめぐる問題は，現時点では特に重要であ

る．」としている．
　World Risk Reportの2022年版（国際連合
人道問題調整事務所，2022）参照HP#03の
中で，日本の災害に対する暴露リスクは，中
国，メキシコについで３番に高い．一方で，
脆弱性は５段階の指標で最低，すなわち最
も強靱なカテゴリーに入っている．リスク
ランクが最も高い，すなわち最もリスクが
ある国はフィリピン，続いてインド，インド
ネシア，カンボジアと続き，日本は28位で
あった．
　図１はWorld Risk Reportの2022年版（国
際連合人道問題調整事務所，2022）参照HP# 
03で災害対応におけるデジタル技術として挙
げられているものである．右側にリスク解析
と予防（Risk analysis and prevention）とし
て，ビッグデータと人工知能（Big Data and 
Artificial Intelligence）があり，そのための

図１：災害対応におけるデジタル技術（World Risk Reportの2022年版citeのFigure3）
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データベース（Data collection and evaluation）
に接続されているデータ源は人工衛星とセン
サーとなっている．この出典に限らないこと
であるが，多くの場合，このようにインフラ
ストラクチャーからの視点が欠如している．
すなわち，ある１つの都市においては，大規
模な災害が頻繁に発生することはなく，ビッ
グデータは存在しない．人工知能といわれる
ものは，現在では何らかの機械学習によって
知識を獲得するものであるのでデータが必要
であるが，現状ではそのようなデータが十分
にあるとは言えない．さらに災害後の市⺠や
旅行者の行動を支えるインフラストラク
チャーは，基本的に一品モノであるために，
別の場所のデータをそのまま活用することが

できない．
　ここで，AI（Artificial Intelligence）によっ
て急激に変化した分野としてチェス，将棋，
囲碁などのボードゲームを例に出してビッ
グデータと人工知能対策について述べる．以
降はこのようなボードゲームをゲーム，ゲー
ムに勝つために開発されたコンピュータシ
ステムをゲームAIと呼ぶ．ゲームにおい
てほとんどの人間に対してゲームAIが勝
利できるようになった要因の一つは，ゲー
ムAI同士の対局によるデータ収集がある．
DeepMind社による2020年の報告（DeepMind
社，2022）参照HP#04によれば，2016年の
Alpha Goは人間のデータ（筆者の解釈では
棋譜），専門的知識（筆者の解釈では定石），

図２：DeepMind社のゲームにおける知識利用の移り変わり（DeepMind社，2022）
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ゲームのルールを用いているが，2017年の
AlphaGo Zeroからは人間のデータと専門的
知識を用いていないとある．すなわち，プロ
棋士が積み重ねてきた知識を使わずにゲーム
AI同士で膨大な数の対局を行い，局面毎の
着手と勝利の間の指標を計算することを繰り
返して指標を更新して，ほとんどの人間に対
して勝率で上回ることができるような力を
持った．すなわち，人間の対局よりも多くの
シミュレーションを実施することでゲーム
AIはゲームに勝つ力をつけた．
　同様のことが，データの少ない災害でも活
用できる．すなわち，仮想的に災害を発生さ
せて，その結果を活用すればよい．
　ここで，仮想的に災害を発生させるとは，
シミュレーションを実施することである．し
かし，自分の家が，水深１ｍの氾濫に襲われ
たらどうなるのかをシミュレーションするこ
とではなく，自分の住む流域に１時間に
100mmの降雨があった場合にどのような災
害が発生するかをシミュレーションすると
いったことである．氾濫そのものを仮に発生
させるよりは，より上流の物理現象である降
雨を仮に発生させて，その結果として流域全
体がどのような状態になるのかを把握する．
ここでの１時間に100mmの降雨のような，
災害の源になる物理現象のことをハザードと
呼び，リアルな都市をデジタル化したサイ
バー空間に，仮想的なハザードを発生させ
て，その結果の災害被害のデータをビッグ
データとして活用する．
　この発想は他都市で発生した災害のデータ
をそのまま活用する考え方と根本的に異な
る．人口もインフラストラクチャーの種類や
数も根本的に異なる他都市で発生した災害被
害そのものをビッグデータにして活用できる

範囲は限定されている．条件が異なるからで
ある．しかし，ある都市で発生した災害の源
になったハザードは，別の都市でも考慮する
に値する．東日本大震災の原因となったマグ
ニチュード９の地震が南海トラフ地震想定域
で発生したら，神戸の街は地震でどの程度の
被害が出るのか，それに続く津波ではどの程
度の被害になるのかをシミュレーションし
て，被害が小さくなるように災害対応構造物
を強化したり，避難路を確保したりすること
は意味がある．

３．減災対策に求められるDXと日本の強み
　リアルな都市をデジタル化したサイバー空
間というと，カーナビで表示される３次元都
市景観のようなものを想像しがちである．
また，日本でも国土交通省が，Plateauプロ
ジェクト（参照HP#05）を実施していて，
一部の都市では，現実の都市景観を再現した
デジタルツインができている．世界ではシ
ンガポールのVirtual Singapore（シンガポー
ル政府，2022）参照HP#06や，地上と地下
のすべての構造物のデジタルツインを作るエ
ス ト ニ ア の 例（EAS Enterprise Estonia．
2019）参照HP#07が著名である．
　エストニアの事例では，建築計画をたてや
すくするためと，容易かつ迅速に建築許可を
出すことによる投資の増加が目的である．シ
ンガポールの事例は，新規建築物による日照
や風向風速の変化，交通のモニタリングが目
的としてあげられている．日本において，前
者に相当する例は，渋谷駅再開発において，
地下鉄の線路や駅とビルが複雑に絡み合った
渋谷駅周辺のデジタルツインの作成で，サイ
バー空間だけでなく実際の模型も作成され
て，詳細な検討がなされている．後者の例と
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して，埼玉県気候変動適応センターと海洋研
究開発機構による熊谷スポーツ文化公園にお
ける暑熱対策とその検証（埼玉県気候変動適
応センター，2019）参照HP#08にあるよう
に，ドーム型アリーナやラグビー場を含む公
園における熱環境をデジタルツインでシミュ
レーションしている．
　一方で，上記のデジタルツインでは，イン
フラストラクチャーなどの構造物そのものが
被害を受けるシミュレーションを実施する
ことが困難である．なぜなら，これらのデ
ジタルツインには，力学的シミュレーショ
ンに必要な物理定数が入力されていないこと
が多いからである．伊藤忠テクノソリュー
ションズ参照HP#09によれば，Construction 
Information Modeling（CIM）という言葉が
Building Information Modeling（BIM）に倣っ
て国土交通省によって提言されたのは2012年
であり，それ以降でも2016年３月までの実績
が70件とごく限られている．したがって最近
の建設プロジェクト以外は情報がBIMやCIM
の仕様になっていない．このことをBIM化さ
れていないと呼ぶ．BIM化されていない非
BIM構造物をBIM化するためには大きな労力
が必要とされることが課題である．
　大石（2021）は，非BIM構造物のBIM化に
おける日本の強みは，世界よりも早い段階で
工事実績情報のデータベース登録が義務化さ
れていること，⺠営化された運輸インフラ産
業では独自の工事及びメインテナンスデータ
収集システムを有していること，コンクリー
ト標準示方書，道路橋示方書などの仕様が徹
底していて，データに含まれる言葉や記号が
多くの情報を持っていることを挙げている．
これらと現在開発中の非BIMデータを読み込
んでBIM化する技術で個々の構造物の物理定

数が明確になり，それがシミュレーションの
入力データになれば，多数シミュレーション
によって災害が発生した場合の被害の想定を
行うことができる．それがDXを活用したシ
ミュレーションによる被害想定である．

４�．DXを活用したシミュレーションによ
る被害想定の効用

　筆者は，DXを活用してデジタルツインを
形成し，多数のシミュレーションによる，多
数の被害想定をおこなうことをデジタルアン
サンブルと呼んでいる．デジタル大辞林によ
れば，アンサンブル実験とは「大気現象など
のシミュレーションを行う際，初期値にわず
かなばらつきを与えて複数の計算を行い，そ
の平均（アンサンブル平均）を求めることで，
もっとも起こり得る現象を予測したり，極端
な事象の発生確率を見積もったりすること．
天気予報の分野で，同手法を用いたアンサン
ブル予報が行われている．」とある．想定さ
れるハザードにも多数のシナリオがあるの
で，その全てに対して被害想定の計算を行う
ことで，もっとも起こりうる被害や，極端な
事象の発生確率を算出できる．また，デジタ
ル大辞林では言及されていないが，災害被害
推定の場合には，同時生起が重要となる．
　図３は，ある都市において，あるシナリオ
の大地震が発生したときの津波をハザードと
して，その都市が有する全ての防潮堤が地震
で機能しなくなったと仮定した際に，津波が
その都市に侵入するシミュレーションの結果
である．白色の矢印の根元は，ある会社にい
る状態で地震を体験した人が最寄りの駅に移
動する起点を表し，矢印がその人の想定経路
を表す．防潮堤が機能していなければ津波の
侵入がありうる．想定経路は通常は駅まで徒
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歩で20分程度なので十分に駅までたどり着く
ことが想定されるが，防潮堤が機能している
「はず」という思い込み，同様に考える人々
の同時行動がもたらす通路の渋滞などにより
津波襲来時に駅に向かっていると，林立する
ビルの角から津波に襲われるということがあ
り得る．
　このように，大地震を起点にして，防潮堤
の機能が低下すること，周辺の人々が同方向
へ同時に移動すること，津波の侵入と人々の
移動が重なることなどの「同時生起」が災害
被害を大きく拡大する要因である．
　通常であれば防潮堤の機能が低下すること
は想定されていない．平時には通勤・退勤が
滞りなく行われているのであるから，人々で
通路が埋まることもない，電車は定期的に人
を輸送するので人々が駅から電車に乗ること
で，駅付近の人々は別の場所に移動し，結果
として駅付近の人の数が減る．しかし，大地
震は液状化による防潮堤の機能低下を引き起
こす可能性がある．大地震は，人々に帰宅を

促して人流を同時生起させる可能性をかなり
高い確率にする．また，大地震時に電車が停
止して駅が周辺の人々の数を減少させる機能
を果たさなくなる確率はほぼ100％といって
よい．
　すなわち，大地震が様々な同時生起のきっ
かけを作ってしまい，事態を悪化させる．
　河田（2021）はそれを「相転移がおきる」
と称している．
　この同時生起を抑制するためには，コント
ロール可能なことを全てコントロールするこ
とであり，防潮堤の機能低下が起きないよう
に地盤改良を行い，防潮堤が機能していない
場合にも移動できる方向をあらかじめ把握す
る情報提供を行い，電車の駅を目指しても電
車は動いていないから人の渋滞が起きるだけ
だという啓蒙を行う．そのために災害シミュ
レーションは利用できる．
　災害被害シミュレーションの別の効用とし
て，集計の容易さがある．
　シミュレーションによらない被害算定で

図3：ある都市が有する全ての防潮堤が地震で機能しなくなったと仮定した際に，津波がその都市に侵入するシ
ミュレーションの結果の例
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は，過去の同種の災害被害とその時のハザー
ドの大きさ（例えば震度）から，フラジリティ
カーブ（被害の大きさの確率密度関数）を推
定して，それに資産価値の割合をかけると
いった計算を必要とする．
　一方で，シミュレーションによる被害推定
では，被害の大きさと資産価値を１つずつの
構造物毎に足し合わせるだけである．人流に
与える影響を算出するのであれば，構造物の
被害が大きければ中にいる人のほとんど全員
が路上に避難して人流に加わり，あらかじめ
避難所の指定を受けた公共の建物であれば収
容人員分だけ，人流から減じるという，わか
りやすい計算が可能である．これは，住宅
ローンの返済額をシミュレーションする際
に，等比級数を使って紙と鉛筆で計算した
り，等比級数に変動金利性の予測不確かさを
加味した返済モデルに当てはめたりするより
も，返済額を見積もり，利息の変動を仮定し
て，元本と利息から返済額を減じて利息を加
える計算を１ヶ月毎に表計算ソフトで実施し
た方が，多くの人にとっては簡単で分かりや
すいのと同じである．

５．非BIM構造物のBIM化のための方向性
　筆者は理化学研究所計算科学研究センター　
総合防災・減災研究チームのチームリーダー
としてチームメンバーが開発した特許（大
谷，2020）を活用している．この特許を利
用したデータ変換・統合の自動化を行う処
理プログラムをデータ処理プラットフォーム
（Data Processing Platform，DPP）と称す
る．都市丸ごとのシミュレーション技術研究
組合（以下，技術研究組合）の組合員社と理
化学研究所計算科学研究センターは共同で
DPPを用いた非BIM構造物のBIM化を行お

うとしている．
　非BIM構造物のBIM化の例として，２次元
CADから３次元可視化モデルや，有限要素
法による物理シミュレーションのための入力
モデルの自動作成がある．例えば橋梁の２次
元CADには下部工座標図，線形図，構造一
般図などの情報があり，その一部を図４上に
示す．この図から橋梁種別毎に用意したテン
プレートに値を自動代入することで図４下に
示すような３次元可視化モデルを得ることが
できる．
　DPPでは，論理的な包含関係に基づいて
スーパークラスとサブクラスの間でアップ
キャスト，ダウンキャストが行われる（大
谷，2022）．このうち，追加情報の付加に基
づくダウンキャストがデータの解釈にあた
る．例えば，２次元CADデータにある表を
解釈するとは，表の罫線を構成する縦線・横
線の線分の集合を表の枠組み（CellSet）と
認識し，そこに文字が入っていることから，
表の枠組み（CellSet）のサブクラスである
表（Table）にダウンキャストされる．文字
に「工事名」「図面名」などの表題欄を特定
するキーワードがあれば，その表が表題欄
（図枠）にダウンキャストされる．このよう
にして２次元CADデータが解釈されて意味
がつけられていき，木構造が成長する．
　上記の意味づけは図５の入力部からデータ
の入力およびデータの解釈に相当する．解釈
されて意味づけされた情報は「名前が“P１”
の橋脚がある」などの文字情報でも保存され
る．文字列情報の中には「名前が“P１”の
橋脚は梁の高さがQ（“15ｍ”）である」など
の情報が保存されているが，それらは情報の
追加に応じて増えていき，値も変わる．それ
を情報の洗練という．データの入力にした
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図4：橋梁の2次元CADデータの例（上）と，そこから自動出力した3次元可視化モデルの例（下）

図5：2次元CADデータから3次元可視化モデルを自動作成するためのDPP内部の情報の変化（大谷，2022より）

がって，データの解釈，情報の抽出，情報の
洗練，情報の統合（以下，解釈・抽出・洗
練・統合）がなされ，データの入力が終了し
て解釈・抽出・洗練・統合の過程を経ても木
構造や文字情報に変化がなくなったら３次元
可視化モデルの自動作成が完了する．
　また，２次元CADには配筋図などがあり，

それを読み取ると配筋の方向，ピッチ，鉄筋
の直径（鉄筋径）などを得ることができる．
人間が目で見てそれらを探すのは困難だが，
コンピュータプログラムは，どの図のどこに
配筋が描かれているかが分かっていればどん
なに細かな図でも読み解いて値を代入するこ
とができる．
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　ここで問題なのは100ファイル以上に及
び，しかも通常は自動的に割り振られた機械
的なファイル名で構成されている２次元
CADから，配筋図が描かれているファイル
を選び，そのファイルの要素から配筋のピッ
チを描いている部分を探し出す必要がある．
　そこでDPPを活用して技術研究組合が開
発したメタデータメーカを活用することにな
る．メタデータメーカは２次元CADの右下
にある図の表題欄などを読み込んで図に記載
されている内容の目次を作成する．その際に
普通の目次ではなくて利用者が必要と考える
項目についての目次を作る．その項目のこと
をインベントリと呼ぶ．例えば橋梁の上部工
すなわち道路になっている部分が重量構造物
の繰り返し荷重で受けている内部損傷をシ
ミュレーションしたい，言い換えれば高速の
大型トラックの通過で道路が載っている床の
部分が受けている疲労劣化を知りたいという
目的であれば，「鉄筋」などの項目をインベ
ントリに付加することで，各ファイル毎に鉄
筋に関する記載の有無，内容などを掲載した
目次ができあがる．
　本節では３次元可視化モデルや有限要素モ
デル作成という目的から，無機的なファイル
名を持つ多数のファイルを読み出して必要な
ファイルを探し出して，自動でそれらの
CADファイルから情報抽出して統合し目的
を達することをバックキャスティング的（逆
順）に示したが，同じ作業を複数回する場合
にはそれを正順に自動的に繰り返して実施可
能である．すなわち，１回の作業を汎用的に
使うことができ，生産性の向上に繋がる．こ
のことは，想定シナリオの増加による想定外
の減少，解像度や精度で勝負する高品質化，
別のシミュレーションとの連成を容易にする

複合災害への連携を生む．

６．まとめ
　本稿では，現状の科学技術政策をまとめた
上で，それに則って非BIM構造物のBIM化の
ための方向性を伝えるという目的で，なぜ非
BIM構造物のBIM化が必要であるのか，日本
での強み，効用を記載してきた．構造物の設
計時の状態をデジタルシステムの中に入力
し，被災した場合の機能の低下を把握して，
それに対する事前対策や事後対策を講じるこ
とが減災のためには重要である．
　このようにDXとかシミュレーションなど
の提案では，「結局最後はヒト次第だからシ
ミュレーションは意味がない」という意見も
ある．それに対して，結局最後はヒト次第だ
から，ヒトがよい決断をするために分かりや
すい情報を提示するための手法を提示するこ
との意義を伝えたい．サー・アーサー・コナ
ン・ドイルは小説内でこんな会話をさせてい
る．探偵ホームズに事件の解決を依頼する人
の「危険に？どんな危険を予想しておいでで
すの？」という言葉に対して，ホームズは「そ
れがわかっていれば，もはや危険とは言えま
せんよ」（アーサー・コナン・ドイル著，深
町眞理子訳　橅の木屋敷の怪，シャーロッ
ク・ホームズの冒険，創元推理文庫）
　自然災害に関して言えば安全と危険とは，
連続した概念であって想定しうる危険の量や
種類を増やし，その対応策を講じておくこと
で安全の確率が増してくるものであると考え
る．想定しうる危険の量や種類を増やし，そ
れをわかりやすい形で伝えることで，適切
な対応策を講じることができる社会を目指し
たい．
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１．はじめに
　本稿ではࠓ後の自然災害の激ਙ化・頻発化
をにらんで、主に「ڊ大災害」にয点をߜり
つつ、その避難行動を考える。さて本年は、
関東大震災からちΐうど100年となるが、こ
の災害はわが国でもكにみるਙ大な被害を記
録したڊ大災害であった。1923年に発生した
関東大震災は、建物౗յ、津波、土࠭災害な
ど複数の災害現象が発生しているが、特に被
害が大きかったのが東ژ・横඿における市街
地Ր災である。例えば東ژ市では、震災当時
の４83 ,000世ଳに対して全ম世ଳは300 ,924
世ଳ、横඿市は震災当時の98 ,900世ଳに対し
て全ম世ଳは62 ,608世ଳとなっており（表
１）、なかでも東ژ市については人口が多く
出Ր件数の多いとこΖで۠のほとんどがমࣦ
する大きな被害をうけている（表２）。そし
て٘ਜ਼者の多くは、これらの市街地Ր災から
ಀげまどいながら避難にࣦഊし、ࢮにࢸった
ことが知られている。
　他方で、いまから໿11年前の2011年３月に

発生した東日本大震災はM9.0を記録し,東๺
地方のみならずट都ݍにおいても大きな༳れ
を記録したڊ大災害であった。ফ防ிの被害
報によると、この災害によるࢮ者は18 ,958名
で行方不明者は2,655名、負傷者は6,219名と
なっている̎ʣ。ࡕ神・୶路大震災時は震災関
連ࢮを含めたࢮ者6,432名で行方不明者は３
名、負傷者は43 ,792名であったことから̏ʣ、
負傷者に対するࢮ者・行方不明者合計の割合
は、ࡕ神・୶路大震災の0.15ഒに比べ、実に
3.48ഒとなる。これは津波災害の特௃ともい
えるが、またしてもڊ大災害で避難行動の有
無が人的被害に直結することとなった。この
とき同時に、原子力発電所周辺からの޿域避
難やट都ݍにおける鉄道の運ٳに伴った大量
の帰宅困難者発生なども様々な課題を࢒した
ことを考えると、「災害からの避難や移動」

ද１ɹؔ౦大震災によるඃ害֓ཁ１）

ද２ɹؔ౦大震災による౦ژ市の۠ผমࣦ໘ੵ１）

東ژ大学大学院工学ܥ研究科教授 ኍҪ　༔

ʮڊେ災害ʯ͔らのආ೉ߦಈを考͑る
特 集 激甚化・頻発化する災害に備える
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といったトピックは東日本大震災から得られ
る最大の教訓であるといえよう。
　この例にとどまることはなく、毎年頻繁に
発生する風水害時のみならず、多くの٘ਜ਼者
が避難にࣦഊして๢くなるڊ大災害を我々は
何度も経験している。ここでは紙෯の制限も
あるため、避難のなかでも主に緊急避難を対
象とした考࡯を行うこととしつつ、ࠓ後の
時における避難のありかたを考「大災害ڊ」
。したい࡯

２．ආ೉のཁ൱΍タΠミンά
　以降では避難行動の論点を「避難の要൱や
タイミング」「避難の場所」「避難の手段や方
法」という３種類の要素に分解してそれͧれ
整理しつつ、ڊ大災害時にこれら論点がどの
ような܏向を示すか考える。最初の論点は
「避難の要൱やタイミング」である。これは
災害時の人間行動・人間心理に関する課題
で、これまで主に災害心理学や災害情報学の
分野で様々な研究がなされている。主に災害
の危険性を知֮してもなお避難しない人々
が、どのような心理状態にあるか、どう情報
を伝えればよいかなど、社会調査や実験など
探ࡧ的な検討を積み重ねて研究が蓄積されて
いるテーマである。そもそも避難行動は、以
下の４段階の意思決定プロセスを経て行われ
ると考えられるʀ

①　情報収集
②　リスクධ価
ᶅ　避難準備
ᶆ　意思決定

　はじめに①の「情報収集」は、危険を知ら
せる情報が伝えられ、自਎に危険が降りかか
ることを実ײするプロセスである。このとき
の情報源はメディアからの情報伝達、防災行

政無線、自分の目で危険を確認するなど多ذ
にわたるが、ڊ大災害時には、防災行政無線
の機能不全、停電、電話の᫔᫓など予期せ͵
要因によって情報収集が困難を極める可能性
もある。②の「リスクධ価」は人間が自分
の਎体・生໋もしくはࡒ産等に直面する危険
の大きさをධ価するプロセスであり、ここ
では①で得られた情報に基づいた正確なධ価
が期଴される。しかしながら、人間は一般
にリスクを適切にධ価することが難しいとい
う特௃を持つことは޿く知られており、予
測技術の困難性とಥ発性、低頻度性、想定
外、被害の多様性、激ਙ性などの特௃を色ೱ
く有するڊ大災害発生時、その܏向はより高
くなると考えられる。例えば予測技術の困難
性やಥ発性に関連しては、事前に学習したハ
ザードマップ等が実際に襲う災害の様相を必
ずしも反映したものとはならない可能性もあ
り、また低頻度性に関してはNormalcy bias
やCatastrophe Biasもݒ念される。想定外の
現象に対してはVirgin Bias、被害の多様性
についてはVeteran Bias、激ਙ性については
認知的不ڠ和（Cognitive Dissonance）など
リスクの過小ධ価につながる様々な心理状態
にؕりやすくなる。ᶅの「避難準備」は避難
を始める前にさま͟まなことを思案するプロ
セスである。例えば避難する際にどのような
交通手段を使おうか、避難్中に危険がない
か、どこに行けばよいのか、ڑ཭はどの程度
か、などについて思案し、൑断する行動がこ
れにあたる。このプロセスは、事前に避難訓
練等を行っていれば、検討時間を最小化する
ことができるが、災害の規模によってその൑
断は大きく異なることも多い一方で、ڊ大災
害は低頻度性を有するため、想定をしていな
い未経験の状況下での避難準備が求められ、
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その対応は困難と言えよう。最後にᶆの「意
思決定」は、避難しないより避難した方が安
全と考え、避難開始するプロセスである。こ
れについてもڊ大災害時は津波やՐ災、浸水
などのハザードに関する確定的な情報はಧき
にくく、多くの場合不確定な情報が伝達され
る。一般に不確定な状況下で避難を意思決定
し、具体的行動を開始することはそれなりに
難しく、人によっては自宅などで情報取得行
動をとり続ける可能性も高いものと考えら
れる。
　このように上述した避難行動上の４種類の
プロセスにおいては、災害規模が大きくなれ
ばなるほど、低頻度であればあるほど、その
達成が困難になると考えられる。実際の避難
行動は、これに津波やՐ災が౸達するまでの
時間的制໿という条件を加えた、５つの条件
をすべてຬたさねば、「遅れた避難」となる
可能性があるが、ڊ大災害時にこの条件を
すべてຬたすことはとりわけ困難と言えるだ
Ζう。
　他方で、これら４種類の意思決定プロセス
を全てクリアしての避難ではなく、「༳れた
らすぐに避難をする」という単७なルールを
設けて避難を促すという手段も考えられる。
しかしながら、ڊ大災害は低頻度性を有する
ため、避難トリガーの設定基準の高低によっ
ては警報׳れを༠発してしまう可能性もあ
り、この手法もສ能なものとはなりえない。

３．ආ೉͢る৔ॴ
　次の論点は「避難行動の目的地」に関する
問題である。はじめに、よく知られた課題で
はあるが、これら避難行動の目的地に関する
名称の問題がある。現在のとこΖ、避難行動
の目的地は、その用్や自࣏体によって様々

な名称が用いられるέースが多い。例えば市
街地Ր災から緊急避難を行う場所は、大規模
公園や྘地等のオープンスペースが（޿域）
避難場所として指定されるが、津波からの緊
急避難については高୆や津波避難ビルがその
避難場所となる。また、避難場所へ避難する
前に近ྡの避難者が一時的に集合して様子を
見る一時避難においては、学校のグラウン
ド、神社・෹閣の境内などの一時集合場所へ
向かうことになる。避難所は、地震やՐ災で
自宅をࣦった人もしくはそのڪれのある人が
一定の期間生活をする場所であるが、風水害
の際は緊急避難をする場所として計画する自
࣏体も多い。ただし風水害からの避難は避難
所のみならず、中高૚建築物の上૚階にಀげ
るਨ直避難も効果的と考えられており、ݽ立
の危険性はあれど、状況によっては有力な避
難空間となりうる。東日本大震災以降は、大
都市で大量発生する帰宅困難者の滞ཹ場所と
して避難所ではなく、帰宅困難者の支援施設
（一時滞在施設や一時଴機施設、一時଴機ス
ペースなどの名称がよく用いられる）へ行く
ことが求められつつあるし、マンション住⺠
などは新଱震のマンションの共用部などを準
避難所として利用することが近年議論され始
めている。このように、避難行動の目的地は
その用్や災害によって様々な種類があり、
また自࣏体によって名称が大きく異なる場合
も多く、有事には相当数の住⺠がࠞཚするも
のと考えられる。
　他方で、過去のڊ大災害時には、避難行動
の目的地に関する安全性の問題もݦ在化して
いる。1923年の関東大震災時は被෰ছ੻、٢
原公園、ࢳۋ町駅、神田駅などのオープン
スペース等にՐԌがԡし寄せ、ਙ大な人的
被害を記録した。都市Ր災分野ではこのよう
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な教訓から、避難場所は᫔ࣹ熱計算により
2050kcal/h/ᶷを下回る面積を算定し、安全
率や空地率を考慮したうえで収容可能人数を
算出し、そこを中心として避難路の安全性等
も考慮した避難ݍ域を設定するなどの検討と
都市空間への実装が現在にࢸるまで積み重ね
られている。しかしながらハザードはҧえ
ど、筆者らの調査によれば東日本大震災でも
多くの避難場所や避難所が被害を受けている
ことが൑明した̐ʣ。例えば東日本大震災時に
津波浸水があった自࣏体の໿̔割が、避難場
所・津波避難ビル・避難所のいずれかに津波
やՐ災の被害が発生しており、このなかでも
特に、避難場所指定自࣏体の30 .8％が避難場
所まで津波が౸達している。ࠓ後は避難場
所、津波避難ビル、災害時にڌ点となる建物
などについてஸೡな安全性の検証が急務とい
えるが、一方でこれはڊ大災害ならではの܏
向でもある。つまり低頻度性を有したڊ大災
害は、事前の被害想定を௒えた被害となるこ
とも考えられるため、避難場所として指定・
周知された施設等で被害が発生する可能性は
൱定できない。それゆえ、避難場所の安全性
検証はもとより、住⺠が避難場所の性能を適
切に認識・ධ価できるような工෉が必要と
なる。

４．ආ೉のखஈ΍方๏
からの避難行動を考える最後「大災害ڊ」　
の論点は、「避難の手段や方法」である。一

般に正しい避難行動のあり方は、災害によっ
てさま͟まである（表３）。例えば津波か
らの避難は速度の速い津波からಀげなければ
ならないため、車による避難が有効である
ものの、渋滞の発生はݒ念されるとこΖであ
るᾇ。しかし例外はあるものの、津波は原則
として大きいもしくはゆっくりとした༳れを
伴うものと考えられるため、ԕ地地震津波等
をআくと避難のきっかけは明確と言えるかも
しれない。また、避難ઌも高୆や津波避難ビ
ルなどの標高が高い場所であり、来街者で
あってもこの点は比ֱ的分かり易い。
　他方で、水害避難は一部の例外をআき、避
難のきっかけが大きな課題となる。大雨が降
るのは我々の日常の中でも頻繁にあることで
あり、これが災害に進展するきっかけは、多
くの場合警報や避難情報などのアラート情報
を受容する必要がある。この点で津波避難と
水害避難は論点の異なる避難行動といえるだ
Ζう。
　一方で地震Ր災からの避難を考えた場合、
Ր災の延ম速度は一般に極めて遅く、人間の
歩行速度で追い付かれることはكである。し
かしながら地震時は同時多発的にՐ災が発生
するため、自分の家の類মをோめる、救助活
動やফՐ活動に集中しすぎるなどで、避難経
路をࣦってしまい、ࢮにࢸる可能性がある。
また地震Ր災は断続的な同時多発Ր災という
性֨を有するため、ফ防ですらՐ点を໢ཏ的
に把握しているわけではない。すると、地震

ද̏ɹආ೉ߦ動の災害ϋβーυによるࠩҟ（චऀݟࢲ）
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Ր災時は十分な避難情報が出ないことも予想
され、避難のきっかけも明確であるとは言え
ず、勘に頼るほかない避難行動となってしま
う可能性も大である。市街地Ր災から໋をक
る施設は（޿域）避難場所もしくは（޿域）
避難地と呼ばれる。上述のようにこれは、市
街地Ր災の᫔ࣹ熱から人໋を防護するڑ཭を
避難場所の周囲で算定し、これをもとに避難
有効面積と計画人口を算定しており、おおむ
ね޿さが25ha以上（地域によっては10ha以
上）で避難者１人あたり２ᶷもしくは１ᶷで
設計されることが多い。また避難路は෯員15
ｍ以上の道路とされているが、྘道などの場
合は10ｍでもよいとされる。これらは「最悪
の事態を想定」した設計思想によるものと考
えてよいが、避難場所内からの出Րなどは想
定しておらず、また避難場所の運営に関する
計画が作られることは少ない。そして具体的
な避難行動は、延মྖ域を避けて޿෯員道路
を風上側に向かって避難場所に移動するもの
となる。

　市街地Ր災からの避難はおおむね上記のよ
うに行われるが、都市の不೩化と公設ফ防の
常備化の結果として、市街地Ր災の経験がر
ബ化した現代人においては、同時多発Ր災か
らの避難行動は極めて難しいものとなΖう。
例えば筆者は2016年12月に発生したڕࢳ઒市
大規模Ր災において、避難ק告が出された本
町・大町１ஸ目および大町２ஸ目の住⺠に対
して避難行動をਘねる質問紙調査を行ってい
るが̒ʣ、当地域では防災行政無線の個別受信
機が普及していたためՐ災の֮知はॠ時に行
えているものの、避難情報および避難の呼び
かけの受け取りは遅く、避難の開始も遅れて
いる（図１）。また、Ր災֮知直後の行動と
避難情報および避難の呼びかけをฉいた直後
の行動を示したものが図２、３であるが、Ր
の様子を見ている人がফՐ・救助行動や避難
した人よりも多いことが明らかとなってい
る。これは平常時における一点からのՐ災に
対する܏向に過ぎないものの、地震Ր災時に
おいてもおおむね同様と考えられよう。なお
この問題に対して筆者は、地域単位で地震Ր
災からの避難を考えるワークショップツール
を開発している（ࣸ真１、２）。

図１ɹ Ր災を֮知した࣌ؒ（ഁઢ，/��22）と͸
͡めてආ೉ࠂק΍ආ೉のݺͼかけをฉ͍た࣌
ؒ（փઢ，/��5�なおආ೉のݺͼかけをฉ
かなかった34໊΋฼਺にؚめて͍る）とආ
೉を࢝めた࣌ؒ（࣮ઢ，/��5�なおආ೉し
なかった��ਓ΋෼฼にؚめて͍る） 図２ɹՐ災を知った௚ޙのߦ動（/����，MA）
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複数の災害が同時に襲い、ਙ大な被害を༠発
した事例もあることから、2015年に行われた
国連防災会議で提言された「ઋ୆行動枠組」
では༏ઌ行動の１つとして地理空間情報の活
用や防災教育と並んで「災害が複合的に発生
する可能性を含めた災害リスクධ価」が示さ
れるにࢸっている。このように災害が複合的
に発生する場合、とりわけ困難な対応が避難
行動である。というのも、特に通常、避難計
画は単一の災害を前提として作られることが
多く、市街地Ր災に対してはՐ災からの避難
計画があり、津波に対しては津波からの避難
計画がある。しかしながら、Ր災と津波が複
合的に発生する場合やどのような災害が来る
かわからない場合の避難計画はいまだ確立し
ていない。関東大震災や東日本大震災の例を
出すまでもなく、ڊ大災害時にはしばしば同
時に複数の災害が発生するが、この際にどの
ような避難を行えばよいかは、多くの場合具
体的な解決策が用意されていないことにな
る。さらには、災害の種類が増えれば増える
ほど、一般に考慮せねばならない被災シナリ
オは多様となり、ࠓ後に複数のハザードを想
定した୮念な災害リスクධ価を行うとして
も、何らかの༏ઌ順位をつける基準が必要と
なる。いずれにせよこのようなマルチハザー
ドリスクを想定して災害リスクを予測し、適
切な༏ઌ順位付けを経て、これに基づき避難
行動を考える取り組みは、ࠓ後ますます必要
になると考えられる。
　なお「避難の手段や方法」については、地
域特性を౿まえたルール作りが効果的である
ことが知られている。例えば、東日本大震災
以降よく議論される自動車避難のੋ非につい
て例を示すと、津波の速さは人間の歩行速度
を大෯に௒えるものであるため、移動速度の

図̏ɹ ආ೉ࠂק΍ආ೉のݺͼかけをฉ͍た௚ޙのߦ
動（/���0，MA）

ࣸਅ１ɹ市֗地Ր災からのආ೉を͑ߟるW4（�）

ࣸਅ２ɹ市֗地Ր災からのආ೉を͑ߟるW4（2）

　以上のように、災害ごとに避難の様相は大
きく異なるため、複数の災害リスクに直面し
た場合は、様々な状況別に適切な避難行動を
使い分ける必要がある。例えば東日本大震災
では、津波災害と原子力災害、津波Ր災など

46



2023 第34号　21世紀ひょうご

特集　激甚化・頻発化する災害に備える

速い自動車避難が有効と考えられるが、その
ੋ非は津波が襲来するまでの༨༟時間、高୆
までのڑ཭や津波避難ビルの有無、渋滞が発
生する可能性、そして個人ଐ性などによって
大きく異なるものと考えられる。そしてこれ
らは日本全国で統一のものではなく、地域に
よって様々である。すなわち、地域によって
避難のルールはそれͧれ異なることになる。
つまり、このような状況の中では、「津波か
らは原則徒歩避難」という一般論よりも、地
域特性を౿まえた科学的検証に基づく避難
ルールの決定とそれを౿まえたハード対策が
何よりもまず必要であり、このような地域特
性を反映した避難行動ルールの策定が効果的
である。しかしながらこれらの対応も、上述
した理由により、ڊ大災害時には困難な作業
となΖう。
　避難行動を考える上では、上記に挙げた３
種類の要素以外にもさらに、液状化・Ր災・
建物౗յに伴う避難経路の్ઈ、渋滞による
移動の遅れ、情報機ثの被害など様々な避難
行動上の્害要因が実際は考えられる。ڊ大
災害時は、これらによる影響はとりわけ大き
いものとなΖう。これらを総合すると、ڊ大
災害時に住⺠が適切な避難を行うことは極め
て難しく、計画と現実とのဃ཭が大きい現象
と考えられる。東日本大震災以降、発生頻度
は高いがそれほど外力が大きくない災害は
ハードで対応し、発生頻度は低いが外力が大
きくその激ਙ性が高い災害には住⺠避難を軸
としたソフトで対応するという議論が一般的
となりつつある。確かに、発生頻度が低く、
外力が大きい災害に構造物等のハード整備で
対応することは技術的にも予算制໿上も難し
いと考えられる。しかしながら、上記にみた
ように、ڊ大災害時は住⺠避難もまた難しい

対応となる可能性が高く、我々は過去にも適
切な避難ができず、ਙ大な被害を記録しつづ
けていることを๨れてはならない。筆者はこ
のような「住⺠避難へのڊ大災害リスクのԡ
し付け」とも言えるง囲気は、ソフト対策に
おけるධ価技術の欠如にあるものとみている
が、それのみならず、自然災害の激ਙ化・頻
発化というࠓ後の潮流を౿まえると、中小規
模災害とは異なる、ڊ大災害ならではの避難
行動の計画技術とハードとソフトの健全な໾
割分୲が求められるのではないかと考えて
いる。

５．େ౎ࢢにおけるආ೉
　とこΖで、上記では対象地域をあえて明確
にせず、ڊ大災害時における避難行動の困難
性を詳述したが、മ露量が大きくڊ大災害の
発生しやすい大都市部、特にट都ݍ、中ژ
での避難行動はさらに難しくなるݍـ近、ݍ
ものと考えられる。例えば、大都市内は総じ
て災害が複合的に発生するリスクが高い。建
築物が密集していることからՐ災リスクは非
常に高く、また建物౗յによる道路ด࠹は避
難路や緊急自動車の通行を不可能とする。経
済性その他の理由により、悪い地盤など災害
危険度の高い場所に住んでいる人も多く、ま
た名ݹ屋や大ࡕは津波リスクも考慮せねばな
らない。このため、ઌに論じたマルチハザー
ドリスク下での避難計画技術を確立する必要
性が大きい地域と言えるだΖう。しかしなが
ら、大都市における避難行動の難しさは、そ
れのみにとどまらない。このため本稿の最後
に、大都市における避難の在り方を考えるこ
ととし、その論点整理を行うため、はじめに
大都市における防災を考える上で重要な３つ
の特௃について列挙したい。
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　大都市における防災計画を考える上で、と
りわけ考慮しなければならない特௃は「様々
な集積」である。そもそも大都市における集
積は、平時は経済や情報、知識など多様な相
作用の活性化を໿ଋするものであり、大都ޓ
市のもつ最大のメリットといってもよい。し
かしながら過度に集積した大都市は、できる
だけ大きい被害を与えようとする「災害」側
に立脚して考えてみれば、これほどഁյ効率
の高いՕ所はないはずであるし、その被害は
様々な形で他地域に影響を及ぼす。例えば大
都市とは対極をなす「野中の一ݢ家」と比べ、
密集ډ住のもとではひとたび住宅が౗յする
と、道路ด࠹・避難ো害・地震Ր災などに代
表される「負の外部性」ともいうべき影響は
無視しうるものではない。これに対しわが国
では、近世より様々な対策が行われてきてい
る。ߐ戸の市街地ではՐআけ地や橋޿٧場を
設け、戦中は建物ૄ開や防Ր構造技術を開発
し、戦後は延মः断ଳの整備やԊ道の不೩化
などをすることで、೩え૲となる建物の集積
や避難者の過集中を物理的に制ޚし、空地を
計画的に配置することで被害のܰ減をはかる
神・୶路大震災以ࡕみを重ねてきた。またࢼ
降は、住宅の଱震化に対し行政が無料଱震਍
断やิ助を行うなど、これらの外部不経済を
ิ完する取り組みが進められてきた。しかし
ながら、現代の大都市は複雑なシステムかつ
高次の産業構造を有しているため、災害によ
る間接的な経済被害も極めて大きく、また行
政・メディア・金融など各主体における中਻
管理機能のຑᙺによる負の波及効果は容易に
想像できる。その結果、わが国のみならず全
世界にその影響は及び、また大都市自体でも
迅速な応急対応や復興の遅れが加速する。つ
まり大都市の防災対策を考えるうえでは、建

物౗յによる避難ো害、Ր災の延মや避難行
動など集積に伴う物理現象のコントロールの
みならず、ट都機能を代表とする大都市の社
会的機能をどのように分ࢄし、多重化を図る
かといった論点もまた重要である。復興時に
おいてもこれは同様で、大都市部でڊ大災害
が発生すると避難所がຬ員となり大量の避難
者がૄ開生活を送ることも考慮せねばならな
いし、その際は住まいの確保のみならずޏ用
の準備や産業の移転なども検討する必要があ
る。すなわち大都市においては、ローカルな
建物やまちの安全のみならず、޿域的な視点
から生活や機能あるいは社会システムをक
り、また復旧・復興させるといった点も計画
対象とせねばならない。
　２番目の特௃は人ҝ的な要素である。そも
そも３大都市ݍのډ住者は戦災を経て長期間
大災害を経験しておらず、コミュニティの่
յがڣばれつつある地域では住⺠の災害対応
能力は特に低いものと考えられる。事実、東
日本大震災時の東ژは最大震度５強程度で
あったものの、東ژは大ࠞཚの様相をఄして
いる。そして大都市は転入・転出の頻繁な地
域もあり、このような場所では災害経験の蓄
積も期଴できず、自然と切り཭された空間で
あるため災害に関する情報も入手が難しく、
観ޫ٬など地域特性をख़知していない人々も
多い。また、൴らは豊෋なインフラ環境のも
とで都市的なライフスタイルを送るなど、都
市機能に依存した生活が当たり前となってい
る。平時こそ電気・ガス・水道のみならず、
物流・情報・交通などの様々なインフラ環境
は、膨大なன間人口も含めたあらゆるニーズ
を効率的にຬたすものの、災害時にはあらゆ
る面でഁ୼をきたすであΖうことは容易に想
像できる。これはফ防や救急などの行政対応
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能力も同様であるが、特に情報技術による影
響は近年ますます大きくなっているものと推
測される。東日本大震災では「有害物質の雨
が降る」という情報がSNSを中心として流れ、
熊本地震では「ライオンがಀげた」というޡ
情報が問題となったが、災害時に情報のध要
と供څのバランスが่れると、このようなԱ
測を含む真偽のٙわしい情報が不安解ফ行動
の１つとして急激に流通する。その結果、避
難行動のࣦഊや情報パニック、観ޫ地におけ
る風ධ被害などの発生にࢸる可能性も考えら
れる。長い間大都市に住んでいると、都市的
生活はڗ受できて当然であり、情報は必要以
上に受け取ることができ、これに対して我々
が支෷っている様々なコストはすべて最適化
がされているかのような֮ࡨを֮えるが、そ
の定義域はどれも平時に限ったものである。
しかしながら、災害時を想定するしないにか
かわらず、৑長性を࢒した社会システムはし
ばしば「無ବ」と൷൑されることが多い。そ
して災害リスクがLPHC型（低頻度高被害）
であればあるほど、防災投資は困難となる。
2011年に発生した東日本大震災はM9.0とい
う大規模な地震であったため、それ以降、想
定外という言葉と共にڊ大災害リスクへの対
処がڣばれてきた、しかしながら、被害は大
きいが確率の低い災害現象への対応を論じる
うえでは、期଴値が意味を持たないことは自
明である。これまで市街地の安全性向上に寄
与した۠画整理や再開発、あるいはハード整
備や容積率の؇和がै来ほどにܴ׻されるも
のではなくなってきたなかで、安全ࢸ上主義
もしくは単調な経済成長を前提とした計画論
のみではࠓ日的課題を解決することは難し
く、新たな計画技術あるいは価値観の提案が
期଴されている。

　最後に示す特௃は災害リスクの新規性であ
る。ࡕ神・୶路大震災の神戸市が３連ٳ直後
の早ேという、まだ都市が຾っている時間で
あったことを౿まえると、大都市における大
規模災害は関東大震災以降わが国では発生し
ておらず、その被害像は十分に明らかになっ
ていない。代表的なજ在的問題の一つに、ઌ
述したマルチハザードリスクへの対応があ
る。他にも、大都市内には市街地の更新や変
化のスピードが速い地۠が多く、例えば更新
スピードの速いエリアにおいては「エキナ
カ」など規制が後追いとなってしまうՕ所も
多い。このような地域においては、上述した
複合災害からの避難行動と同様に、これまで
経験していない未知のリスクを推測し、対策
を行う࢟੎がとりわけ重要である。
　このように、大都市における防災を計画す
る上では、上述した「集積」・「人ҝ的要
素」・「災害リスクの新規性」を౿まえる必
要があるが、避難行動においてもこの３点は
大きな影響を与えるであΖう。特に、はじめ
の特௃の「集積」については、東日本大震災
時における東ژのࠞཚが真っઌに思い出され
る。当時は東ژ都内における最大震度は５強
であったため、深ࠁな物的被害も少なく、鉄
道の運ٳに伴って໿500ສ人と言われる帰宅
困難者が出た程度であったが、より強い༳れ
と物的被害の下では、帰宅困難者の一੪帰宅
と避難行動がࡨ૰し、関東大震災でも発生し
た܈集事ނが再現されるなど、両者がޓいに
負の影響を及ぼすことも想像に難くない。ま
た、東日本大震災時には帰宅困難者とその家
଒等による自動車の送ܴध要が車道における
過度の交通渋滞をもたらし、ফ防活動や救急
活動が્害されたが、より強い物的被害もし
くは延ম被害のもとでは、この渋滞が致໋的
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な人的被害に多数繋がる可能性もある。例え
ば筆者らはこのような状況下での避難行動を
ධ価する目的で、ट都ݍの622ສ人を対象と
した大都市マルチハザード避難シミュレー
ションを提案している̓ʣ。図４は、このシ
ミュレーションを用い、ट都ݍの帰宅困難者
が徒歩による一੪帰宅をしたとの想定の上
で、๽田۠住⺠が自宅から避難場所へ౸達す
る時間分෍を計算した結果である（ただし道
路ด࠹する場合はด࠹確率を細街路に限り１
リンクあたり５％と設定）。
　Case Aはࠞ雑の影響がなく、かつ道路が
ด࠹しない場合である。このέースは平常時
に避難場所へ任意の住⺠が建物から移動する
ことを想定したもので、この状況下では๽田
۠住⺠の99％以上が30分以内に避難場所まで
౸達することができる。Case Bはࠞ雑を考
慮しないが道路ด࠹があるパターンを示した
ものである。ここでは、Case Aと比べてや
や避難完了時間が遅くなるが、これでも97％
以上が一時間以内での避難が可能である。
Case Cは、道路ด࠹したうえで、震災直後
に地域住⺠全員が避難を開始するέースであ
る。この状況下では、30分以内に避難を完了
できる人が49 .5％であり、１時間以内は71 .2 
％、２時間以内でも89 .7％しか避難場所に౸
達できない。Case Dは、道路ด࠹したうえ

で、震災から２時間後に地域住⺠全員が避難
を開始するέースである。こでは震災直後に
帰宅困難者が一੪帰宅するものとしているた
め、帰宅困難者の移動と市街地Ր災からの避
難者がࡨ૰しており、30分以内に避難を完了
できる人は46 .9％、１時間以内は65 .9％、２
時間以内でも80 .3％しか避難場所に౸達でき
ない。すなわち細街路のด࠹はもちΖん、帰
宅困難者の一੪帰宅が地域の避難行動を્害
することがシミュレーション上でも再現され
たことになる。このような、大都市における
ன間人口の地域的ภ在が避難行動にもたらす
負の影響は、Ր災避難のみならず津波等でも
同様と考えられ、大都市ならではの問題と言
えるであΖう。さらに、大都市は多数のன
間・໷間人口が存在するがゆえ、携ଳ電話や
定電話の᫔᫓により、避難時に必要とされݻ
る情報伝達・情報共有が્害される可能性も
高い。
　このように、ڊ大災害の発生がݒ念される
大都市においては、避難計画上の課題がࢁ積
している。大都市ならではの避難の計画技術
を提案・実現する専門性もまた、ますますࠓ
後必要となっていくであΖう。

ิɹ஫
ᾇ　東日本大震災時や๺海道南੢ԭ地震時にも津波襲来

時の交通渋滞は発生している。ただし、特に東日本大
震災においては自動車避難をしたからこそ被災を໔れ
た人も多く、国土交通省の行った調査̑ʣによれば自動
車で避難した回౴者の多くはやむを得ない事情で自動
車避難を行ったとも考えられる。
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１．SD(sと๷災ڭҭ
ᾇɹSD(sɾ&SDとࣗવ災害࡟減
　2030年までに，持続可能でよりよい世界を
目指す国際目標として，17の目標（ゴール），
169のターゲット，232の指標を持つSDGs
（Sustainable Development Goalsʀ持続開発
目標）については改めて঺介するまでもな
い。本稿では，SDGsと関連して自然災害に
関する防災，減災，復興について，これから
の時代に求められる教育の点から考࡯した
い。つまり୭一人，災害から取り࢒さない防
災教育の確立に向けての展๬である。持続可
能な社会の構築には，大規模な自然災害への
対応を無視するわけにはいかない。
　自然災害への取組を記した13．１のゴー
ル，ターゲットに示された「すべての国々に
おいて，気候関連災害や自然災害に対する強
靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化
する。」だけでなく，SDGsの各ゴールやター
ゲットにも自然災害との関連性が読み取れ
る。例えば，貧困（ゴール１），飢餓（ゴー
ル２），まちづくり（ゴール11）などが，災
害への対応と直接・間接に関わっている。気
候変動に伴う自然災害についてのݒ念が国際
的に޿がっており，世界全体の課題としてଊ
えながらも国内の現状に合わせた啓発，教育
も不可欠である。しかし，気候変動とは無関
係に日本列ౡでは地震・津波，Րࢁ෾Րが生
じ，ྺ࢙的に見ても୆風や前線の発達による

߽雨などによる自然現象が災害につながった
ことが多く記録されている。さらに東日本大
震災が未ી有の災害と言われる原因の一つに
は，෱ౡ第一原子力発電所事ނがある。ウク
ライナ情੎とも関わり，ࠓ後の原子力発電の
ѻいには，SDGsゴール̓「すべての人々の，
安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネル
Ϊーへのアクセスを確保する」とも関わり重
大な課題がಥき付けられている。
　現実的には，自然災害を防ぐ「防災」より
も「減災」の表現の方が適切である（国際的
にはDisaster Risk Reductionが用いられてい
る）が，災害後の「復興」も大きな課題とな
る。17の目標を持つSDGsでは，ゴール４に
「すべての人々への包ઁ的かつ公正な質の高
い教育を提供し，生֔学習の機会を促進す
る」が挙げられているが，全てのゴールの達
成には教育の果たす໾割は大きい。自然災害
に関しても教育の໾割は同様である。SDGs
と連動した持続可能な開発のための教育に
ついては，2005年から2014年までの「国連持
続可能な開発のための教育（Education for 
Sustainable Developmentʀ 以 後，ESDと ུ
記）の10年（DESD）」が重要な意味を持つ。
ESDを促進すること及びDESD以降も持続可
能な開発をより積極的に教育に統合していく
ために，ESDに関するグローバル・アクショ
ン・プログラム（Global Action Programʀ
GAP）が2020年までのDESDの後ܧプログラ

࣎լ大学大学院教育学研究科教授 ౻Ԭ　ୡ໵

SD(͂ɾ&SDの؍఺͔らみた๷災ڭҭ
特 集 激甚化・頻発化する災害に備える

ʕʮੜ͖るྗʯをഓ͏ֶߍ๷災のഎܠと՝୊ʕ
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ムとされた。さらに，ESDの新たな国際枠組
み「持続可能な開発のための教育：SDGs実
現に向けて（ESD for 2030）」（2020 -2030年）
においてもܧ続されている。
　本稿では，防災に関する国際動向を౿まえ
ながら，ࠓ後，国内において地域，学校にど
のような自然災害に関する教育が๬まれるの
かを，これまでの経Ңを振り返って考࡯した
い。言わば“Think Globally，Act Locally”
を防災教育にも展開し，グローカル人材を育
成する視点でଊえることを一つのபとする。
なお，本稿では防災教育の言葉に減災教育
や復興教育の意図を含んでいることを断って
おく。

ᾈ�ɹ76$"の時代にڭҭͰҭ੒͕ظ଴͞れ
るʮੜ͖るྗʯ

　近年ではSDGs実現に向けての様々な課題
解決が求められ，さらにV6CA（Volatilityʀ
変動性，6ncertaintyʀ不確実性，Complexity
ʀ複雑性，Ambiguityʀᐆດ性）の時代とも
言われる。確かにこれからの国内外の情੎は
予想がつかず，その中で国家レベルから個人
レベルまで，状況に応じた意思決定を行って
活動を進めていくことに難しさをײじること
が多い。しかし，いつの時代もઌが読めない
ことは同様であり，特に自然災害が頻発して
きた日本においては，想定外のことにも対応
せ͟るを得なかったྺ࢙がある。近代に入っ
ても，ࣉ田ಪ඙が「災難論考」で述べている
ように，「日本人を日本人にしたのは実は学
校でも文部省でもなくて，神代からࠓ日まで
根気よく続けられて来たこの災難教育であっ
たかもしれない。」は実ײするとこΖである。
田ಪ඙は文部省（当時）や学校をむしΖධࣉ
価していたとこΖがײじられるが，自然災害

に対する復興にഓわれた೜଱力，この国土で
生活するための工෉・౒力，さらには自然災
害と表ཪをなす自然のԸܙへのँײが日本に
住む人々に備わってきたかもしれない。
　学習指導要ྖの中で初めて「生きる力」の
言葉が登場してから，現在３度目の改గとな
り，教育活動においても，この言葉は重要な
キーワードとなっている。近代の日本の大き
な教育改革としては，明࣏５年の学制，次に
戦後の⺠主主義教育，そして「生きる力」を
育成する現在の学校教育が挙げられる。これ
までの２つの教育改革では日本はԤถからの
科学技術の遅れを௧ײし，Ԥถの教育をお手
本とし，知識・技能の習得に効率よく取り組
むことを目指してきた。TIMSS（国際算数・
数学，理科動向調査）やOECD生徒の学習౸
達度調査など国際比ֱ調査の結果を見る限
り，それなりの学校教育の成果は認められ
る。しかし，「生きる力」が初めて中ԝ教育
৹議会౴ਃに登場した1996年には，前年，発
生した「ࡕ神・୶路大震災」の影響を無視す
ることができない。また，2011年４月から
「生きる力」の育成の重要性が再度示された
2008年版学習指導要ྖによる教育活動が小学
校から順次始まる直前の３月11日に東日本大
震災が発生した。ࡕ神・୶路大震災後の中教
৹第一次౴ਃ（1996）では，「これからの子
供たちに必要となるのは，いかに社会が変化
しようと，自分で課題を見つけ，自ら学び，
自ら考え，主体的に൑断し，行動し，よりよ
く問題を解決する資質や能力であり，また，
自らを཯しつつ，他人とともにڠ調し，他人
を思いやる心やײ動する心など，豊かな人間
性である。たくましく生きるための健康や体
力が不可欠である。」と示し，この資質や能
力を，変化の激しいこれからの社会を「生き
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る力」とした。つまり，「生きる力」はࡕ神・
୶路大震災，そして東日本大震災によって重
要性が増したと言える。「生きる力」の育成
には自然災害に関する防災，減災，復興のた
めの教育が具体的な活動となり得る。さらに
2020年，「生きる力」がᨳわれた３度目の学
習指導要ྖによる教育課程が展開されようと
した，その新学期から新型コロナウイルスײ
છ঱によって，ࣇಐ・生徒等の登校が不可能
となってしまった。これまでの教育改革で
は，海外からのいわゆる外ѹによって進めら
れたのに比して，「生きる力」の育成を目指
した新たな教育改革は災害への対応という内
ѹによって直面したとも考えられる。
　本稿の主題は，なぜࠓ日の学校で防災教育
が重要なのか，また，これから求められる防
災教育は何か，について考࡯することであ
る。周知のとおり日本列ౡでは，自然災害は
頻発してきた。その教訓はどのように޿が
り，時代を௒えて繋がってきたのかは，教育
の課題である。災害は地域によって異なり，
発生する災害の種類そのものの想像がつきに
くいことも多い。同時代にਙ大な被害が発生
したとしても，ڑ཭が཭れれば཭れるほど，
どうしても他人事としてଊえてしまいがちに

なる。近年は報道での取ѻいも増えつつある
が，海外での大規模な自然災害に関心を高め
る人は多いとは言えない。それだけに，
SDGsゴール17の「持続可能な開発のための
実施手段を強化し，グローバル・パートナー
シップを活性化する」に示されているよう
に，防災に関しても連携的な視点は重要に
なってくる。
　さらに国内においても，自分の地域で過去
に大規模な自然災害が発生したとしても，そ
の災害を知らないことも௝しくない。国内各
地域において自然災害伝ঝのൾが見られる。
例えば，大ࡕ市にも1854年安政南海地震後に
ൾが建てられている（図１）。このൾに書か
れていることとして，1707年ๅӬ地震の際に
も大きな津波被害が生じた。しかし，被害を
受けた人も多く，Ҩ଒や被害者を気ݣって話
題にしないうちに๨れてしまい，安政南海地
震で再び൵ܶが繰り返されたことも記されて
いる。安政南海地震後の「大ࡔ大津࿘図（大
৓天क閣ଂ）」の状況を，そのまま現在のࡕ
地形図に記したのが図２である（戸૔・藤
Ԭ，2013による）。これと同じ規模の津波が
近い将来発生し，深໷など最悪の状況を想定
すると，30ສ人前後の٘ਜ਼者が発生するとい

図１ɹೆւ҆੓地震ف೦ൾ（大ࡕ市） 図２ɹࡏݱの地図上にهした津波Ḫ上Տ઒

54



2023 第34号　21世紀ひょうご

特集　激甚化・頻発化する災害に備える

う予測もᰐける。このԊ؛では，当時なかっ
た地形改変の結果として，Ϣニバーサルスタ
ジオジャパン（6SJ）など集٬力の高い施設
もあり，2025年には大ࡕສ国തཡ会の開࠵地
も存在する（図中の丸印は石ൾのഎ後のژセ
ラドーム）。過去の南海トラフ型地震・津
波の周期から，大ࡕສത開࠵中には大津波が
発生しなかったとしても，その後に想定され
る地震・津波を想定し，大規模なָޘ施設・
঎業施設には建設時から対応が不可欠であ
Ζう。
　現在，近未来に想定される自然災害に備え
て，様々な取組がされている。気象ிはじ
め，最新の科学技術によって，気象現象の変
化予測，危険予測まで進んでいる。さらには
住⺠に想定される危険の啓発，避難行動さ
え，報道やインターネットを通じて呼びかけ
られるようになっている。日常から備えを促
すために，行政が主体となって一般市⺠へ
の啓発や޿報活動も見られる。しかし，危険
予測のための科学技術が発達し，情報収集・
提供に関する社会体制が整ったとしても，
結局は住⺠一人一人の意識や行動が不可欠で
ある。
　このような経Ңからも発達の段階に応じた
教育の重要性は求められる。また，過去の災
害を風化させないためにも防災を含めた教育
には大きな期଴がされる。一方，教育はເや
ාや不安ڪ๬を与えるものであり，決してر
を与えるものではない。確かに໋をकるため
のש起は不可欠である。しかし，自然そのも
のは中立であって，人間に都合よくできてい
たり，人間に被害を与えたりするだけのもの
ではない。自然の持つԸܙと災害の両面を理
解し，むしΖ日常は自然からのԸܙの方が大
きいことを๨れてはならない。つまり，子供

の発達段階に応じて，自然のඒしさや不思議
さ，それらをつくるダイナミクスを知ること
から学び，それが災害につながることの二面
性を取ѻうことが重要であΖう。

２�．࣋ଓՄೳͳ։ൃ໨ඪとࣗવ災害΁の
対Ԡ

ᾇɹSD(sのཧղと&SD
　SDGsの教育による具現化とESDの関連性
の深さはઌ述の通りである。ESDでは，どの
ような人材の育成を目指すのかは次のように
示されている。2016年12月に発表された中ԝ
教育৹議会の౴ਃ「༮ஓ園，小学校，中学
校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要
ྖ等の改善及び必要な方策等について」に
は，「持続可能な開発のための教育（ESD）
は次期学習指導要ྖ改గの全体において基盤
となる理念である」と記された。この౴ਃに
基づき策定され，2017年３月に公示された༮
ஓ園教育要ྖ，小・中学校学習指導要ྖ及び
2018年３月に公示された高等学校学習指導要
ྖでは，全体の内容に係る前文及び総則にお
いて，「持続可能な社会の創り手」の育成が
掲げられている。持続可能な社会づくりのた
めの課題解決に必要な「̓つの能力・態度」
として，ESDの視点に立った学習指導で重視
する能力・態度が次のように示されている。
１．൷൑的に考える力　２．未来像を予測し
て計画を立てる力　３．多面的・総合的に考
える力　４．コミュニέーションを行う力　
５．他者とڠ力する力　６．つながりをଚ重
する態度　̓．進んで参加する態度である。
しかし，これらは新しい視点とは言えない。
「生きる力」の具現化として登場した「総合
的な学習の時間」のねらい，OECD-PISA型
リテラシー育成が目指すものなど，これから
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の時代を生きていくための人材育成の観点は
全て一致しているとみなされる。具体的に
は，どのような教育活動が求められるのかを
考えたとき，防災・減災・復興に関する教育
とも大きく関わっている。例えば，ESDの具
現として図３のような内容が示されている。
この図の中の「減災・防災」から「気候変動」，
「環境」，「エネルΪー」，「海洋」さらには，「国
際理解」，「世界Ҩ産・地域の文化ࡒ等」まで
にも޿がりを持たせることが考えられる。

ᾈɹࠃ࿈๷災ੈքձٞと&SD
　国際的な立場から自然災害への積極的な取
組に注目されるようになったのは，日本の自
然災害への対応から見ると，比ֱ的新しいと
考えることができる。国際的に防災が世界共
通の課題と強く意識されたのは，1990年から
の「国連防災の10年」と言っても良いだΖう。
1994年には横඿市で，第１回国連防災世界会
議が開࠵された。とこΖが，そのཌ1995年に

神・୶路大震災が発生し，自然災害によるࡕ
被害は現在のઌ進国の大都市でも無関係でな
いことが明確になった。2000年には「国連防
災世界戦ུ」が成果文書として，そしてこの
実現のためにスイス・ジュネーヴに事務局が
置かれたのは周知のとおりである。
神・୶路大震災発生から10年後の2005年ࡕ　
１月に神戸市を中心に第２回国連防災世界会
議が開࠵された。この時の成果文書が「ฌ庫
行動枠組2005 -2015」である。ฌ庫行動枠組
の時期をみてもઌ述のESDの10年とも連動し
ていることがわかる。ここでは，大きなபが
５つあり，その中で３つ目が「全てのレベル
で防災文化を構築するため，知識，技術革
新，教育を活用する」と示され，直接に教育
の໾割が示されている。
　さらに2011年に生じた東日本大震災を受
け，2015年にઋ୆市を中心に第３回国連防災
世界会議が開࠵され，その成果文書として
「ઋ୆防災枠組2015 -2030」がฌ庫行動枠組

図̏ɹݮ災ɾ防災から޿がる&4Dのల։（จՊল，20��にՃච）
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の後ܧとして国際的な防災の指਑となってい
ることは述べるまでもない。SDGsゴール11
の中でもઋ୆防災枠組はターゲット11．b
「2020年までに，包含，資源効率，気候変動
の؇和と適応，災害に対する強靱さ（レジリ
エンス）を目指す総合的政策及び計画を導
入・実施した都市及び人間ډ住地の件数を大
෯に増加させ，ઋ୆防災枠組2015 -2030に
Ԋって，あらゆるレベルでの総合的な災害リ
スク管理の策定と実施を行う。」として記載
されている。
　なお，2005年から2015年までִ年で，ฌ庫
行動枠組をフォローアップするために，スイ
ス・ジュネーヴの国連事務所でプラット
フォーム会議が開࠵された（図４は第１回目
のプラットフォーム会議において，冒಄でҪ
戸ฌ庫県知事（当時）が講ԋしている様子を
示している）。2006〜2007年では，“Disaster 
risk reduction begins at school”が国際防災
戦ུのキャンペーンとされており，日本から
も講ԋがあり，この時は筆者が当時の日本の
学校防災の現状と課題を報告したことも付記
しておく。第３回国連防災世界会議以降も同
様にઋ୆防災枠組の実現を図るために，ִ
年，同場所で開࠵が続いている。

ᾉɹֶߍ๷災のݱঢ়と՝୊
　ここで，学校現場でのこれからの教育全体
の中で，防災教育の在り方を考えてみたい。
コロナՒにおいて，2020年度当初，教育現場
はࠞཚにؕったのは事実である。しかし，必
ずしもマイナス面ばかりとは言えない。
GIGAスクール構想もコロナ前から打ち出さ
れていたが，順調に進んでいたとは言い難
かった。それがオンライン授業，そして一人
１୆端຤へと，ྩ和の教育に向けてඈ༂的に
進んだ。
日Society5ࠓ　 .0の時代に向けて，学校はじ
め社会が動き始めている。それを౿まえて
の教育として，近年，STEAM教育が注目
されつつある。STEAM教育とは，Science，
T e c h n o l o g y ， E n g i n e e r i n g ， A r t ，
Mathematicsの文理融合型の教育である。も
ともと，̨̢̩̚教育として新たな理ܥ総合
教育への取組がアメリカのオバマ政ݖ下で始
まった。科学技術人材育成のための小学校か
らの導入である。STEM教育もE-STEM（E
とは環境を示す），STREAM（Rとはロボッ
ト）など，様々なバリュエーションを持つ。
　ै来から，科学・技術・社会相ޓの関連
（Science-Technology-Society）は重視され
てきた。特に環境問題は，この視点が不可欠
であり，防災教育や資源・エネルΪー問題
も，この点からଊえることが可能である。日
本列ౡでは繰り返し発生する土࠭災害である
が，これらを整理すると図５のようになる。
かつては一般市⺠にとって，科学的に理解が
困難なことは専門家に任せておけば良かっ
た。しかし，ࠓ日では専門家も市⺠が理解で
きるように説明する義務がある。例えば，医
療の世界では，インフォームドコンセントが
࿈防災ϓϥοτϑΥームձٞࠃは医学的知識図̐ɹୈ１ճࢣがりつつある。専門家の医޿
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等詳しくないױ者に対してもわかりやすく状
況を説明し，ױ者はೲ得いくまで質問し，手
術等処置を受けることになる。また，専門家
は特定ྖ域の知識を有していたとしても課題
解決にまで導いてくれるとは言えない。新型
コロナウイルスײછ঱に対しても，確かに໔
Ӹやײછ঱についての専門家はいても，個人
の行動から政策の意思決定については限界が
あることが明確になった。ࠓ後も市⺠を८る
様々な課題について，結局は個人が適切と考
える行動を取ら͟るを得ない。
　自然災害に関する防災，減災，復興などに
ついての在り方も同様である。SDGsにおい
ては，ゴール11の中で「包ઁ的で安全かつ強
靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人
間ډ住を実現する」が示されているが，行政
だけに依存しても実現はݫしい。これまで，
確実に存在する正解のみをѻっていた学校教
育に変化が求められている。

３．日本のֶڭߍҭの՝୊とظ଴
ᾇɹάϩーΧルਓࡐのҭ੒
　国際化が著しいࠓ日，グローバル人材の育
成については，様々なとこΖで指ఠされてい
る。しかし，日本の現在を考えると，持続可
能な地域づくりに取り組む人材の育成も不可
欠である。ࠓ後の日本の課題として，環境と
の調和を考えたグリーン政策，ICTを中心と
した技術革新，少子化への解決，地方創生化
に向けた取組が挙げられている。特に後の二
つについては，なかなか効果的な方法が生み
出せているとは言えない。都市部と地方とで
の様々な֨ࠩがݒ念される。地方を支える産
業・人材の育成はࠓ後一૚求められる。地方
での災害発生について，地域のਰ退化につな
がることを્止するだけでなく，新たな地域
を復興する計画や取組も見られる。
　地方に関わらず，各地域の特色を学ぶこと
は日常生活との関わりから重要である。特に

造成地の被害 

前線の発達,台風
等による豪雨  

開発許可  
経済性  

地形(自然)改変 自然条件 

技術の発達 

社会条件 

重機の発達 開発の要請

法律 地質 

図̑ɹՊֶɾ技術ɾ社ձの૬ؔޓ࿈からΈた଄成地のඃ害
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日本列ౡは面積の割には，気候，気象，地
質，地形，水文，২生，生態ܥなどの自然環
境は大きく異なっている。次に述べるよう
に，日本の教育システムとして学習指導要ྖ
の໾割は大きい。しかし，全国画一的な教育
内容を取ѻうにあたって，意義もあるが課題
も存在するのも事実である。確かに，全国同
じ内容を同程度に取りѻうことは義務教育段
階においても，教科によっては不可欠であ
り，科目ごとのレベルでも求められるとこΖ
はある。しかし，教科としての理科では，科
目として物理・化学のような地域に関わらず
普ว的な内容と，生物・地学のような地域に
よる特घ性を反映した内容もある。地域の自
然災害を理解し対応するためには，地域の自
然環境の知識や理解も重要である。

ᾈɹ஍ֶڭҭのॏཁ性と՝୊
　自然災害に関する防災教育でݒ念されるの
は，自然を理解することが重要であるが十分
に地ٿや自然環境に関して体ܥ的に学ばれて
いないことである。国内でのナショナル・カ
リキュラムとしては，学習指導要ྖによる教
育課程が法的根ڌを持ったものとしての設定
がされている。現学習指導要ྖでは小学校か
ら高等学校まで，理科の学習は「物理」「化
学」「生物」「地学」の４ྖ域に整理され，ܥ
統的に体ܥ化されている。しかし，義務教育
段階までの理科４ྖ域のバランスのよい教育

課程の配列に比べ，高等学校になると，地学
を学ぶ機会は֨段とམちる。例えば，表１は
ྩ和４年に実施された大学入ࢼ共通テストの
理科の科目受験者割合を示したものである。
「地学基ૅ」「地学」受験者は，他の科目受
験者と比べても非常に少ない。特に専門性の
高い「地学」受験者は，延べ受験者のわずか
0.3％に過ぎない。確かに地質学者，気象学
者，天文学者などは，高校時代に物理・化学
などをしっかり学んでおくのは重要であΖ
う。しかし，大学に入って新たに地学分野の
専門家を意識する学生は多いとは思えない。
　地震・津波の発生，Րࢁ෾Րなどによる災
害，気象災害，土࠭災害につながる風水害に
ついては，基本となる自然現象の知識が不可
欠である。地質，地形，気象など，それらの
基本的な知識は，理科の中でも地学（義務教
育では地ྖٿ域）で習得される。それが実質
義務教育段階でཹまっており，高等学校での
教育課程でも期଴できないとなると，地域教
育，社会教育での޿がりを考えたい。実際，
各地域のジオパークでは，自然災害の啓発・
教育にも関連した展開が見られる。
　教育制度の課題として，文科省においても
学習指導要ྖなど教育課程を୲当する部局
は，防災教育を୲当する部局とは異なってい
ることも無視できない。前者は初等中等教育
局の中で，理科や地学など各教科や各科目の
中でどのような内容を取ѻうかを決めている

ද１ɹྩ࿨4年大ֶ入ڞࢼ௨ςετཧՊにおけるՊ໨ผडऀݧ਺౳（大ֶ入ࢼηンターによる）
科目名 物理基ૅ 化学基ૅ 生物基ૅ 地学基ૅ 延受験者計

受験者数（人） 19 ,457 100 ,644 125 ,799 44 ,101 290 ,001
科目選୒率（�） 6.7 34 .7 43 . 4 15 . 2

科目名 物理 化学 生物 地学 延受験者計
受験者数（人） 148 ,585 184 ,028 58 ,676 1 ,350 392 ,639
科目選୒率（�） 37 .8 46 .9 14 . 9 0 . 3
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が，後者は総合教育政策局（かつてはスポー
ツ・੨少年局として୲当していた）の中で防
災（災害安全）を含む学校安全を実施するに
あたっての方法を決定する。例えば，「東日
本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関
する有識者会議」（2011年９月中間とりまと
め，2012年̓月最終報告），その後の「学校
防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手
引き」（2012），「東日本大震災における学校
等の対応等に関する調査研究報告」（2012），
「学校防災参考資料ʰ生きる力ʱを育む防災
教育の展開」（2013）はスポーツ・੨少年局
（当時）によるものであった。さらに文科省
は，「学校安全の推進に関する計画」（2012〜
2016年度), ň第２次学校安全の推進に関する
計画｣ (2017〜2021年度），そして「第３次学
校安全の推進に関する計画」を2022年度から
周知している。これらの一連の計画は，学校
保健安全法に基づき，各学校における安全に
係る取組を総合的かつ効果的に推進するた
め，５年間の計画として国が策定するもので
ある。ただ，教育課程との連動が十分となっ
ているかは課題である。
　SDGsゴール４のターゲットでは，「４．̰　
子供、ো害及びジェンダーに配慮した教育施
設を構築・改良し，すべての人々に安全で非
暴力的，包ઁ的，効果的な学習環境を提供で
きるようにする。」と記されているが，学校
の安全環境を考えると，自然災害への対応も
無視できない。東日本大震災で最大の٘ਜ਼者
（教৬員13名中10名，ࣇಐ104名中74名内２
名は自宅）を生じた石巻市立大઒小学校で
は，救えた໋が救えなかった学校の責任を問
い，最高ࡋまで争われたのも学校防災に大き
な影響を与えた。2018年10月に，最高ࡋの決
定があり，߇ૌ৹൑決が確定した。その理由

としては，「校長らは安全確保義務をཤ行す
るために必要とされる知識及び経験は，地域
住⺠が有していた平均的な知識及び経験より
もᴴかに高いレベルのものでなければなら
ず，高い確率で発生が想定されたٶ৓県ԭ地
震（想定された地震）により発生する津波の
被害を受ける危険性を予見することは可能で
あった。」「教ࢣは，ࣇಐ生徒の安全を確保す
るために，津波ハザードマップ等は，ࣇಐ生
徒の安全に直接関わるものであるから，独自
の立場からその信頼性等について検討するこ
とが要੥されていた。」など，学校長や教員
は子供の໋をकるために，地域の自然環境に
根ࠩした防災・減災の認識が不可欠であるこ
とを明確にしたものと読み取れる。ٶ৓県や
石巻市としても「津波の予見可能性につい
て，発災前の学校現場に対し༨りにも過大な
義務を課しており，学校保健安全法が求める
義務を大きく௒えているとともに，過去のࡋ
൑例の൑断基準からしても，予見可能性の範
囲をҳ୤していること。」などを上告の理由
としたが，これらは٫غされた。大઒小学校
の൑決を教訓として，文科省は，「学校のh 危
機管理マニュアルʱ等のධ価・見直しガイド
ライン」を作成し，2021年６月に公表した。
チェックリストฤ，解説ฤ，サンプルฤな
ど，非常に細かく多様な記載のためページ数
が多く，文科省のץ行物としてもこれほどの
内容と量をもつ類書は見られない。
　自然災害の多発する日本においては数多く
のૌু事例があり，現在も水害，Րࢁ෾Րの
予見性について争われている。SDGsゴール
16「持続可能な開発のための平和で包ઁ的な
社会を促進し，すべての人々に࢘法へのアク
セスを提供し，あらゆるレベルにおいて効果
的で説明責任のある包ઁ的な制度を構築す
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る」ことは，人間活動が自然災害にどのよう
に関わったか，将来の教訓とするためにも
様々な視点での検証は重要であると考えられ
る。ただ，その結果は災害との関係如何を問
わず，常にٙ問が࢒されている。

４．これ͔らのֶߍ๷災の構ஙに向けて
　本稿では，国際的な動向を౿まえながら，
学校教育を中心に防災教育をଊえてきた。最
後に，まとめに代えて，学校防災の意義を整
理したい。現在，防災教育を学校で行うこと
の重要性はこれまでも繰り返し述べてきた。
特に次の̓つの項目にߜって示してきた（例
えば，藤Ԭ，2021など）。それらを౿まえる
とともにSDGsの視点と関連付けたい。
①　将来の備えに繋げるためにも਎近な地域

の過去の災害を知る
　過去に発生した自然災害はࠓ後も発生する
可能性が高い。地域の過去の災害を学び，教
訓を未来に活かす学びは，防災教育の基本と
なる。2002年３月に閣議設定された「第３次
学校安全の推進に関する計画」では，各地域
の現状に基づいた学校安全が意図されてい
る。日本列ౡでは，地震に伴う津波の発生に
よる被害が予想される地域ࠩも存在する。海
のない県もあれば，日本海など石઒県以੢で
はこれまで津波による被害は見られない。୆
風が直ܸしやすい地域もあれば，߽雨につな
がる前線は国内のどこにでも発生する可能性
がある。ઌ述のSDGsゴール11「包ઁ的で安
全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都
市及び人間ډ住を実現する」に連動して，ど
のように住みよい街づくりを構築するかは，
。後ますます求められるࠓ
②　移動が著しい時代では，日本各地で発生

する自然災害を理解する必要がある

　①で৮れたように，日本列ౡでは地域に
よって発生する自然災害は異なっており，地
域の自然環境や自然条件を౿まえた防災教育
は不可欠である。しかし，移動の著しい時代
でもあり，特に子供たちは国内で生じる可能
性の高い自然災害を知っておく必要がある。
この際，自分達が被害にૺわないために，と
いうことだけでなく，被災地や被災者を他人
事とは考えず，自分に置き換えて考えること
によって，自分達は被災地に何ができるかを
意識する࢟੎が必要である。実際に，自分が
災害にૺうより他の人が被害にૺうことが多
いため，支援者としての࢟੎や意識をഓっ
ておくことも国や地域全体としては大切であ
Ζう。
ᶅ　防災（災害安全）は安全・危機管理の基

本である
　防災教育でཆわれた危険を予測・൑断した
り，予想される災害から自分達をकったりす
る行動を取ることは，他の危機管理について
も生かされることを期଴したい。現在，学校
安全は，生活安全，交通安全，災害安全の３
ྖ域から構成されている。つまり，災害安全
で学んだ成果は，事件・事ނなどの被害にも
⁊わないための生活安全や交通事ނから自分
をकる交通安全にも生かされる必要がある。
これには日常の避難訓練でも，なぜ，このよ
うな行動を取るのか理解しておくことも求め
られる。SDGs3 .6のターゲットでは，「2020
年までに，世界の道路交通事ނによるࢮ傷者
を൒減させる。」と記され，交通事ނによる
。傷者数を激減させることも記されているࢮ
ᶆ　ઌ行き不透明な時代に「生きる力（生き

ൈく力）」をഓう
　 正 解 が な い， も し く は 一 つ で は な い
V6CAの時代にも生きൈくために，これか
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らの教育の在り方が問われている。本稿でも
述べたようにܧ続されて「生きる力」の育成
をᨳった学習指導要ྖが改గされる度に，東
日本大震災や新型コロナウイルスײછ঱等大
きなিܸが教育界に生じた。まさにこれから
の想定外の災害，事件・事ނ等への「生きる
力」が求められている。「生きる力」は体力
や健康が重要であり，SDGsゴール３「あら
ゆる年ྸのすべての人々の健康的な生活を確
保し，෱ࢱを促進する」を達成するために
も，これと関連して具体的な危険予測，危
機管理に備える力を防災教育では期଴されて
いる。
ᶇ　学校と地域との新たなつながりを考える
　これまで，学校や教員は子供達の安全をक
るために様々な取組をしてきたが，学校だけ
では，子供達をकるための取組には限界があ
る。逆に災害時，学校は地域にとって，物理
的にも精神的にも大きなڌり所となる。学校
施設等を֩にした日常からの地域と学校との
新たな結び付きが期଴されている。
　教育システムについても同様である。これ
まで各都道府県の行政でも公安ҕ員会（警
と教育ҕ員会（学校）は，一般行政に携（࡯
わる知事部局から独立していた。東日本大震
災の被災地では，災害時，行政のいわゆる縦
割り体制では，٤緊の対応が不十分であった
ことが報告されている。各都道府県の一般行
政・教育行政としても日常から防災体制・危
機管理への構築からは，連動する必要も考え
られる。
ᶈ　自然環境・科学技術の二面性を知り，Ҟ

の念をഓうँײ・ܟ
　自然は災害以上に日常は多くのԸܙを地域
に与えている。自然は人間にとって都合よく
できているのでなく，その二面性を理解でき

るような教育活動も重要である。SDGsゴー
ル14「持続可能な開発のために海洋・海洋資
源を保全し，持続可能な形で利用する」，
ゴール15「཮域生態ܥの保護，回復，持続可
能な利用の推進，持続可能な৿林の経営，࠭
യ化への対処，ならびに土地の劣化の્止・
回復及び生物多様性の損ࣦを્止する」に示
されたように自然との調和は不可欠である。
෱ౡ第一原子力発電所事ނによって，原子力
発電の安全神話は่れた。かつては公害時代
に日本は大きな経験をしたとも言える。自然
だけでなく科学技術にも二面性があることを
知る必要がある。SDGsゴール12「持続可能
な生産ফඅ形態を確保する」と連動して考え
ていく必要がある。
ᶉ　自分が社会にどう貢献できるかを考える

機会となる
　子供は，日常から教員や大人によってकら
れている。しかし，子供の発達段階から，自
分がどのようなことで地域や周囲に貢献でき
るのかを考えることも大切である。防災教育
では人と関わるキャリア教育への意識を育て
ることも可能である。SDGsゴール̔「包ઁ
的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々
の完全かつ生産的なޏ用とಇきがいのある人
間らしいޏ用（ディーセント・ワーク）を促
進する」とも関連して，あらゆる仕事は人と
関わり，人の安全を配慮した業務が課せられ
ている。また，危険予測がない仕事がなく，
常に最悪を想定することが危機管理の基本で
あり，このような࢟੎は防災教育の中でཆい
たい。
　地域から世界への繋がりの意識を育成する
ことも重要である。本稿でも৮れたように，
日本は防災を通して，様々な貢献をしてき
た。SDGsゴール17「持続可能な開発のため
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の実施手段を強化し，グローバル・パート
ナーシップを活性化する」とも連動して，
世界にリーダーシップを発شできる数少ない
内容であるかもしれない。ハード面の貢献だ
けでなく，教育・啓発活動などのソフト面
でのಇきかけも，ࠓ後ますます期଴されるだ
Ζう。

文ɹ献
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１．։ܦ࠵Ң
　当機構では、ࡕ神・୶路大震災や東日本大
震災の経験、教訓を発信するシンポジウム
を、平成25年度から３年間、ே日新ฉ社と開
し、27年度には東๺大学災害科学国際研究࠵
所の参画を得て、津波災害研究機関とのネッ
トワーク化に取り組んだ。こうした実績を౿
まえ、平成28（2016）年６月に当機構、ே日
新ฉ社、東๺大学災害科学国際研究所のࡾ者
は、防災・減災や復興をテーマにした「21世
文明シンポジウム」をྩ和２年度までの５ل
年間共࠵するڠ定をక結した。以来、初回は
熊本市（熊本地震の被災地）、第２回は名ݹ
屋市（テーマ：南海トラフ地震）、第３回は
新ׁ県（新ׁ県中ӽ地震から15年）、第４回
は神戸市（ࡕ神・୶路大震災から25年）、第
５回はઋ୆市（東日本大震災から10年）で開
年度は、５年間実施してきたシンポジࡢ。࠵
ウムを総括するため、ट都直下地震や南海ト
ラフ地震への備えをテーマに開࠵した（新型
コロナウイルスײછ঱の影響により、ே日新
ฉ東ژ本社からオンライン配信）。ࠓ年度よ
り、「21世ل減災社会シンポジウム」と名称
変更し、引き続きே日新ฉ社と共࠵で防災・
減災や復興をテーマにしたシンポジウムを開
。していく࠵

２．։֓࠵ཁ
神・୶路大震災以降、地震の活動期にࡕ　
入ったといわれる日本列ౡでは、޿域にわた
る複合災害をもたらした東日本大震災をはじ
め、新ׁ県中ӽ地震、熊本地震など地震災害
が多発している。ࠓこそ「災後」の教訓や知
見を「災前」の備えにつなげ、人と自然との
共生、安全安心を༏ઌするl災後の文明zの創
造へと歩みを進めていかなければならない。
こうした認識のもと、ࠓ回は、1923年９月に
発生した関東大震災から100年となる節目を
機に、ഭり来るट都直下地震や南海トラフ地
震などのڊ大災害に備え、持続可能な減災社
会を構築するための方策等について考えるた
め、「21世ل減災社会シンポジウム」をオン
ライン開࠵し、563名が視ௌした。

ʻʻ֓ཁʼʼ
開࠵日： ྩ 和５（2023）年１月20日（金）

13時30分〜17時
：影・配信会場ࡱ

ே日新ฉ東ژ本社新ؗスタジオ（東ژ都
中ԝ۠築地５−３−２）

主 当機構、ே日新ฉ社：࠵
後 援： 内閣府政策統括׭（防災୲当）、

復興ி、総務省ফ防ி、東ژ都、
ฌ庫県、関੢޿域連合

τ ϐ ο Ϋ ε

ʮؔ౦େ਒災͔ら�00೥
ɹɹɹ〜܇ڭをܧঝしɺഭΓདྷるେ災害にい͔͢ʯ

減災ࣾձシンϙジ΢ムلੈ��

ެӹஂࡒ๏ਓͻΐ͏͝਒災ه೦��ੈػڀݚل構ɹڀݚઓུηンター

64



2023 第34号　21世紀ひょうご

トピックス

ʻʻϓϩάϥムʼʼ
ओऀ࠵ɾऀ࠵ڞѫࡰ

中ଜ　࢙࿠
ே日新ฉ社　代表取క໾社長

ԋߨௐج
テーマ「 関東大震災100年に、ट都直下

地震への対応を考える」
平田　直

東ژ大学名༪教授・同大学地震研究
所特任研究員

ύωルデΟεΧοション
テーマ「 持続可能なʰ減災社会ʱを目指

して」
ύωϦετ

伴屋　　一
（ ੻見学園ঁ子大学教授・元東ژ都൘橋

۠৬員）
田　ହ子܃
（神戸大学大学院工学研究科।教授）
藤　།行ࠤ
（ 一般社ஂ法人フェーズフリーڠ会代表

理事）
৓　തོݹ
（ே日新ฉ社東ژ社会部記者）

ίーデΟωーター
و　　ਥޚ
（ ひΐうご震災記念21世ل研究機構研究

戦ུセンター長ʗ東ژ大学名༪教授）

૯ׅ
テーマ「 関東大震災から学ぶこと〜ே日

新ฉ社所ଂのࣸ真記録とともに」

小林　෣子
ே日新ฉ社東ژ社会部次長

಄　真ضඦޒ
ひΐうご震災記念21世ل研究機構理事
長ʗฌ庫県立大学理事長

３．։݁࠵Ռ

■　基調講演　平田　直
（�東京大学名誉教授・同大学地震研
究所特任研究員）

「�関東大震災100年に、首都直下地震へ
の対応を考える」

　自然現象として
の地震がどこで起
き、どのような被
害が起きるかは、
ྺ࢙の教訓を学ぶ
ことによってある
程度は予想するこ

とができる。
　12年前に起きた東๺の地震は、①日本列ౡ
の東൒分が༳れた空間的な޿さ　②༨震や地
֪変動がࠓでも続いている時間的な長さ　の
２つの意味で大変大きな地震である。当時と
同じマグニチュード９クラスの地震の発生率
は極めて低いが、̓〜̔クラスの地震は起き
る可能性がある。
　๺海道のଠ平洋ԭでも、近い将来強い地震
が予想されている。この地震がݫౙ期に発生
すると、低体Թ঱も含め、٘ਜ਼者が20ສ人に
上る複合災害となると言われている。
　南海トラフでは、ྺ࢙的にڊ大地震が繰り
返されてきており、ࠓ後30年間に発生する確
率は70〜80％。いつ起きても不思議ではな

ʮؔ౦େ਒災͔ら�00೥
ɹɹɹ〜܇ڭをܧঝしɺഭΓདྷるେ災害にい͔͢ʯ
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うに負けを減らすか。建物の଱震化、関連ࢮ
の防止、高૚住宅のトイレ問題が、解ফすべ
き「３大ボトルネック」である。高知県ࠇ潮
町のように、住⺠の自ݾ負୲がない଱震化シ
ステムを各自࣏体で取り入れてほしい。௞ି
住宅は、଱震性表示を義務づけるべき。ま
た、熊本地震では、関連ࢮが直接ࢮの4.5ഒ
に上った。特に行政が把握しにくい在宅避難
の高ྸ者が٘ਜ਼になった。׭⺠連携で被災者
支援センターをॆ実させ、被災地内外から支
援者を呼び、在宅高ྸ者の共助による見कり
体制をつくることが必要だ。さらに、普段か
ら階段の上り下りが困難な高ྸ者は、マン
ションのトイレが使えなくなると自宅から下
りてきて໭れなくなり、避難所に人があ;れ
る事態が予想される。簡易トイレを自宅やマ
ンション管理で備え、マンション住⺠が在宅
避難できるようにすべきだ。

関東大震災では、後藤新平が震災前東　ా܃
市長の時に作成した都市長期計画を基に復ژ
興が進められた。ࡕ神・୶路大震災時の神戸
市にも、10年ビジョンという構想があった。
大災害後速やかに復興するためには、平時か
ら都市問題を整理し、改善計画を持っておく
ことが必要だ。2018年の大ࡕ府๺部地震で自
宅が被災した。ट都直下の想定に比べれば小
さい地震だが、屋根やנを直す技術者が不足
し、被災地で損յした住ډ等が復旧するのに
２年ほどかかった。復旧・復興の技術をઈや
さないため、人を育てる仕組みが求められ
る。

日常時と災害時というフェーズを取り　౻ࠤ
෷う「フェーズフリー」という概念を提唱し
ている。多くの人は、日常時に災害時を想像

い。発生すると神ಸ઒県੢部から࡚ٶ県ま
で強く༳れ、高知県では34ｍの津波も予想さ
れる。
　ट都直下地震は、30年以内に発生する確率
が70％。その中で東ژ都は、ࡢ年５月、໿10
年ぶりにट都直下地震の新しい被害想定を出
した。都内の想定ࢮ者数は、建物の଱震化が
進み、出Ր率が下がることで10年前の６割に
減ったが、そのうち̓割がՐ災で٘ਜ਼になる
と想定される。特に、関東大震災後の移住で
木造家屋が密集する、ࢁ手線の外側にリング
上に޿がる地域が危ない。ここに180ສ人が
住んでいる。ट都ݍだけでなく、大ࡕや名ݹ
屋等の都市部でも木造住宅が密集し、଱震化
されていない場所がある。
　関東大震災では、マグニチュード7.9の地
震の５分後とཌ日にマグニチュード7.3の地
震が起きた。熊本地震もそうであったが、大
きな地震の後にさらに大きな地震が続くこと
も想定しなければならない。また、関東地震
発生時に୆風が来ており、その強風でՐ災が
であった。地震とࢮ者の９割がমࢮ、がり޿
୆風が重なるような複合災害も想定する必要
がある。一人ひとりの備えとして大切なの
は、災害を地理的・ྺ࢙的に学び「防災リテ
ラシー」を蓄え、建物の଱震性を強化し、Ր
災を減らす設備を整えること。また、定性的
な被害想定である災害シナリオを確認して、
਎の回りに起こることを理解し、対処するこ
とである。

■　パネルディスカッション
「持続可能な『減災社会』を目指して」

パネリスト報告概要
伴԰　ट都直下地震に人は勝てない。どのよ
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することは難しく、備えられない。そこで日
常時に使う঎品やサービスを、災害時にも使
える、໾に立つデザインにしていこうとして
いる。例えば、トϤタ社のハイブリッド車
「プリウス」は、環境とおࡒ෍に༏しいとい
う理由でചれているが、災害時に４日分の電
源供څが可能な「フェーズフリー」੡品であ
る。こうした災害時にも使える日用品・サー
ビス・施設を঑ྭすることで、繰り返す災害
を解決する力としたい。

৓　関東大震災では、流言やデマによってݹ
ே઱人や中国人などઍ人以上の方が٘ਜ਼にな
り、武ثを持った多数者が非武装の少数者を
害するような事態もあった。東日本大震災ࡴ
でも、Ҩ体から指を切って指ྠを౪むなどの
話が出たが、実態とかけ཭れていた。大災害
が起こると、こういう話が出回り、୭もが信
じてしまう可能性があることが専門家から指
ఠされている。流言は、人から人へ伝わるײ
છ঱のようなもの。関東大震災や東日本大震
災等、過去の流言事例から学ぶことが「流言

ワクチン」となり、災害にૺっても流言に࿭
わされなくなる。流言ワクチンとなる報道を
平時から心がけたい。

意見交換概要
ਥ　減災にトイレの問題の解決が不可欠でޚ
あるという点を具体的に。

伴԰　東日本大震災、熊本地震で現地入りし
て実ײした。各家ఉが個人用の簡易トイレを
備え、マンション管理組合等が管理අで備
え、それでも足りない分を行政が備蓄する体
制整備が急務である。国でも東ژ都でも、マ
ンション防災を୲当する部ॺが明確でないこ
とが課題である。新型コロナウイルスײછ঱
対策で、ウイルスをดじ込めてしまうトイレ
が開発されているので、ප院や෱ࢱ施設に導
入すれば、災害にもײછ঱にも強いフェーズ
フリーとなるのではないか。

ਥ　視ௌ者からの質問１「コロナՒにおけޚ
る防災・減災対策の変化と新たな課題」

67



2023 第34号　21世紀ひょうご

トピックス

伴԰　コロナՒによりソーシャルディスタン
スをとることが求められ、避難所へ行けな
い、交流の機会やコミュニティー活動が減っ
ているという困難がある。一方、衛生環境は
良くなった。旅ؗ・ホテルも使い、分ࢄ・少
人数の避難体制をつくΖうとしている。

৓　元々避難所が足りていない状況でさらݹ
にディスタンスが求められ、受け入れ人数が
大きな課題。
　ट都ݍのような大都市では、帰宅困難者に
対し、受け入れ可能な一時滞在施設がѹ౗的
に少ない。ײછ঱と緊急対応のどちらを༏ઌ
するかが課題。

伴԰　帰宅困難時には「近くで一番安全そう
な建物に入って当面動くな」。移動するとリ
スクが上がる。特に駅に向かってはいけな
い。

৓　「電車が止まったらいかに自宅に歩いݹ
て帰れるか」とޡ解してはいけない。大きな
༨震が起こり、಄上にものが౗れてくる、܈
ऺが道路にあ;れ、緊急車両が救助活動でき
ない、ऺ܈ઇ่が起きるなど、歩くことで想
定される危険がいっͺい。動かず情報収集す
るべき。

伴԰　マンション住⺠は、普段交流がない
が、震災時には運໋共同体でڠ力し合う。そ
れを普段からできれば良いのだが。

ਥ　視ௌ者からの質問２「学校・教育現場ޚ
におけるフェーズフリーの事例」

学校設備をフェーズフリーにするのも　౻ࠤ

あるが、明日から取り組めるのは、授業を
フェーズフリーにすること。フェーズフリー
を教える授業ではなく、例えば、津波の速さ
や౸達時間を算数や体育などط存の科目に取
り入れる。避難所として備蓄したい物品とし
ては、計量メモリのついた紙コップ、݂流改
善ができるデザインの付いたティッシュボッ
クス、普段も書きやすく災害時雨中でも使え
る加ѹ式ボールペンなどがある。

ਥ　最後に、これからの安全・安心な社会ޚ
づくり、減災社会実現に向けた提言を。

伴԰　行政は、高૚住宅の高ྸ者の防災を༏
ઌして考えるべき。൴らが在宅避難できる体
制を整え、助言することが、全住⺠の防災対
策に繋がる。

人口減が問題。土木やインフラの利用　ా܃
者が減るが、作り手も減る。インフラを整備
できる技術者を育てることが持続可能な社会
を構築するために必要だ。

災害の解決には、ボランティアや行政　౻ࠤ
だけでなく、産業界も利ӹを生みながら参入
していくことが必要。社会全体で防災に取り
組める仕組みづくり、あらゆるものが非常時
にも໾立つようにデザインされていくことが
求められる。

。৓　防災報道のフェーズフリーを考えたݹ
防災に特化した報道でなくても、SNSを含め
た情報リテラシーを高める報道、国際理解・
多文化共生・ダイバーシティに関する報道
も、災害時の流言やデマをԡさえる「流言ワ
クチン」の効果があるのではとײじた。視野
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を޿げ、災害に強い社会に繋がっていく報道
を心がけたい。

■　総　括
「�関東大震災から学ぶこと～朝日新聞
社所蔵の写真記録とともに」

খྛ　関東大震災
では、ே日新ฉ東
本社もমけてしژ
まったため、東ژ
でࡱったࣸ真を大
本社へ記者が運ࡕ

び、大ࡕから号外等で報道した。大ࡕから被
災者へҚ問品（支援物資）も配った。
をࡒ範囲に及ぶ建物の่յやমࣦ、家޿　
持ってಀげる人々がࣸ真に࢒されている。震
源は神ಸ઒県੢部だったため、実は神ಸ઒県
の被害が大きかった。土่࠭れを起こしたശ
根、津波に襲われた伊౾のࣸ真もあり、地震
と୆風の相乗効果で建物่յ、Ր災、土่࠭
れ、津波等の複合災害が起こってしまったこ
とがわかる。
　当時と都市の状況は大きく変わっている
が、教訓を生かしながら新たな課題とその対
処について報道し続けていきたい。

಄　関東大ضඦޒ
震 災 か ら ࠓ 年 で
100年。当時から
都市の構造は変わ
り、街全体が೩え
上がるような危険

性は減ったが、木造住宅܈がࢁ手線の外側な

どに࢒っていて、Ր災はࠓなお要注意だ。
　他方、過度な人口集中に加えて、高૚マン
ションなど、新しい都市形態ゆえの災害も問
題だ。階段を上り下りできない高ྸ者も多
く、৯料や水に加え、トイレの備蓄もなけれ
ば、災害時は自宅で過ごせないだΖう。
　パネル討論では、流言ඈޠによるே઱人等
のࡴٮの問題が取り上げられた。ߐ戸時代、
多発したՐ事を防ぐ力となったコミュニ
ティーごとの「町Րফし」、ࠓで言う「自主
防災組৫」の結ଋが、よそ者ഉআという負の
方向に出てしまった。このような流言ඈޠに
よる٘ਜ਼をなくすため、ࡕ神・୶路大震災で
も東日本大震災でも、ฌ庫県警、ٶ৓県警が
啓発に౒力した。それが流言ඈޠによる集ஂ
൜ࡑを抑え、外国から৆ࢍを受けるような模
範的な行動に繋がった。
　また、建物の଱震化で自ݾ負୲がないシス
テムをつくっている高知県ࠇ潮町などの自࣏
体の取り組みが঺介された。自ݾ負୲できな
い人たちを支えて共同体全体の強化を図るこ
とが、公共の重要な仕事だ。
　事前に「ट都୤出」もࢼみるべきだ。オン
ラインでいΖんなことができる時代。過度に
一極集中して危険になった所から཭୤分ࢄし
ておくことも考えたい。
　関東大震災後に、後藤新平が迅速に思い
切った復興案を示せたのは、災害が起こる前
に新しい東ژのあり方を研究していたから。
神・୶路大震災でのฌ庫県も同じだ。「創ࡕ
造的復興」は、災害の後から考え初めても成
し਱げられない。あらかじめ研究と構想が必
要だ。
　最後に、「フェーズフリー」の発想からも
思うが、災害が起きてから解決すること以上
に、平時から強ݻなコミュニティーを築き災
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害に強くなっておくことが大事だ。地域にお
りがあるかどうかが、生存救出の率を変えࡇ
るとฉいた。おࡇりで஥良くなると災害時に
は運໋共同体となり、৸たきりのおばあちΌ
んをみんなで救助に行く。地域の安全保োを
可能にするようなコミュニティーを、日ごΖ
からつくるという目標を持って対応していく
ことが、結局は防災にとって一番いいのでは
ないかということを、ࠓ日の議論の中で௧ײ
した。

４．シンϙジ΢ムの৘ใൃ৴
　１月20日のシンポジウムの内容について、
２月２日付けのே日新ฉேץに詳報が掲載さ
れた。

また、ࠓ後、報告書をまとめて当機構のホー
ムページ（https://www.hemri21 .jp/research-
strategy-center/academic-exchange/a-e-
intellectual-exchange/#no01）に掲載するこ
とにしている。
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　ྩ和４（2022）10月26日（水）、27日（木）
に「第11回自࣏体災害対策全国会議」を開
しました。この会議はその都度異なる形࠵
で襲ってくる大災害に対処するため、全国
の自࣏体৬員等が知見を共有し、備えを高
めようと平成23（2011）年度から開࠵して
います。ࠓ回は「Ӣઋ普ַݡ෾Ր災害30年
を経て　〜地域社会における災害への備
え」をテーマに、長࡚県ౡ原市で開࠵し、
自࣏体৬員など全国から໿570人が参加し
ました。

　初日は、実行ҕ員会ҕ員長のᜊ藤元඙・
ฌ庫県知事のビデオレターによる主࠵者あ
いさつ、大石ޗݡ・長࡚県知事の開࠵地代
表あいさつ（代読：平田研・長࡚県෭知
事）に続き、Րࢁ෾Ր予知連絡会会長のਗ਼
水洋・۝भ大学名༪教授が「Րࢁ෾Րの特
௃と෾Ր予知の現状を౿まえたՐࢁ防災の
課題」と題して基調講ԋを行いました。日
本は111の活Րࢁを有する世界有数のՐࢁ
国で、うち50のՐࢁは気象ிが24時間体制
で観測しています。Րࢁ災害は、༹ؠ流や
Րࡅ流、෾石、降փなど多様で、時に地震
や津波を伴うとともに、長期化しがちで
100年以上というέースもあります。一
方、෾Ր予知は道൒ばで、観測と基ૅ研究
をܧ続した上で関係機関などが連携して対
策を進めるとともに、Րࢁと共存しながら

生きていく知ܙが求められるとしました。
　続いて、ࣨ㟒ӹً・神戸大学名༪教授ʗ
ฌ庫県立大学名༪教授が「地域防災・減災
の新展開−まちづくりに防災・減災を৫り
込む」と題して基調講ԋを行いました。現
代の災害対策の原点は、Ӣઋ普ַݡ෾Ր災
害での対応にあり、避難行動や生活再建な
どの教訓がࡕ神・୶路大震災に引きܧがれ
ました。一方、災害はڊ大化、頻発化、複
合化しており、防災にも少子高ྸ化や過
ૄ・過密化などを౿まえて、社会の体質や
都市構造の強化、減災文化のৢ成を図る必
要があります。このためには、防災士やফ
防ஂ員、؃護ࢣといった地域の多種多様な
୲い手の連携と、災害に強い人づくりによ
る減災力の向上が欠かせないとしました。
　初日の最後には、ݹ઒㑑ࡾ࿠・ౡ原市長
が「Ӣઋ普ַݡ෾Ր災害の教訓と地域防災
力の向上」と題して基調報告を行いまし
た。Ӣઋ普ַݡが෾Րした当初、被害の規
模が想像できず、Րࡅ流のڴҖも分かって
いなかったため、多くの人໋がࣦわれまし
た。しかしながら、この経験が後の災害に
生きたέースの一つとして、仮設住宅があ
げられます。当時は1,018戸造られ、資材
調達などで１戸当たり数カ月かかりました
が、東日本大震災では２〜３ि間程度に୹
ॖされ、ྫྷפ地仕様や暑さ対策なども施さ
れ、住み心地も良くなってきています。

τ ϐ ο Ϋ ε

ୈ��ճ࣏ࣗମ災害対策શࠃձٞを։࠵
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　一方、災害から30年たつと、市⺠の防災
意識の低下という新たな課題が出てきてお
り、現在、より機能的な自主防災会の組৫
づくりに着手しているとしました。

　２日目は、最初に、ே田将・内閣府政策
統括׭（防災୲当）付参事׭（調査・ا画
୲当）が「Րࢁ防災対策の推進について」
と題して国の取り組みを঺介しました。日
本のՐࢁに関する制度は෾Ր災害と密接に
関係しています。活Րࢁ法は、昭和47
（1972）年からࡩౡ（ࣛࣇౡ市）で活発化
した෾Ր活動を受けて制定された後、平成
26（2014）年のޚባࢁ（長野県・ذෞ県）
の水ৠ気ര発でࢮ者・行方不明者が出たた
め改正されました。この改正により住⺠以
外に登٬ࢁや観ޫ٬の避難も考える枠組み
が加わり、Րࢁ災害警ռ地域では自࣏体や
気象୆、専門家らが参加する「Րࢁ防災ڠ
議会」の設置も義務付けられました。ま
た、Րࢁの෾Րは頻度が少ないため、観
測・予測・対策の一体的なՐࢁ研究を୲う
人材育成に力を入れているとしました。
　続いて、୍本ߒ一・ࢁ口大学大学院創成
科学研究科।教授ʗফ防ிফ防大学校٬員
教授を座長にパネルディスカッションを行
い、「地域コミュニティにおける災害対応
力の強化」を取り上げました。その中で、
長野県のദ原ູ・Րࢁ防災װが、平成23
（2011）年以降の同県内の地震や土石流、
の෾Ր、水害の経験を౿まえ、行政ࢁባޚ
だけでは限界があるため災害対策本部に
NPOなどに入ってもらい、住⺠に適切な
避難行動を促す「ಀげ遅れθロプロジェク
ト」の取り組み等を঺介しました。次に、
危機管・޿ౡ市の中ౡஐࣇౡを有するࣛࡩ

理課長が、෾Ր活動が60年以上も続く中で
住⺠や防災機関などが毎年続けている訓練
について঺介するとともに、大規模෾Րに
備えて防災意識と対策の実効性を高めるૂ
いで、「Րࢁ防災トップシティ」を目指す
としました。次に、দࢁ市のӂ原政ಙ・高
඿地۠自主防災連合会長が、同市内では市
⺠や教৬員、大学で防災教育を受けた学生
など7,686人が防災士の資֨を持ち、住⺠
主体で要支援者の情報をまとめた୆ாや地
図を作り、安൱確認訓練を行っている現状
に৮れ、「市⺠には“みなさんが主໾”と
伝えたい」と強調しました。続いて、日本
防災士会長࡚県支部のѴ๕࿠・支部長が、
Ӣઋ普ַݡ෾Ր災害当時に災害ボランティ
アとして住宅の土࠭出しや避難所でのห当
の配෍、トイレ૟আなどにਚ力した日々を
振り返り、発生直後に「自分の住む街が大
変な状況になれば、当たり前のこととして
自分たちで何とかしよう」との思いで結成
した「Ӣઋַ災害ボランティアڠ議会」が
日本初の災害ボランティアஂ体になったと
しました。座長の୍本।教授は、「“みんな
で一ॹに”がキーワード。防災意識は根付
きにくく、災害への意識はফえていくの
で、後世にどう伝えるかも大切だ」とకめ
くくりました。
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　最後に、୍本।教授とޒඦض಄真・ひΐ
うご震災記念21世ل研究機構理事長、ࣨ㟒
名༪教授が、２日間の会議を振り返って総
括。ޒඦض಄理事長は、「災害列ౡの日本
では、地震、集中߽雨、Րࢁ෾Րなどの大
災害はどこででも起こり得るので、明日は
我が਎と考え、全国⺠が支え合うʰ国⺠共
同体ʱをつくるしか対処法はない。そのた
めには、ࠓ回提起された自主防災組৫が重
要であり、দࢁ市高඿地۠で大変な活動が
連携して行われていることにྭまされ、改
めて自助・共助・公助を組み合わせる必要
があるとײじた」と話しました。

プログラム：
１日目：10月26日（水）
ʓ基調講ԋᶗ：

「 Րࢁ෾Րの特௃と෾Ր予知の現状を౿
まえたՐࢁ防災の課題」
ਗ਼水　洋　 ۝भ大学名༪教授、Րࢁ෾

Ր予知連絡会会長
ʓ基調講ԋᶘ：

「 地域防災・減災の新展開−まちづくり
に防災・減災を৫り込む」
ࣨ㟒　ӹً　 神戸大学名༪教授、ฌ庫

県立大学名༪教授
ʓ基調報告：

「 Ӣઋ普ַݡ෾Ր災害の教訓と地域防災
力の向上」
࿠　ౡ原市長ࡾ઒　㑑ݹ

２日目：10月27日（木）
ʓ特別報告：

「Րࢁ防災対策の推進について」
ே田　将　 内閣府政策統括׭（防災୲

当）付参事׭（調査・ا画
୲当）

ʓパネルディスカッション：
「 地域コミュニティにおける災害対応力

の強化」
座長：୍本　ߒ一

口大学大学院創成科学研究科।教ࢁ
授、ফ防ிফ防大学校٬員教授

報告：
① 「災害対応ガバナンスと地域防災力強

化への取組〜長野県ிにおける災害へ
の備えと対応の10年〜」
ദ原　ູ　 長野県危機管理部危機管理

防災課Րࢁ防災װ

ʬ։֓࠵ཁʭ
参加人数：自࣏体৬員ほか570名
主 自࣏体災害対策全国会議実行ҕ ：࠵

員会
共 ひΐうご震災（ࡒ公）、ౡ原市 ：࠵

記念21世ل研究機構、ࡕ神・୶
路大震災記念　人と防災未来セ
ンター、読ച新ฉ社

後 援： 全国知事会、全国市長会、全国
町ଜ会、指定都市市長会、内閣
府政策統括׭（防災୲当）、ফ
防ி、長࡚県、ฌ庫県、関੢޿
域連合
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ౡ市の災害対応と地域防災力のࣇࣛ」 ②
強化〜ࡩౡ大規模෾Րに備えて〜」
中ౡ　ஐࣇࣛ　޿ౡ市危機管理課長

ᶅ「住⺠主体の自主防災の取り組み」
ӂ原　政ಙ　 দࢁ市高඿地۠自主防災

連合会　会長、高඿公⺠
ؗ　ؗ長

ᶆ「地۠防災活動の必要性」
Ѵ　๕࿠　 特定非営利活動法人日本防

災士会長࡚県支部　支部長

ʓ総括討議
಄　真ضඦޒ

ひΐうご震災記念21世ل研究機構理事長
（ 自࣏体災害対策全国会議実行ҕ員会

事務総長）
ࣨ㟒　ӹً

神戸大学名༪教授・ฌ庫県立大学名༪
教授
（ 自࣏体災害対策全国会議実行ҕ員会

（画部会長ا
୍本　ߒ一

パネルディスカッション座長
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ˎ�本߸のಛूʮܹਙ化ɾසൃ化͢る災害に
උ͑るʯにؔ࿈͢る΋のʢฏ੒��೥౓Ҏ
߱の΋のʣ

タイトル： 南海トラフ地震に備える政策研究
（2020年度中間報告）

発 表 日：ྩ和３年３月

タイトル： 東日本大震災復興の総合的検証〜次
なる大災害に備える〜

発 表 日：ྩ和２年３月

タイトル： 南海トラフ地震に備える政策研究
（2019年度中間報告）

発 表 日：ྩ和２年３月

タイトル： 地域コミュニティの防災力向上〜イ
ンクルーシブな地域防災へ〜

発 表 日：平成31年３月

タイトル： 東日本大震災復興の総合的検証〜次
なる大災害に備える〜（中間報告）

発 表 日：平成30年３月

タイトル： 東日本大震災復興における教育分野
の現状と課題についての研究（中間
報告）

発 表 日：平成30年３月

タイトル： 地域コミュニティの防災力向上〜イ
ンクルーシブな地域防災〜（中間報
告）

発 表 日：平成30年３月

タイトル： 南海トラフ地震に対する復興グラン
ドデザインと事前復興計画のあり方

発 表 日：平成30年３月

タイトル： 大震災復興過程の比ֱ研究〜関東、
神・୶路、東日本の３大震災を中ࡕ
心に〜

発 表 日：平成28年３月

タイトル：災害時における޿域連携支援の考࡯
発 表 日：平成28年３月

タイトル： リスボン地震とその文明࢙的意義の
考࡯

発 表 日：平成27年３月

タイトル： 自然災害後の土地利用規制における
現状と課題−安全と地域持続性から
の考࡯−

発 表 日：平成27年３月

タイトル： 災害時の生活復興に関する研究−生
活復興のための12講−

発 表 日：平成27年３月

タイトル： 国際防災ڠ力体制構築の検討〜アジ
アを中心に〜

発 表 日：平成26年３月

タイトル： 防災における政策ジレンマの研究〜
神・୶路大震災と東日本大震災はࡕ
どう想定されてきたか〜

発 表 日：平成24年３月

タイトル：東アジアの災害対策ڠ力のあり方
発 表 日：平成24年３月

掲 載 ઌ： h t t p s : / / w w w . h e m r i 2 1 . j p /
kenkyusho/seika/list.asp

˙�ʮ��ੈلͻΐ͏͝ʯୈ��߸ൃߦҎ߱の
΋の

˓研究戦ུセンター

タイトル： ޿域経済ݍ活性化による経済成長戦
ུ−関੢ݍ「再生・進化」への޿域
経済戦ུ−

発 表 日：ྩ和４年３月

掲 載 ઌ： https://www.hemri 21 .jp/research-
s t r a t e g y - c e n t e r / r e s e a r c h -
investigation/r-d-reaserch-result/

ͻΐ͏͝਒災ه೦��ੈػڀݚل構のڀݚௐࠪใࠂॻ౳Ұཡ
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˓人と防災未来センター

タイトル： ڊ大地震のॖ災実現に向けた体制の
創出手法−中֩的研究プロジェクト
ʤ2018 -2022年度ʥ中間報告書−

発 表 日：ྩ和４年３月

タイトル：ྩ和３年度研究論文・報告書
発 表 日：ྩ和４年̔月

掲 載 ઌ： https://www.dri.ne.jp/research/
reports/investigation/
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　詳細は、ホームページ（https://www.hemri21 .jp/research/research-the21 -hyogo/）をごཡく
ださい。

Wol� 年݄ߦൃ ಛɹɹɹू

33 2022��2 ίϩφで変わる社ձ

32 2022�3 機؅ཧة変動と防災ɾީؾ

3� 202���2 ϙετίϩφ社ձの՝୊とల๬

30 202��3 ౦೔ຊ大震災�0年ʵ防災ɾ෮ڵの՝୊とల๬

2� 2020��� ύンデミοΫと৽たな社ձ

2� 2020�3 災の՝୊とల๬ݮਆɾ୶࿏大震災25年ʵ防災ɾࡕ

2� 20����2 化ઓུੑ׆ԂのࡁܦҬ޿

2� 20���3 සൃする災害の܇ڭとඋ͑

25 20����2 ιαΤςΟ5�0に޲けてʙਓݮޱগɾྸߴ社ձにおけるҙ識վֵと੍౓ઃܭʙ

24 20���3 地ҬίミュχςΟの防災力޲上に޲けて

23 20���2 地Ҭ૑ੜ

ಛผ߸ 20���� ౦೔ຊ大震災の෮ূݕڵ（෮ڵிҕୗۀࣄ）

22 20���3 ڵલ෮ࣄ

2� 20���� 地Ҭ૑ੜのཧ࿦と࣮ફ

20 20���3 ΞジΞのதでのྸߴ化

�� 20�5��� ਓݮޱগ社ձと地Ҭ૑ੜ

�� 20�5�3 大災害にඋ͑るڊਆ୶࿏20年ɹ௒ࡕ

�� 20�5�2 ࠓのڵਆ୶࿏20年ɹ૑଄త෮ࡕ

�� 20�4�3 άϩーΧル化とଟจ化ڞੜʙҟจ化ίミュχέーションと地Ҭͮくりʙ

�5 20�3��2 ৯と೶のະདྷʙফඅऀの໨ઢで೔ຊの৯と೶を͑ߟるʙ

�4 20�3�3 ৽し͍Ո଒૾とڞੜ社ձ

�3 20�2��2 震災෮ڵとڞੜ社ձ

�2 20�2�3 ౦೔ຊ大震災からの෮ڵを͑ߟる２ʙ౦๺の෩౔ɾಛੑを౿·͑たιϑτ໘での՝୊と対応ʙ

�� 20����2 ౦೔ຊ大震災からの෮ڵを͑ߟる
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˒ೖ方๏ߪ˒
ごر๬の号数、ࢯ名・住所・電話番号を電子メール等でご連絡ください。
定価800ԁ（੫込）発送にかかる送料はご負୲をおئいします。
ただし、年間定期ߪ読（1,600ԁ（੫込））いただく場合には、当機構が送料を負୲いたします。

˙お໰い߹Θͤઌɾおਃしࠐみઌ˙
ひΐうご震災記念21世ل研究機構　研究戦ུセンター交流推進課
住所：˟651 -0073　神戸市中ԝ۠࿬඿海؛通1-5 -2
TEL：078 -262 -5713　FAX：078 -262 -5122
E-mail：gakujutsu!dri.ne.jp

Wol� 年݄ߦൃ ಛɹɹɹू

�0 20���3 ੜ෺ଟ༷ੑ

̕ 20�0��2 の社ձอোのありํܕل2�ੈ

̔ 20�0�3 ʙݟ際ձٞの知ࠃਆɾ୶࿏大震災�5प年 ʙ震災ؔ࿈ࡕ

̓ 200���2 ੜ可能ΤωルΪー࠶

̒ 200��3 ϫーΫɾϥΠϑɾόϥンε

̑ 200���� ৯の҆全҆৺

̐ 200��3 地Ҭݯࢿを׆用した都市࠶ੜɾ地Ҭ࠶ੜ

̏ 200���2 άϩーόル化と地Ҭのల๬ � ڞੜ社ձの視఺から

２ 200��3 ʮެڞʯを͑ߟる

૑ץ߸ 200���2 ͻΐ͏͝৽シンΫタンΫのൃ଍にあたって
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